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[ユーザー・専門委員会 ・中間報告書の作成 にあたって]

我が国産業の現状は、21世 紀 を目前 として 「第三の開国」 とでも呼べる歴史的な転換

期にあり、今 まで培ってきた産業社会の壁を破 り、新たな飛躍を準備 し実行すべき時 に

ある。世界 も日本も経済社会のパ ラダイム転換の潮流の中にあ り、産業のあらゆる分野

にわたって、国際化、ボーダーレス化の激 しい流れの中で経営の変革 を厳 しく求め られ

ている。

これ らの変化 はコンピュータとインターネッ トに代表される情報通信技術の革新的な

進歩によってもた らされた、あるいは加速されたものであることは、すでに衆目の一致

するところである。米国の産業社会は、既にこのような環境変化への対応 を効果な らし

める重要な要素として、先端的な情報技術を駆使した 「情報の力」を強 く認識 してきて

お り、高度情報化社会への速やかな移行を、次代の産業活性化の最も重要な戦略として

位置づけている。進展著 しいアジア諸国においてもまた同様である。次の時代 にあって

も世界の中で活躍すべき我が国産業においては、産業の高度情報化 は最も重要な戦略的

課題 といわねばな らない。

近年における小型高性能のコンピュータの進歩は、人間の仕事の場、生活の場で一人
一台の利用 を可能とし、人間とコンピュータの共存によ り、個人の業務処理環境を画期

的に変えつつある。さらにインターネ ットやその技術 を活用 したネッ トワーク環境 の急

速な進展によ り、個人や組織の枠を超えた企業全体にわたる統合情報システムは、企業

のビジネスの仕組みに重大な影響を与え、 ビジネスシステムの変革 を促す基盤 としての

環境を提供 している。

情報ネットワークの進展はさらに企業を超え、企業間、業界間、国際間へ とボーダー

レスな ビジネス環境 を作 り上げつつあり、地球規模での広域企業間システムが急速 に進

展 していることは周知の通 りである。目を国内のみに限って も、企業グループや業界内

で強力な情報ネットワークを設定し、個々の企業はもちろん、参加グループ全体の経営

改善に強力な武器 となっている実例が既 に報告されてお り、新 しい産業情報化の動きは

確実 にその歩みを始めている。

産業情報化の意義は、コンピュータや通信システムなど先端的な情報技術の革新によ

り、 「情報の力」を最大限に活用 し、生産性の向上、企業競争力の強化など産業活動の

活発な展開を図 り、豊かな国民生活を実現することにあると考える。産業情報化推進の

責任は本来、産業界が自ら果たすべきものであり、その実現は一に経営者の理解 と決意、

実行にかかっている。

企業における情報化への対応 も、一人一台時代の到来によ りまず個人の保有する情報

の体系的電子化、すなわちデータベース化 を基盤 とするものではあるが、イ ンターネ ッ

トなど先端的な技術の活用によ り、経営 に必要な個人間、組織間の情報の流通 と共有情
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報のデータベース化がきわめて重要な意味をもつ ことが認識されてきた。これ らは単に

情報そのものの価値 を高めるだけではなく、必要かつ十分な情報が自由に流通する環境

を作ることによ り、経営組織や ビジネスの仕組みな どにも重大な影響を与え、経営その

ものにも変革をもたらす ものである。

既に言及した通 り、いま産業情報化は広域企業間システムを指向 している。個々の企

業の情報化 もまだ多 くの課題 を残 しながら、産業界は世界的な規模での広域企業間シス

テムの構築に直面 しなければならない。しか しなが ら、企業内においても個人や組織の

壁を破って自由な情報の流通を可能 にする環境 は、旧来のしが らみの中では相当に困難

な課題である。まして企業間で必要かつ十分な電子的情報の交換を可能にするための環

境整備は、プロトコルやセキュリティなど通信技術の課題にとどまらず、個々の企業や

業界の経営的理解や対応、法規制や商習慣など、産業界のみな らず国を挙 げての対応が

不可欠である。ECやCALSな どこれか らの産業 を支 え る情報環境は、経済や社会の仕組

みの根幹に関わる問題を包含 していることを理解 しな くてはな らない。

このような重大な時期にあた り財団法人データベース振興センターでは、産業情報化

の基盤は企業経営における情報の体系的な蓄積 と加工利用、つまりデータベースとその

利用環境の整備にあるとの認識のもとで、平成6年 度 よ り 「ユーザー専門委員会」を設置

し、データベースの視点で産業情報化の将来像 と実現のための課題を探 り、広 く行政や

産業界に課題解決のための提言をとりまとめることとした。

初年度は企業内情報化の視点か ら、事業者の提供するデータベース利用の問題点と改

善への要請をとりまとめたが、急速に進展 しつつある広域企業間システムの実態に即 し

て、平成8年 度(1996年 度)は 「企 業 間情報 ネ ッ トワー クの現状と将来」を中心課題 と

し、国内主要業界の現状と課題について精力的にヒア リング調査 と議論を行い、現状の

問題点についてはほぼ把握することができた。さらに来る平成9年 度(1997年 度)に おい

て は、 ここで提起 された問題点や課題についての討議を深め、新時代への入 り口に直面

している我が国産業の情報化に対 し、いささかなりとも貢献できることを期待 している。

各界のご理解 とご支援をお願いす る次第である。

平成9年(1997年)3月

財 団法人デー タベー ス振興セ ンター

ユーザー専門委員会 委員長 伊藤正雄
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[活 動の概 要]

1.委員構成

委員長 伊藤

副委員長 合庭

回

委 員

同

同

同

同

同

同

同

同

同

正雄

惇

鈴木 敏行

井岸 松根

井口與志昭

上野 圭輔

圓川 隆夫

岡 武史

中西 英夫

長坂 洵二

馬場 純夫

堀内 好浩

和田 正倫

(社)日 本情報システム ・ユーザー協会 理事長

静岡大学 教授

(株)シ ステムソリューションセンターとちぎ 専務取締役

(社)日 本加工食品卸協会 専務理事

(株)マ イカルシステムズ 取締役SO事 業部長

三井石油化学工業(株)シ ステム部部長職部員

東京工業大学 教授

繊維産業構造改善事業協会 繊維ファッション情報センター

統括研究員

(財)日 本情報処理開発協会 常務理事

産業情報化推進センター所長

トヨタ自動車(株)EC推 進室長

ライオン(株)統 合システム部主任部員

NKK鉄 鋼事業部情報化推進部部長

(社)日 本電機工業会 重電部長兼高度情報化推進室長
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2.開 催実績

第1回1996年9月25日(水)

鉄鋼 業界 における情報化 の現 状 と課題(堀 内委員)

石油化 学業界 にお ける情報化 の課題(上 野委員)

質疑応答 ・ディスカ ッシ ョン

第2回1996年10月22日(火)

QRコ ー ドセ ンター&TIIPの 概 要(岡 委 員)

マイカルグループのデータベース化とEDI化 の現状(井 口委員)

質疑 応答 ・ディスカ ッシ ョン

第3回1996年11月19日(火)

加工食品卸 業界のEDIと データベース(井 岸委員)

(社)日 本電機 工業会(JEMA)に よる高度情報化推進 活動(和 田委員)

質疑応答 ・デ ィスカ ッション

第4回1996年12月17日(火)

CALS/EC時 代 に向 けて 一自動車業界 の例 一

(長坂委員[代 理:ト ヨタ 自動車EC推 進室 久保 田卓夫氏])

ライオ ンのシステム化施策(馬 場委 員)

質疑応答 ・デ ィスカ ッシ ョン

第5回1996年1月24日(金)

情報技術 とマネ ジメン ト(圓 川委員)

EDIを 中心 とす る産 業情報化 の動 き(中 西委 員)

各委員か らの総括 ・補足

質疑応答 ・ディスカッション
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1.概 観

この中間報告書は、(財)デ ータベース振 興セ ンターの 「ユーザー専門委員会」にお

ける各委員の報告、意見交換および議論 をもとに、その資料および意見 を集約 して事務

局が再編集 したものである。

21世 紀を 目前 に して、世界の政治 ・経済 ・社会は人類が未だかつて経験 したことのな

い急激なパラダイム転換の真只中にある。そ して、情報通信の画期的な進展は、組織、

企業、産業、国家など従来の産業経済の前提 となっていた枠組みを超えて、大競争の時

代を現実のものとしている。

我が国の産業、経済の現状に対する深刻な反省や指摘 も、現在の停滞が単なる景気循

環サイクルの一部ではな く、新 しい時代へ向けた巨大な変革の波のもた らす 「軋み」で

あるとの認識から来るものであろう。近年、 日本経済の停滞や没落を憂える論調を見か

けることが珍 しくないが、それが旧来の枠組みの中で現状 をただ悲観的に捉えた ことな

のか、それとも新 しい時代に生きるための条件 を整えるための鋭い指摘なのか、冷静に

考えてみる必要がある。

いま産業界はややもすると閉塞感に捕われがちであるが、これを打ち破るための 「創

造的破壊」そ して 「再生のためのビジョン」の具体的な手立てが何よりも重要である。

次の時代を見据えた具体的な企てを開始すべき時期に差 しかかっているのである。

とはいえ、次代の経済、社会の実像が見えているわけではない。おそ らく従来のプロ

セスの延長上に、 リニアな形で(つ ま り簡単 に)予 見 できる もので はな いで あろ う。そ

こへの変革は、様々な軋みや痛み、 リスクを伴 うことは避けられない。こうした変革へ

の必然性を前にして、いま産業界は渾沌、不安、躊躇の只中で苦悩しているといえよう。

しか し、世界経済の動きは、我が国の歩みを待ってくれるほど甘くはない。1990年 代

に入 って競争 力を取 り戻 した アメリカ合衆国や急速な発展を遂げつつあるアジア諸国 と

の競争はますます激 しくなるだろう。マーケ ットの拡散 と多様化、製品の多様化やライ

フサイクルの短縮など、すでに産業界の革新を促 しつつある環境変化はさらに強まって

いくだろう。

もちろん、既に企業経営のあらゆる面で対応の手は打たれつつあり、次第 にその成果

も現われてきていることは間違いないが、新たな時代への対応の決め手 となるのが、さ

らに積極的な情報通信技術の活用による経営の革新であることは、衆 目の一致す るとこ

ろであろう。

我が国においても既に60年 代 以来 、企業経営 の様 々な分 野でコンピュータの活用が積

極的に進められ、70年 代か ら80年 代 の前半 にか けて製造業な どにみ られるような世界的

なレベルで見て も先進的な成果を上げてきた。 しかし、コンピュータや通信の分野にお

いては既 に急激な革新の嵐が吹き荒れてお り、先端的な情報技術 を活用することによ り

明らかに次世代を指向 した経済や産業の新 しい形が具体化 し始めている。

以下、90年 代 に入って一挙 にそ の姿 を現わ してきた産業の 「情報化革命」について概
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観 してみたい。

2産 業情報化 のパ ラダイム転換

一インターネットに触発されるネットワーク社会の到来一

機能性能の優れた小型コンピュータつまりPCと 、イ ンター ネ ッ トおよびそ の技術 を活

用 した新 しいコミュニケーション手段の実現は、コンピュータの誕生以来続いてきた産

業情報化の様相に劇的な変化 をもた らした。今やコンピュータという道具は 日常生活の

場で人間と共存 し始めてお り、インターネッ トをはじめとする先端的な通信技術の進展

によって、企業内はもちろん、企業間においても情報の利用環境は大きな変貌を遂げた

といっていい。.

地 球 規 模 に拡 が った 自律 分 散 的 で 巨大 な コ ン ピュー タ通 信 網 は 、社 会 ・経 済 の仕 組 み

に組 み 込 まれ 、21世 紀 にお け る 必 須 の イ ン フ ラス トラ ク チ ャー とな る こ と は 間違 い な

い。 そ の 時 、ComputerMediatedCommunications(CMC)に つ い て先 駆 的 な ビ ジ ョ

ン を示 した 名 著 「TheNetworkNation」 の著 者 、HiltzとTuroffが 言 うよ うな
"Superconnectivity" 一 一 つ ま り

、 人間 の あ らゆ る活 動環 境 にお い て デ ジ タル メ デ ィ ア

を媒 介 した コ ミ ュニ ケー シ ョ ンが 全 面化 し、 そ れ に よ って 社 会 ・経 済 シス テ ム にお け る

相 互 連 結 性 が 増 大 す る とい う状 況 一 一 が現 実 化 す るだ ろ う。

これまでにネッ トワーク化の進展 に伴 う情報システムの相互接続性や操作性の標準化

への強 い要請がなされ、国も産業界 も精力的に取 り組んできた経緯があるが、今なお解

決すべき課題も多 く残されている。加えて、近年のインターネッ トに代表される先端的

なコミュニケーション技術の進展 をみると、EDIやEC、CALSな どの今後 の産業情報化

の中心的な課題に対 して も、セキュ リティや品質、信頼性などの面で解決されるべき課

題はあるものの、新 しい手段をもたらして くれることが期待できる。

例えば、イン トラネ ット、あるいは最近の傾向であるエクス トラネッ トへの関心の高

まりは、企業同士が組織の壁を超えて直接ネッ トワーク化 され、従来よ り遥かに柔軟で

迅速なコラボレーティブ(協 調的)な ビジネススタイル を生み出す 可能性が出てきてい

ることへの期待だと思われる。合衆国の産業界が活力を取 り戻したのも、こうした新 し

い情報環境の力によるものが大きい。無論、それだけが産業情報化の進化のシナ リオで

はないことは確かだが、現時点で極めて有望なモデル となっていることは言 うまで もな

いだろう。

いずれにしろ、今後の産業情報化を考える場合、イ ンターネットに体現されているよ

うな 「オープン」で標準的な技術 ・応用形態 を用いたネットワーク環境が前提 となる時

代が到来 しつつある。
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3.ネ ッ トワ ー ク化 の 進 展 に伴 う課 題

一企業間、業界間、国際間のコラボレーシ ョンー

情報は、個人に帰着 している間であれば個性や独自性の主張は当然であろう。しか し、

ひとたび他者 とのコミュニケーションを的確 に行おうとすれば、当然ある種のルール、

例えば相互に理解できる言葉で、共通の概念と定義を持った形での交換が必要となる。

人とコンピュータの共存する社会では、人間同士に加えてコンピュータとの間でも明

確なコミュニケーションのルールや言葉、概念の共通化が必要である。電子的に体系化

された情報(デ ータベー ス)の 流通交換 につ いて も明確な共有化のためのルールが必要

であり、情報化 における標準の策定や共有化の方策の基本的なポイン トはここにある。

しか し、長年固有のや り方に浸ってきた人や社会では、情報や概念の共有化、ルール化

に馴れていない、あるいは抵抗する心情があり、個人間はもとよ り組織間、企業間では

見えない壁 を作っていることが多い。

企業内においてす ら組織の壁を破 り、必要な情報の共有化を図ることの難 しさに直面

している企業は珍 しくない。 しか し、企業は経営者という権限を持った存在があり、ま

た運命共同体的な心情も働 くため、経営の理解 と意志によって解決できる拠 りどころを

持 っている、といえる。

では、企業間のネットワーク化はどうなるのだろうか?ネ ッ トワー ク環境 に即 した

商習慣や ビジネススタイルの模索は、まだ始 まったばか りである。特に、異なる組織の

間でいかに共通化されたルールを策定するのかという、いわゆる 「標準化」の問題はネッ

トワーク化を円滑に進める上での大前提であ り、今回の委員会の議論でも多くの時間を

費や したテーマとなった。

また、利害が複雑に錯綜する産業界の異なる主体が、協調的に共通の情報基盤 を構築

していくための方策についても、EDIやEC/CALSな どの推進 に尽力されている方 々の悩

みや困難は今回の委員会の議論においても繰 り返 し訴えられたところである。ともあれ、

これ らの課題 に関して我が国の産業、社会の特性も踏まえた上で推進への方策を検討 し

ていく必要がある。

4.変 容 するデ ータベース像

一産業情報化の主役として一

情報化の基本は、必要情報をデータベースとして構築することと、その加工 ・利用の

環境を適正に整備することにある。コンピュータが企業経営の場に導入された初期にお

いては、情報は単一のルールに基づいて体系化 とコンピュータへの格納が行われ、利用

形態 も比較的に単純であったといっていい。だが、性能の優れた小型コンピュータを多

数の人々が自在 に使いこなし、しか もネットワークを介 して自由に情報を交換できる現
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在では、当然データベースの構造も持ち方も、利用の仕方も大きな変貌を遂げている。

また、イ ンターネッ トにおけるWWW(WorldWideWeb)の ような広域分散型 で、絶

え間ない 自己増殖性を持ち、多様な知識 を縦横にリンクした新 しいタイプのデータベー

スが急速 に普及 ・浸透 していることも、企業のビジネススタイルにインパク トを与えて

いる。

もちろん技術的な視点で、その構造や大方のCSS(Client/ServerSysytem)議 論 の

ごときコ ンピュータ ・システム ごとの機能の持ち方 を論ずることも必要である。 しか し

コンピュータを自らのために活用する企業ユーザーにとっては、企業の持つ経験、知識、

ノウハウを体系化 し電子的に蓄積利用する環境一一データベースの構築がまさに企業の

命運を左右す るといっていい。つまり、データベースは情報化の新時代を迎える企業に

とって、きわめて重要な経営資源 となりつつあるわけである。

しかも今後、異なる組織 ・企業 ・業界が共通のデータベース環境を介 して コラボ レー

ティブ(協 調 的)な ビジネスを行 うEC/CALSの パ ラダイムが実現す る時、そ うしたデー

タベースに蓄積され、利用に供されるための情報の体系化 ・構造化のあり方は、極めて

重要なテーマとなって くる。

こうした経営資源あるいは産業基盤 としてのデータベースに主眼を置いた議論はこれ

までのところ、余 り行われてこなかったのではないだろうか。 この委員会で行われた各

委員 によるプレゼンテーションと議論においては、ユーザーな らではの現状 と問題点の

指摘がなされ、今後企業間、業界間のデータベースを考える上で重要な視点が提示され

た。今後の議論の深まりが期待される。

5.調 査研究の視点

ユーザ専門委員会は、平成6年(1994年)度 か ら今回 まで3カ 年 にわた って開催 されて

きた。 これまで本委員会では、単にデータベースのユーザとしての視点か らだけではな

く、広 く我が国の社会全体の情報化について議論を深めていくことを基本に、回を重ね

てきた。

このうち、初年度である94年 度 は、デー タベース のパ ワーユーザー(企 業ユ ーザ ー)

の視点 か ら、主 に行政機 関が保有する様々な情報の利用が民間 レベルで活性化 していく

ための課題について、議論が行われ、中間報告にまとめ られている。

また95年 度 は、イ ンターネ ッ トのWebに 見 られ る新 しいタイプの知識共有の形態につ

いて、あるいはCALSやECと い う情報化 の新 しいアプ ロー チの現状についてのプレゼ ン

テーションを踏まえ、議論が行われた。 この95年 度 の委員会 にお いて、重要 な検 討テー

マとして産業情報化、特 に個別企業の枠組みを超えたネッ トワーク化がもた らす可能性

や課題、あるいはそ うした広域企業間システムにおけるデータベースのあり方などにつ

いて、検討を加えることが必要である一一 との問題意識が浮上 してくることとなった。
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今回の委員会では、こうした問題意識を踏まえてスター トすることとなったが、具体

的には、5度 にわたって開催 された委 員会の中で、 日本の産業界を代表する各業種 におけ

る情報化の動向をサー一…ベイ し、EDIやEC、CALSに 取 り組 み始 めた現状 を整理 した上

で、委員による議論の中で今後の産業情報化へ向けた課題を抽出しようと試みた(委 員

会 の開催実績 につ いては別 頁 を参照されたい)。 本報告書 では、委員 による発表 ・プレ

ゼンテーションと議論を事務局がまとめ、議論の中で明らかになった現状に関する整理

を行 うとともに、今後の議論へ向けた問題提起をまとめている。

その意味で、 この報告書はあくまでも出発点に過ぎない。我が国の産業情報化の現状

は、端的に言えば個別企業の枠 を超える、その段階に差 しかかっているのであ り、よう

や く今後取 り組まれるべき課題が見えてきた段階に過ぎない。

既に産業情報化のビジョンに関してはアメリカ合衆国に見 られるような、インターネッ

トをイ ンフラとして顧客 ・取引先とシーム レス(継 ぎ 目な く)に 接続 し、一種 の 「バ ー

チ ャル ・エ ンタープライズ」を指向する方向があるが、必ず しもそれだけが将来のシナ

リオだ とは言い切れない。 日本の産業界が抱え持つ構造的な問題 を踏まえた 「地に脚の

ついた」ロー ドマ ップづ くりが不可欠なのである。

本来、議論の姐上に乗せるべきは、情報技術やその利用環境の問題なのではない。そ

れ らは実は副次的な問題なのであ り、む しろ、情報技術の全面的かつ積極的な活用 を指

向するビジネススタイルを、どのようにした ら創出できるのか?一 一 とい う問題 につい

て、 よ り詳細なサーベイと議論が必要になるだろう。
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繁1竃
産業情報化の現状稔鱗題

1.鉄 鋼業界の情報化 への取 り組み

2.石 油化学 工業界 のEDI化 の現状

3.繊 維 業界 がめ ざすQR(ク ィック ・レスポンス)

4.流 通業界 にお けるデ ータベース化 とEDI

5.加 工食品卸業界のEDIと データベース

6.電 気機器業界の高度情報化推進活動

7.CALS/EC時 代 に向けて一 自動車業界 の例

8.日 用雑貨業界の システ ム化施策
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1.鉄 鋼業界の情報化への取 り組み

・わが国鉄鋼業について

わが国鉄鋼業は、1960年 代前半よ り1970年 代 にかけて生産効率優先の大型新鋭製鉄所

の建設がなされ、1981年 には 自由主義 圏で は米国 を抜き世界最大の鉄鋼生産高を達成 し

た。

これは欧米先進諸国の機械技術、電気技術、制御技術、コンピュータ技術を導入し、

日本的生産様式 と操業および品質管理技術を開発 したからにほかならない。一言でいう

とマスプロダクションによる生産効率 とプロセスイノベーション(工 程革新)と いって

よい。

鉄鋼業におけるコンピュータ活用の特質は、設備、工程、技術、操業上の諸条件のも

とで小ロット、高品質、短納期など顧客からの数多くの厳しい要求を満たし、かつ最適

な生産 ・販売 ・流通の仕組みとすることである。

鉄鋼業の情報化は、60年 代央本社 にお ける経理会計 と営業統計処理や代金請求処理、

製鉄所内の工場における生産管理や操業実績の把握からスター トし、大型のビジネスコ

ンピュータと多数のプロセスコンピュータが工場に導入された。

60年 代後 半か ら70年 代 にかけて は、生産量 の急激な進展から高需要、大ロットと労働

力不足という経済環境の中で、生産管理の高度化 ・効率化、製造コス トの低減、最少人

員による操業管理が課題 となった。そのために、長期的計画のもとに販売部門の日常定

型業務の大型定型事務処理の効率化を狙いとした受注処理システムの開発が行われた。

同時に、製造部門である製鉄所では、新鋭製鉄所の建設と同期 して、無人化 ・省力化を

狙いとした高度な無人化 ・自動化制御システムの開発 ・導入がなされた。特に製鉄所の

CIM(ComputerIntegratedManufacturing)は 本社 と製鉄 所間、製 鉄所 内の コン

ピュータネットワーク ・システムとして、現在でも世界 トップレベルを維持する高度な

ものが構築された。

80年 代 にな ると、量 的拡 販か ら質 的拡販へ とい う需要構造の変化 に対応 した高級鋼

化、小ロット化、要求品質の厳格化、複雑化などに対応 した情報システムの活用が課題

となった。具体的には、販売競争激化に伴う受注検討期間の短縮、短納期受注製造体制

の確立、物流合理化の徹底、業務効率化などへ対応 した生産 ・販売 ・物流システムの構

築が進められた。

鉄鋼各社では、製鉄所におけるプロセスの連続化、省エネルギー対応 と同期 したもの

であり、情報技術が高度に活用された。

80年 代後半 には企業内オ ンライ ン ・システムが完成 し、企業間オンライン ・システム

が順次商社、物流基地などへ拡大された。 こうした取 り組みによって鉄鋼業はわが国の

産業情報化の先導的役割を果た してきたといえよう。

・EDIの 推進

さて・一般 に近代 におけ る新 しい文化は欧米、特に米国に端を発 しているといってい

いだろう・情報技術の活用 という文化もまた例外ではない。情報通信技術の急速な進展
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に伴い、自社および自社グループ内の合理化から流通 ・物流分野における効率化 を狙い

と した情報化 ニーズが顕在化 して きた。 このような課題 を解決 す る方策が 、EDI

(ElectronicDataInterchange)で ある。米 国におけるEDIは 、取 引業務 に情報通信技

術 を活用 してい くことにより、取引先 とのパー トナー シップを維持拡大 していくことが

最大の狙いである。

米国においても当初は自社独 自の標準を作 り、関連企業への説得を図っていった経緯

がある。その結果、自社あるいは業界標準のみでは、その普及に多大な労力と時間がか

か り、多様な取引先 との効率的な対応ができないことが判明した。業際的な標準を作成

しなが らシステム構築を行う方が得策であることが強 く認識されたのである。80年 代末

よ り90年 代前 半にか けて 自動車 、鉄鋼 、その他関連業界がEDI標 準 の整備 を行 い、 これ

に基づ き自社内のシステムの全面再構築を行った。95年 には、米国の鉄鋼 会社で あるB社

では、約600社 の顧客 ・取 引先 との完全 ペーパー レスEDIが 実現 されて いる。

上 述 のEDIを 米 国 にお け る 民 間 主 導 の 製 造 業 復 活 の一方 策 とす れ ば、CALS

(CommerceAtLightSpeed)は21世 紀 を視 野に入れ た官 民一体 によ る米国産業界の

永遠なる国際競争力強化の戦略であり、具体的戦術であると理解すればよい。CALSは 、

情報技術 の面で いうと図形、文書、映像などのマルチメディア技術を包含 した高度なEDI

規格 、 とい うこともで きる。

我が 国の鉄鋼業におけるEDIは 、80年 代前半の米 国の状況 と同 じ段階 にある。また、

CALSに 関 して言 えば、米国は一般製造業の情報化レベルを20年 先行 した概念 となってい

る。

・鉄鋼業の課題一－CALS実 現へ向 けて

我が 国の鉄鋼業 も言 うまでもな く装置産業であり、米国国防総省(DoD)と 同様 の背

景 を有 し、CALSを 適用 して大き く変革 しうる可能性を秘めている。

設備のリフレッシュに伴い、次々とハイテク装置が導入されるため、新 しい設備管理

要員の教育 ・養成が必要になっているほか、設備の耐用年数が長いが故に 「予防保全」

や 「延命整備」という考 え方が重視されていることか ら、設備管理業務そのものの質的

向上が大きな経営課題 となってきている。鉄鋼 メーカー、重電機、産業機械、計測機器

などの設備メーカーは通産省の企業間高度電子商取引推進事業にCALS実 証実験 プロジェ

ク トとして 申請 し、96年4月 に採択 され、97年 度 内の実験完了 を目指 しての研究開発活動

が進め られている。

CALS実 用化研 究の狙 いは、第一 に、製鉄プラントをモデルとしたわが国の鉄鋼業の国

際競争力強化。第二に、製鉄所設備の調達 ・開発 ・運用にかかわる企業の枠を超えた業

務プロセスの革新によるホワイ トカラーの生産性向上、そ して第三に鉄鋼各社 と設備機

器メーカー にまたがるオープンなデータ交換 と情報の共有 ・連携による設備管理精度の

向上な どである。

CALSの 実用化 による波及効果 として は、関連する広範な産業分野でのCALSの 浸透 と

新 しい ビジネスチ ャンスの創出、製鉄エンジニアリングの国際競争力強化、設備管理業

務とデータ標準化に基づくオープン化、グローバル化である。 これ らは一朝一夕に実現

できるものではなく、製鉄所設備の調達 ・開発 ・運用にかかる業務 と管理情報(デ ータ)
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の標準化 を鉄鋼各社 と設備ベ ンダーが統合的に推進する地道な努力が不可欠であること

は言 うまでもない。

研究の目標は、製鉄所の設備管理業務 をモデルに、一般製造業の設備業務をデジタル

化 し、CALSと して実装す るため のガイ ドや仕様書類の策定を目指している。

ここで最も大事なポイ ントは、こうした活動は永続的になされなければならない、と

いうことである。そ して、研究の成果物はプラットフォームでしかなく、そのプラッ ト

フォームをベースとして改良が永続的になされなければならない。鉄鋼業 に関連す る企

業の規模は大企業か ら中堅、中小企業にまたがるが、関連業界の裾 野が広 く、顧客 とし

てはほとんどの産業分野が含まれてお り、複雑な流通機構となっている。鉄鋼業の量的

拡販か ら質的拡販への転換、高級鋼化、小ロット化、要求品質の厳格化 ・複雑化などの

トレン ドは今後 も続 くであろう。グローバル化に対応 した一層のコス ト合理化に加え、

ホワイ トカラーの生産性向上などは今後 も経営課題 として永続的な推進が不可避となる。
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先述 したように、鉄鋼業では生産 ・販売 ・流通領域の統合一貫 システムが完成してお

り、そのシステム自体が複雑化 ・高度化 しつつある点が大きな特徴である。一方、情報

システムの側面から高度情報化社会を捉えると、データを共通の認識で再定義 ・整理 を

行い、グローバルなネッ トワークを利用 してシステムを効果的に活用 していくこと、と

いえる。

情報システムの発展経緯と質的側面か ら評価すると、組織から部門、部門から企業へ、

企業か ら社会へ とボ トムアップに発展してきたわけだが、現在では、そうしたボ トムアッ

プ型のシステムを漸次改良しなが らレベルアップしていく手法の限界が明確 に見えてき

ている。

鉄鋼業では、今後 とも高度な情報システムの構築は不可避であり、その情報システム

は効率追求型ではなく、グローバルな標準化活動と連動 した効果追求型のものとなって

いくであろう。高度情報化社会 とは、情報技術を 「使う」社会ではなく 「使いこなす」

社会であろう。情報技術の本質を見極めて何をなすべきかが問われており、産業組織の

トップマネージメン ト層の先見性が全てであることは言 うまでもない。

2)石 油化学工業界のEDI化 の現状

・石油化学業界を取 り巻 く環境

近年の石油化学業界は企業の吸収 ・合併が続いたことか らわかるように、状況は厳 し

く、経済の低成長時代への移行、ユーザー企業の海外展開な どの影響を受けている。ま

た、円高によるダウンス トリーム製品の流入が問題になっている。ユーザーが海外進出

し、その製品が国内市場に入ることで国内メーカーは苦況を強いられている。特に最近

は韓国、東南アジア、中東の石化 メーカーの成長が 目立つ。

これまで石化業界は高品質、高機能商品というユーザーか らの注文に応えて製造 し、

製品の多様化に取り組み、製品品目は業界全部を合わせて約100種 類 、グ レー ド別 にす る

と1000単 位 の種 類 に細分 化 して い る。 しか し、今はそれを見直す傾向にある。む しろ

ユーザー企業の国際競争力の維持と強化 に役立つ、よい素材を提供することが新たな使

命となっている。

・求められる対応

現在特に求められているのは、アライアンスの推進である。近年は急激な合併 ・提携

が行われ、グレー ドの統合など、業界内の協調路線が叫ばれている。しか し、各企業が

自ら品種を狭めることは難 しい。国際関係の強化、海外展開については、石油化学企業

そのものの海外進出は少ないが、ライバルとなる生産者が国際的に増えているので、適

切な、秩序ある生産が求め られるところである。今、石化業界ではオープンな商取引を

目指 している。その理由は第1に 適切な競争の維持。第2に シェア第一主義の 日本国 内の

マーケッ トのせめぎ合いか ら脱却 し、国際的なマーケッ トへ転換する必要があるか らで

ある。
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・石油化学業界の情報化

各社が抜本的な情報環境の革新に取 り組んでいるが、財務体質の弱体化、収益力の低

下という厳 しい状況での革新を余儀なくされている。企業間の情報環境づ くりにコス ト

をかけることは、業務革新の一環 として不可欠であ り、情報化はフェイス ・トゥ ・フェ

イスの人間的な関係よりも効率的と考えられる。特に、アライアンスへの対応を考えた

場合、従来のように業界でのシェア確保だけを視野に入れた情報システムでは機能しな

い。

石化業界の生産現場でのコンピュータ利用は早 くから進められてきた一方、本社の事

務処理機能では利用が限定されてお り、ファイナソシャル ・アカウンティング、ペイロー

ルでの導入にとどまっている。経営管理への適用不十分 と営業支援の遅れが指摘されて

いる。

広 い意味でとらえたEDIは 石油化 学業界で もか な り普及 してお り、各社取引高の50～

60%がEDI化 されて いる。三井石油化学の場合、三井物産を経由する取引が半分を占め、

その関係での企業間EDIが 進んでいる。商社でのEDIは 、かな り早 い段階か ら各社独 自で

進 めてお り、それに系列石化業界が追随している方式である。 したがって、独自プロ ト

コルベースが大半を占め、CIIシ ンタ ックス ・ルール の導入 は進 んでいない。

・石化協のEDi普 及活動

業 界団体で ある石 油化 学協会(石 化 協)で は1985年 か らEDI標 準化 に取 り組み始め、

「情報通信委員会」を発足、28社 が参 加 している。同委員会 で石化協標準ビジネス ・プ

ロトコル(JPCA-BP)を 制定 し、参加企業 の うち9社 が利用 している。

1991年 か ら日本貿易振興会 とBP標 準化 の合 同検討 を開始 し、現在CIIベ ースのBPが 稼

働 して いる。 中小商社 向けにパ ソコン用受発注パ ッケージを作製 ・配布 してお り、約10

社が利用 して いる。

その後 、物流EDIの 検討 を開始。通産省のECPC事 業 の支援 を得て いる。 ここで の狙い

は物流EDIの 実用化 と、従来 のCIIベ ースのプ ロ トコル整備 である。EDI実 験 の開始 とと

もに、石化業界の海外進出にともな う、国際EDIへ の対応 を検討 している。物流EDIで は

小 口配送の戻 り便 を有効利用 した共 同物流を検討 している。

石化協での電子マーケティングへの取 り組みは、Webサ ーバー を利用 した石化製品紹

介 のための電子カタログ作成がある。大口ユーザーだけでなく、代理店経 由の小口ユー

ザーに情報を提供 しなが ら、マーケティングの仕組みを研究するものである。

国際EDIの 研 究 は、欧米化学 業界 にお けるEDI実 施状況や 、東南 アジア諸 国 のEDI 、

EDIFACTとJPCA-BPの 照合な どの実体調査 を進 めなが ら、EDIFACT導 入 ガイ ドライ

ンの作 成、欧米業界 団体 との協働の可能性を検討 している。 しか し、それよ りも国内の

CII標 準 にのっ とったEDI整 備が先 決で ある。

・その他 の情報化活動

石化協製品統計データベースは加盟企業が共有化できる形で取 り組み、88年 に第1次

データベース化 され、96年 に第2次 デー タベース化 を開始 した。主要石化製品の生産量、
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出荷、在庫、生産能力な どをデータ収集の迅速化と会員企業間の統計データ共有を図っ

ているが、これは慎重に検討 していきたい。また、石化協を通 じて加盟企業のコミュニ

ケーションを改善し、OA化 を推進 していきたい。プ ラン トCALSは 通産省推進事業 とし

て石化協加盟企業 も参加、仕様書 ドキュメント交換の研究 を主眼としている。

・EDIの 問題点

石油化学業界 にお けるEDI実 施の最大の問題点は、 ランニジグコス トである。受注の小

口化 と1件 あた りの金額 の縮小化が進み、EDIを 使 った処理 費用が割 に合わな いという側

面がある。商社を通 したコス トよりもEDIの 方が安 いとは、一概には言 えないのではない

か、という意見 もある。

3)繊 維 業界がめ ざすQR(ク イ ック ・レスポ ンス)

・繊維業界の概要

繊維業界のQRコ ー ドセ ンター とTIIP(TextileInnovationIndustryProgram)は 、

繊維 関連企業 の情報 システム の基盤整備 をねらいとするものである。

繊維業界 の雇用人 口は約200万 人 と全 産業 の10%を 占め るが 、 売上 金額 は19兆 円

(1994年 度)と 減少傾 向にある。他産業 に比べて商業マージン率が高 く、川上か ら川下

まで多段階の複雑な流通経路をもち、大きなムダが指摘 されている。 これまでの情報化

の取 り組みは、川上 ・川下の各大企業が、それぞれグループ内に閉じたシステムを作っ

てきたのが実情である。

・QRと は

1993年 に繊維業界 は業界活性化 を図るための 「繊維ビジョン」を策定 し、そこでQRの

推進 が打 ち出された。QRと は、 「適切な商品を、適切 な場所に、適時 に、適量を、的確

な商品で提供すること」である。そこで情報技術(IT)に 注 目し、そ の徹底 的な活 用 に

よ る業務革新と、企業間のパー トナーシップのあり方に焦点をあてた。 これまでのよう

な単なる競争や敵対の関係ではなく、両者に利益をもた らす協力関係を構築することで

ある。ITは そ の仕組み をサ ポー トす る手段であり、パー トナーシップの構築によってベ

ンダーは末端消費者の動きが把握でき、よりよい商品を提供することができるようにな

る。

QRを 実現す る具体 的 な仕組み には幾つかある。まずJAN(JapanArticleNumber)

コー ドは、国 際標準 の商品IDと いえるもので、基本的 に末端 商品につける付票である。

JANコ ー ドのデータベースは、アパ レル側がもつ色 ・サイズ別単品ごとの商品コー ド情報

を、小売側に効率的に伝達するためのシステムとなっている。POS(販 売時点情報管理)

は急速 に浸透 して いるが、百貨店 ・量販店 ともに、インス トア ・コー ドでの登録が多 く、

JANと のデ ュアル登録が なされて いないので、業界全体でのPOSデ ー タの集 計 ・統計 は

難 しい。 したがって、これにJANコ ー ドを用いたPOSの 仕組み をつ く り、売れ行 きをつ
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かむ ことが求め られる。また、カー トン ・マーキングはカー トンにラベルを貼 り、検品

時の作業簡略化 と生産性向上を図る物流管理の仕組みである。ロールIDは 反物 の管理 に

IDを つ けるものである。

現在 、QRは 第1フ ェーズ を模索 中の段階で あ り、基本がほぼできあがったところであ

る。JANコ ー ドによるソースマーキ ング率 は約30%で あ り、今後 の採用 増を期待 してい

る。量販店ではQRが 非常 に進み単 品管理ができているが、百貨店での導入が少ない。委

託販売が依然として行われてお り、今後の改善が望まれている。

・QR基 盤整備 と推進体制

新繊維 ビジ ョンで定めたQRの 推進体制 として、 まず官民一体 の組織の必要か ら、1994

年に繊維業者全体 を含むrQR推 進協議会」 を組織 した。会員企業は96年4月 末で315社 に

上る。そ の後 「QR基 盤整備委員会」が発足、基盤整備事業と情報技術の導入を開始。そ

の中身は、 「EDI標 準原案 の作成」 「JAN情 報データベース構築の支援」 「POS情 報解析

システムの開発 」である。実際のシステムづ くりは基盤整備事業のもとで行い、専門委

員会の中で成果 を出している。 しか し推進力が不足 しているので、官か ら 「情報ネ ット

ワーク化推進事業」のもとでの支援が行われている。36の グループがあ り、QRを 推進す

る中小企業 に対 して、フィージビリティ ・スタディやシステム設計についての資金を支

援 している。さらに、中身の濃い業務アプリケーションを開発 してQRを 推進す るため、

TIIPと い う仕組みが実現 した。通産省 か ら補正予算で25億 円の資金 を得 て、25の 業務 ア

プ リケー シ ョンと参加3000社 のネ ッ トワー クが構築 された。 また、繊維業界における生

産技術の開発 ・改良を行っている。

・QRコ ー ドセ ンターの概 要

QRコ ー ドセ ンターは、小売か ら見 たベンダー(ア パ レル、製造、卸)の 商品 を、 コー

ドセ ンターの商品データベースの中にJANベ ースで登録す るものである。小売業にとって

役立つのは、 自社の商品データベースやPOSのPLU(PriceLookUp)マ スター に使え

る ことである。 アパ レル卸の登録はオープンで、参加企業は基本的にどれでも見 ること

ができる。その中で自社 に合った製品を探すマーチャンダイジングができる。

QRコ ー ドセ ンター のデータベー ス構造の特色は、商品カタログに階層制があり、衣料

品の色 ・サイズなどにバラエティを持たせていることである。製造 ・卸、セ レクション、

スタイル、JAN属 性 という4段 階の階層である。階層の意義 とは、わか りやすい分類体系

をつくること、ブランド管理、セキュ リティ維持である。セキュリティ維持 とは、小売

側が製造 ・卸企業の自社カタログヘアクセスする場合、セ レクション単位でアクセスを

制限できることである。QRコ ー ドセ ンターはWindowsを プラッ トフォーム として、 どの

メー カーのパソコンでもアクセスできる。データベースはリアルタイムとバッチ処理の

2つ の体 系がそ ろい、 リアルタイム処理では自社のデータベースへのアクセスを制限 した

り、カタログの追加 ・検索が可能である。バッチ処理は商用1次 が完成 し、百貨店 ・量販

店 を含 む20社 で、実際の取 引に基 づ いて試行運行 をしている。

QRコ ー ドセ ンター利用の メリッ トは、まず、業界で一つしかないコー ドセンターなの

で一元的な運用ができることにある。自動ダウンロー ドによ り適時 にデータが入手でき
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る。また商品マスター連動させ、自動発注、PLUマ ス ター更新が 自動化 され、 自社 シス

テムとの連携化ができる。

基盤整備にはEDIの 標 準化 が不可 欠である。繊維産業構造改善事業協会ではCII標 準 を

使 って いるが、QRコ ー ドセ ンターで はCIIとEDIFACTを 併用 してい る。今後EDIFACT

を活用 して い くため には、そ れが国際標準 として十分機能 しないと意味がないと考 えて

いる。

・TllP(繊 維産 業革新 基盤整備事業)

TIIPはQRの 支援 事業 で あ り、業 界の川上か ら川下まで一つの線で結んでコンピュー

ター ・ネットワークを構築 し、業務システムを作 り上げることを目的 としている。

QRコ ー ドセ ンター と連 動 して、EDIを 前提 としたネ ッ トワー ク対 応型業務アプリケー

ションが開発されている。具体的には、テキスタイルーアパ レル間のEDI統 合 システム、

アパ レル ー卸 間JAN付 番管理 システム、値札 プ リンターのアプ リケーション ・インター

フェースの標準化、百貨店向け4レ ベルPLUシ ステム、 ロールID付 帯情報作成 システム、

テキスタイルーアパ レル間受発注生産物流システム、小売 一アパ レル間POSシ ステム、

電子 カ タログのオ ン ・デ マンド、画像データフォーマッ トの標準化、などの開発が進め

られている。

TIIPの ネ ッ トワー クはTCP/IPを 採用 したオープ ン ・ネ ッ トワー クである。業種内の

イン トラネッ トの実現 を目標としている。繊維業界内の29の ア クセスポイ ン トを結び、

外 部へ の発信はイ ンターネッ トを使用。参加企業へはLotusNotes、CIIト ランス レー

タ、EDIパ ックの3つ の ソフ トウェアを無料配布 している。業務システム とEDIに つ いて

専 門 知識が な くて も発信 で き、自動的にデータが流れる仕組みになっている。TIIPは

1998年3月 まで実証実験 が行 われ る予定である。

・今後の展望

平成9年(1997)度 か らQRコ ー ドセ ンターが商用化 され、POSに よる売れ筋分析が可

能 にな る。EDIの 言語 作成 も終 了、テキスタイル ーアパ レルのEDIは 完成 しつつ あるの

で、今後QR、 ロールIDの 管理、素材 な ど単品管理の方法 を考えていく。また、EDIの 標

準 メッセージ(小 売一アパ レル、テキスタイルーアパレル等)の 作成 を完 了 し、今後 、メッ

セー ジのメインテナンス体制を確立することや、物流管理な どより高度なQR手 法 を検討

して い くことにな る。

4)流 通 業界 にお けるデ ータベース化 とEDl

・データベース化の現状

サティ、ビブレなど量販店 を展開するマイカルグループの情報システムは、1991年 か

ら関連企業 のマイ カル システムズが手掛けている。ここではマイカルグループのデータ

ベース化 とEDI化 の現 状 を中心 に述べ る。
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マイカルのデータベースはホス ト系中心に構築してきたが、近年はクライアント/サ ー

バ ー(C/S)型 に変わ って いる。94年 か らは人材情報 のC/S型 デー タベース を作成 し

た。

商品情報データベースはファッションPOS情 報 、住 生活POS情 報 、食品POS情 報、

フ ァッションPOS-C/Sシ ステム、住生活C/Sシ ステム、食品C/Sシ ステムの6種 類 を

構築 している。 ファッション系POS情 報 は在庫情報まで とらえ、マイカル品番によるコー

ド体系を用いている。データベースレコー ド数は700万 件弱、住 生活は1250万 件 、食 品

は640万 件で ある。マイカル の各本 部、各店舗で情報検索が可能であ り、接続端末は約

500台 が稼 働。C/S型 情報 システムはオ ラクル を使 い、現在の端末数は少ないが今後は

徐々にこちらへ移行 していく予定である。

量販店にとって顧客情報は極めて重要であり、データベース化が進んでいる。COS-

MOS(店 販促 システム)で は、 自社 ク レジッ トカー ド会員を対象とした顧客情報データ

ベース を作成。ハー ト ・オペ レーション(シ ョップ販促)はIBMAS400を 使 い、各

ショップの売 り場担当者がパソコンを使いなが ら顧客情報を把握する。人事情報はFAIRS

をは じめ幾つかの検索 システム を構築 してきたが、1994年 には従業員の写真や個 人売上

を示す経営数値情報を加えた人材検索システムを作成 した。

・グループ ・データベースの今後

マイカルグループでは、今後次のようなデータベースの利用形態への移行を検討 して

いる。

検索型から分析型へ

特 にエン ドユーザーコンピューティングでのデータ入力、あるいは分析やシミュレー

シ ョンへと使い方を変更 していくべきである。

業務別から統合化へ

商品の売れゆきと商品の購入者の情報 を知 りたい場合、統合されたデータベース構築

を意識する必要がある。

多階層化 ・ネットワーク型へ

従来の検索型はホス トかPCを つないだ形 が多か ったが、今後 はホス ト/サ ーバー間、

サーバー/サ ーバー間、サ ーバ ー/PC間 をつな ぐ。 ネ ッ トワー クのLAN/WAN環 境 で

ど う使 って い くか考 えて い く。

今後の方針として、既存のデータベースの再整理、新技術の導入 による再構築 と利用

環境整備 エン ドユーザー ・コンピューティング推進の加速、情報活用の高度化 ・生産

性向上の実現 を目指す。

・EDI化 の現状 と推進状況

マイカル で は小売業、卸、メーカー約3000社 と結 び、発注伝 票 をEDIで 交 換 して い

る。請求デー タは1200社 、照合後 の支払 いデー タは約600社 と結ぶ。 商品マス ター の登

録デー タは7社 のメーカーで作成 し小売へ送信してもらっている。その他、タグ作成デー

タ、生鮮商品週間発注データ、消耗品発注データ、銀行振 り込み ・入金通知デーー一・・一夕のEDI

化 に取 り組んでいる。通信 プロ トコルはH手 川頁の採用 を推進 しているが、現状ではJCA手
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順が圧倒的に多い。

近年はECR(EffcientConsumerResponse、 また はQR)を 積極 的 に進 め、 日用雑

貨 、加 工食 品を中心に展開 している。基本コンセプ トは共同化、ローコス ト、標準化で

ある。共同化は小売とメーカー ・卸の相互信頼のもと合理化に取 り組み共存共栄を目指

す。ローコス トは顧客の立場か ら見て付加価値のないコス トを極限まで削減する。標準

化については取引先のEDI拡 大 を基本 に考 えて いる。

EDI推 進 の基 本テー マは3分 野に及ぶ。商品マス ターEDIは 基盤整備 として 、商品マス

ターの交換、商品マスター登録データの交換を図る。マイカル品番からJANコ ー ドへ変更

し、発注デー タ もJANコ ー ド処理 を 目指す。 同時 にJCA手 順か らH手 順へ の移 行 を進 め

る。物流EDIで は ノー伝票 ・ノー検 品体制 を志 向する。

そのためには100%EOSで の発注が必要 であ り、卸 ・メーカーの出荷精度100%化 推進

が条件 とな る。決済EDIは 複雑な返品 ・値引き取引のフローを整備するとともに、取引口

座を一本化 していく必要がある。

・EDIの 標準化 に関 して

過去 にJICFSを 使 いた いと検討 したがいまだ に使っていない。理由は、まず 自社の商品

マスター(POSマ スター)に 対応で きないことである。さ らに、JICFS側 に登録 内容 に対

して責任体制 がない。新規商品は登録タイミングが重要であり、タイ ミングが保証され

なければ使えない。企業間EDIの 中間フ ァイル として使 う場合 も独 自項目が残って しま

い、小売業、メーカー、問屋がそれぞれ自分で処理して しまう。今のJICFSの 体制 では独

自項 目は直接 データ交 換する方法を取るしかなく、二重の手間 となる。 これ を避けるた

めには、分類、南流、物流の標準化と項目整備を継続的に推進 していく必要がある。

・今後の課題

ECRの 課題 は、協 力か ら同盟へ と進めていくことである。マイカルと花王は2年 前か ら

共 同プロジェク トに取 り組んでいる。物流EDIは 、ある程度長期間の取 引が見越 せる相手

と戦略を進めるべきである。 ここで営業部が前面に出ると、粗利拡大や原価低減の話が

中心 とな りプロジェク トが進展 しないことがあるが、値引きなどビジネスフローの改革

については、営業部や商品部が一緒に検討 しなければな らない課題である。

今後の展開は、おもに雑貨 ・食品での品揃え改善、自動発注について、POSデ ー タの

活用 を考えて いる。 ファッション商品のシステム再構築も図 らなければな らない。小売

か らの受注生産、短サイ クルでの商品の追加がどこまでできるかが問題であり、需要予

測の研究が必要である。小売 り側のEDIの 課題 は、完全な意味でのペーパーレスを推進す

るため、グループ情報インフラ(流 通セ ンタ、店舗)を 整備 してい くことが必要である。

また、将来的に国際化への対応を考え、EDIFACTへ の切 り替え を検討 して い く予定 であ

る。
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5)加 工食品卸業界 のEDIと デ ータベー ス

・加工食品卸の概況

(社)日 本加工食 品卸協会(日 食協)は 全国の大手 ・中堅卸268社 が加盟す るほか、加

工食 品 メーカーが賛助会員として名を連ねる団体である。 日食協では情報システム化委

員会 を結成 してお り、必要に応 じワーキング ・グループを作って情報システム関連事業

に取 り組んでいる。

最近は加工食品業界においても、中間流通の存在が問われるようになっている。これ

まではどのブランドも卸を通 じて流通 し、建値制度で小売価格、卸売価格が守 られてき

たが、徐々にオープン価格制度へ移行するなど、取引制度の改革と規制緩和の波が押 し

寄せている。卸売のマージンの低廉化が進んでいるので、それに対応す るためローコス

トオペレーションや情報システム化 を進めなければな らない。

さらに、加工食品卸は、今や、メーカーか ら小売まで一連の物流業務 を代行する 「ロ

ジスティクス」、商品開発、売れ筋商品発掘などの 「マーチャンダイジング」、小売店

とともに業務 に取 り組む 「リテール ・サポー ト」という3つ の機能が求め られて いる。

・情報化の必然性

以上の状況に対応するために、コンピュータとネットワークの活用は不可欠なテーマ

である。

卸の一般的なセンターになると、商品アイテム数は3,000以 上、登録 アイテム数 はそ

の4倍 になる。商品コー ドマスター のメンテナ ンスだけでも大変な作業である。このクラ

スの卸では年間300万 ケースの商品が動 き、膨大 な受発注データを抱える。以前は電話や

FAXで の注文の後 、コンピュータ にイ ンプッ トしていたが、今はEOS化 がかな り進 展 し

て いる。

小売 は卸 にEOSで 商品 を注文 し、卸が各店別 に商品をピッキングした後、配送する。

中にはEOS化 しない小売 とは取 引 しない とい う卸も出てきた。売上 ・仕入れだけでな

く、売掛金、買掛金などの管理業務、 リベー トなどの未収 ・未払いの財務会計の管理業

務は非常に繁雑である。 これを効率化するためにも、情報化を進めなければならない。

売れ筋商品分析について、卸は互 いにしのぎを削っている。売れ筋を単に提供するの

ではな く、売 り場構成を考える 「棚割 り提案」もある。そこでロジスティクス機能、マー

チャンダイジング機i能、 リテールサ ポー ト機能 を ミックス した競争にな りつつある。大

手小売は独自の棚割 り提案を実施 しているが、ローカル ・チェーンや リージョナルのスー

パー、コンビニ等は卸が提示する棚割 り提案を比較 して取引先を選ぶ。ここでは単なる

商品コー ドだけでなく、商品画像を付加したマルチメディア化されたデータベースが必

要 となる。

・ロジスティクスのEOS化

卸か らメーカー に対す る発注業 務 は機械化が難 しい分野だが、大手の卸業者は末端の

店舗か ら上がる発注数量を読んで、 自動的に発注する仕組みに取 り組んでいる。

受注にはEOS化 が必須であ り、EOSで 入れば次のEDPプ ロセス に入 り伝票 が作 られ、
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庫内ピッキング処理、在庫管理を1デ ー タ ・1ライティングで実現で きる。配送管理 も、

トラックヤー ドを24時 間稼働 させ て、交替で効率よ く使 うシステム開発 を試みている。

また、在庫管理と同時に日付管理 を行い、正確に出荷するシステム構築が必要である。

センター内はほとんどコンピュータ管理され、ケースで出す商品とバ ラの商品を分けて

格納 した り、チェー ンス トア用 と小口得意先用に分類 して管理 している。 リテール ・サ

ポー トの一端 として、店舗での検品の手間暇を省 くためノー検品を進め、そのための

チェックシステムも整備 している。

・取引先コー ドセンター

「酒類 ・食品全国コー ドセンター」は、卸、メーカーを含めて1996年3月 末現在で2,

223社 が加盟 し、取引先 コー ド数は357,307件 登録 され ている。加 工食 品業界 において

コンピュータを使い、EDIを 導入 している企業 のほぼ100%近 くが、 このコー ドセ ンター

を利用す る。新 しい店舗 との取引が発生 した時にコー ドセンターに必要要件を書いて届

け出れば、コー ド番号が付番される。 この番号は全加入企業が共通 して使 うもので、各

地域別に順番 に登録 してある。店舗の廃業や名称変更の場合はマスター整備をしていく

必要がある。データ検索サー ビスはオンライン画面を開くと最新情報が出る仕組みであ

る。

・SDPか らSJKへ

SDP(酒 類食 品デー タプール)は 、 もともとメーカーか ら小売へ大きなロットの商品

を送 る時に出す直送案内を、コンピュータ情報にして磁気テープに入れたものである。

逆 に、卸 の倉庫か ら小売へ商品をどれだけ出したか、メーカーに情報 を返 したものが

RDP(リ テー ラー ・データ ・プール)で ある。 この2つ がVAN機 能 をもつ よ うにな り、

扱 う機構 の名称はSJK(酒 類 食品企業間情報 システム実 践協議会)と な った。取 引区分

コー ド取 り決 めなど、情報システム上のルールを取 り決める団体である。 ここで新 しい

情報システムを開発 して提供 していこうと考 えている。

・業界統一伝票

酒類、加工食品業界では酒類食品統一伝票 を作成 している。これは日食協が標準化 を

強く推進し、業界内の徹底化を図っている。納品伝票、物品受領書、出荷案内書があり、

様式を統一 している。

また酒類食 品業界卸店 メーカー企業間標準 システムはコンピュータのプロ トコル、

フォーマッ トに関するマニュアルである。受発注システム、出荷案内、販売実績をメー

カーに出 した り、新商品案内システムや在庫状況を企業間でや り取 りする場合は、全食

品加工メーカーと卸が、 このマニュアルに従って行 う。現在第3版 まで 出てお り、第4版

作成 が急務 とな ってい る。 さ らにJICFS、JANコ ー ドとの整 合性 を求 めな けれ ばな らな

い。ただし、これは卸/メ ー カー 間のシステム に留 まっている。

小売業 との間にシステムができて始めて、業界あげてのEDIと なるので 、いずれ整合 し

て い くことになる。
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・EOSの 共同利用

EOS端 末の共同利用 は17件 に上 り、110社 の卸が利用 している。EOSは 企業間標準 シ

ステム を使 う。 システムは横並びで も、各企業は食材や南流、ロジスティクスを含めた

提案の差で競争を図ることになる。

・業界商品コー ドセンター構想

3年 程前か ら、業界 内で はJANコ ー ドがそのまま使 えな いことが 問題となっていた。そ

こで、業界商品コー ドセンターでJANコ ー ドの導入をスムーズ にし、必要性を高めるため

に付番のルール作 りを行 うことを検討 している。現在、国税庁 と農水省の協力を得て、

設立準備委員会を発足させている。また、菓子業界では荷姿を示すITFコ ー ドを85%の 業

者 が導入 して いるが、加工食 品業界では50%強 に過ぎず 、 このコー ドの活用方法を併せ

て促進 していく。

最終的に、 日食協の今後の課題は、業界商品コー ドセンター、企業間標準システム第

4版 の作成、JICFSと の コー ド管理業務 の整合 がポイ ントとなる。

6)電 気機器業界の高度情報化推進活動

・電気機器業界の高度情報化

日本電機工業会(JEMA)は 発電用原動機や原子力機器 を含む重電機器および家電機器

の製造 と関連事業の総合的進歩を目的に発足、現在266社 の会員 をもつ団体 である。高度

情報化推進は、JEMAの 重電部高度情報 化推進室 が担当 し、推進のための委員会 として

は、EDI委 員会 とCALS委 員会 を設 けて いる。1991年 に通産省 による電機業界(電 力 ・電

線 ・電子 ・電機)の 連携指針 を受 けてEDIの 推進活 動を開始。EDI委 員会 を発足 し8社 が

参加 して いる。そ の下 に資材EDI専 門委員会および鉄鋼EDI分 科会、電力EDI専 門委員会

な らび に修 理品EDI分 科会 、計器EDI分 科会が ある。93年 には情報技術 専門委員会が発

足、18社 が加盟す る。

現在、東京電力 と配電機器メーカー間でEDI取 引が行われて いるほか、電線、鉄鋼の各

業界や地方電力会社にも広がっているが、92年 か ら導入検討が始 まった。

一例 として、93年 に柱上変圧器 と変成器 の取 引を対象に、配電用機器取引EDIを 導入

したが、実施企業 は東京電 力、三菱電機、高岳製作所、 日立製作所、愛知電機、東芝、

松下、ダイヘンである。所要計画情報が年に1回 、納入依頼書情報が 月 に3回 、検 収書情

報 が月 に1回 、 いずれ も電 力会社か ら出ている。在庫確認情報はメーカー側から月に3回

出す 。検収書が 出る とメーカー は電力に請求書一覧表を発行 し、支払いまでのプロセス

をEDI化 する もので ある。東京電 力で は、東光電気 との間でも電力量計についてEDI取 引

を実施 、修理依頼、納入依頼書、検収書、在庫確認に活用 している。

また、JEMAの 会員相互間の取引について も、 ダイヘン、東芝、日立、富士電機、三菱

電気など一部メーカー間でEDIを 実施す る動 きが ある。
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・電力CALSの 推進

1995年 にJEMAは 電力CALS委 員会 を発足 し、その下 にCALS技 術専 門委員会 とCALS

普及啓蒙委 員会 を設けた。 また 、各業界が参加するCALS推 進協議会(CIF)、CALS技

術研 究組合(NCALS)にJEMAも 参 加 している。NCALSで は 「実証モデル の開発」を手

掛 け、現在、火力発電所ポンプシステムをモデルに実証開発をしている。JEMAの 会員企

業 は鉄鋼 、 自動車 、電子 部品、航空機、ソフトウェア、プラン ト等業種別研究の推進に

も参画 している。同じく95年 には電事連 もNCALSとCIFに 参加 し、通産省か らの要請 で

電 力CALS実 用化研究推進 がス ター トした。

電事連とJEMAが 協 力 して進 める電力CALSの 推進テーマは、火 力発電所の ドキュメン

トの電子化 ・共通化である。膨大な量に上るファイルを倉庫会社に保管委託するには多

大な費用もかかる。また、電力会社では過去に電子化がうまく進まなかった経緯があり、

これを反省 して地道な展開を図るように努力している。要は、現場でメンテナンスをし

ている業務実行者がCALSを 面倒 が らず、よいツール とい う意識をもって使 うことが大事

である。また、電力CALSは 世界標準書式での情報共有化 、情報伝達の有効性の確認を目

的とし、JEMAの 電力業種別委員会検討委員会で も扱 っている。

具体的には、プラントの技術連絡書(ECS)と 定期検 査報告書 の電子化 と実証 を目指

す。検討項 目は、標準様式の策定(SGML-DTD化)と 、実 際のプ ラン トでの実証実験

で ある。計画のSTEP1で は、96年 度 中にECSを 実施す る。定期検 査報告書は97年 度で の

実施 を 目指 している。STEP2は 、取 り扱 い説明書の電子化 ・共通化を図る。

実証実験は東京電力五井火力発電所、中部電力知多火力発電所、四国電力阿南火力発

電所に決定 している。参加メーカーは三菱電機、東芝、日立製作所、三菱重工、石川島

播磨重工など多数にのぼっている。将来は、全国にある96発 電所279ユ ニ ッ トへ と適用範

囲を拡大 しよ うとしている。

・国際活動

1993年5月 にJEMAはEDICOM93(ア ジア太平 洋地 域EDI会 議)、 翌年 はEDI94

(EDI国 際会議 、EDI国 際ユーザ ー会議)に 参 加。94年 には アメ リカのUIG(Utility

IndustryGroup)対 応 を 目的 に、 日本 の電事連、電線工業会、JEMAの 電 力3団 体 がE3

を結成 した。UIGは アメ リカの電気、水道、ガス等公益事業でのEDIを 推進する団体で あ

り、E3は 賛助会員 と して登録 して いる。アメリカの電力会社 とも情報交換 し、UIG定 期

会議 にも参加。 これ までE3のEDI取 引実態 と推進状況、資材発注業務とビジネス ・プロ

トコル標準を紹介 し、UIGメ ッセー ジとの比較 、電 力のEDI実 施事 例紹介 を行 った。

・今後の展望

1996年 度 までの5年 間は高度情報化推進活動の第1期 で あ り、以上の計画 を確実 に実施

していく期間である。第2期 か らは、21世 紀 に向けた情報化 のあ り方 と具体的取 り組みを

検討し、特定企業間の取引拡大、不特定企業間の取引推進、業際的、国際的活動の強化

が目標 となる。

鉄鋼設備CALSの 実用化研究、電力CALS実 用化研 究 の完成支援 は大きな使命である。

さらに、JEMA会 員企業全体で のEDI、CALS普 及支援 に力を入れ、21世 紀へ向けた国際
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競争力のある電気機器業界づくりに努めている。それにはホワイ トカラーの業務効率化

が条件 となる。情報のオープン化 に伴 う国際化、中堅企業における業務の電子化 ・高度

情報化の推進への支援 も大きな課題である。

7)CALS/EC時 代 に向 けて一一 自動車 業界 の例

・自動車産業の経営課題 と情報化

自動車産業の経営課題 として、企業活動のグローバル化への対応がある。国際化の進

展で海外生産のウェー トが増え、部品調達や製品開発 もグローバルになっている。 自動

車会社 は1960年 代 のモータ リゼー シ ョンの始 ま りから車の生産台数が飛躍的に増加 し、

海外現地生産が拡大 しつつある今 日に至るまでに、いろいろな情報システムを作ってき

た。

今後 とも、ますます厳 しくなると思われる経営環境への対応 として、 「長期的な経営

基盤の確立」 「技術開発力の強化」 「全世界規模での効率的な経営」を目的 とし、多 く

の自動車会社が情報システムの高度化に取 り組んでいる。

情報システム高度化の課題には、開発 ・生産 ・販売等の基幹業務のリエ ンジニアリン

グ、情報の共有 ・統合 ・分散処理 を図るための基幹システムの整理、再構築がある。さ

らにビジネス ・スピー ドの向上、部門の壁を越えた業

務 プロセスの最適化、グローバル経営管理への対応が必要である。

ホワイ トカラーの生産性も課題 となる。常に顔を合わせる会議で案件を通す というコ

ミュニケーション ・スタイルにはムダも多 く、時間がかかる。また、組織横断的なプロ

ジェク トがうまくいかないという問題も指摘できるだろう。 これ らを解決する道具とし

て、個人レベルの情報武装やグループウェアの導入を進め、情報共有の促進を模索 して

いる。

顧客満足度の向上と経営基盤の確立のためには、市場や顧客と直結 した開発 ・生産 ・

販売 ・マーケティング ・セールスを行 うことが重要である。さらにコンカ レン ト・エン

ジニア リングや最適調達が注 目されている。コンカ レン ト開発の事例として、設計部門

における各種技術情報、生産準備部門における生産技術要件のデータベースを各部門で

共有 しなが ら開発する種々の試みが行われてお り、製品開発期間の短縮化、コス ト低減

に貢献 している。

・自動車CALSの 実施

平成8年 度 よ り国の補正予算 の支援 を受けて開始 した自動車版CALS(略 称V℃ALS)

の試験研究事業 は、単独の企業や事 業グループではできない取 り組みを行 うことが、大

きなね らいである。具体的には、 自動車工業会、部品工業会の標準化活動に基づいたパ

イロット・システムの構築 と実証実験 に加えて、新たな試みを行っている。

V-CALSの ワーキ ンググルー プは6つ のテー マに分かれ、デジタル開発プロセスの実証

実験、次世代PDM(ProductDataManagement)シ ステム の研 究、STEP(Standardfor
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theExchangeofProductmodeldata)の 実 証 実 験 、EDI(ElectronicDataInter-

change)の 実 証実 験 、 整 備 マ ニ ュ アル の電子 化 、法 規 デ ー タベ ー ス の構 築 に取 り組 ん で い

る。

・デジタル開発プロセスの実証実験

デジタル開発プロセスの実証実験は、製品開発工程の設計か ら生産準備に至る工程の

中で、情報システムをどこまで駆使できるかを検証する実験である。CADに よるデ ジタ

ルモ ックア ップの活 用や、進捗管理や設計変更の管理など開発のプロセス管理における

コンピュータの活用が対象になる。多 くは既存の情報 システムを利用 しての実験である

が、現在の技術の問題点を洗い出しなが ら今後の情報 システムへの必要条件を抽出する

のが課題である。

・次世代PDMシ ステ ムの研究

従来、 自動車 開発 の各工程の担当者はCADの 情報や 部品情報、技術 情報 な どを別々の

システムにアクセス して利用することを余儀な くされているが、 これ らの情報をひとつ

の仕組みで管理 し利用できるようにする仕組みがPDMシ ステムである。

PDMシ ステム には市 販品 も種々存在す るが、自動車の開発における複雑な相互関係を

持つ大量データを分散環境下で扱 うのに適切なものは現在見当た らない。次世代PDMシ

ステムの研究 は、 自動車 の今後 の開発業務形態に則したPDMシ ステムの基本技術 を探求

す る もので ある。

コ ンカ レン ト開発

設計情報、ノウハ ウの共有化 と共同作業による開発 リー ドタイム短縮
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・STEPの 実証実験

STEPは 製品モデルデータを共有 あるいは交換するための規格で、ISO(International

StandardOrganization)の 下 で作成 されつつ ある。 日本 の 自動車業界のSTEPぺ の取 り

組 みは1992年 に始 ま り、 自動車用応 用規格 であるAP214(AP:ApplicationProtocol)の 開

発 を欧米の 自動車業界 と共 に 日本 自動車工業会が 日本自動車部品工業会と連携をとりな

が ら推進 してきた。

V-CALSの 活動 にお けるSTEPの 取 組 は、 日本 の自動車業 界 のSTEP規 格 開発 を支援

し、実証実験 を行 うことにより、規格 の実用化に向けて必要となるソフ トウェアツール

の開発や整備を行うと同時に、規格の各種(CAD)シ ステムへ の実装や運用 に際 してのガイ

ドライ ンの作成を行 うものである。

自動車用応用規格AP214の 対 象 とす る情報 の範囲は、従 来のCADシ ステムが扱 って い

る幾何形状のみならず、材質、公差などの属性情報、形状特徴さらには部品構成、製品

仕様、製品管理情報など多岐にわたる。即ち、規格の目指すところは情報の共有やアプ

リケーションシステムに依存 しない情報の長期保存にあるが、現実的にはまず相異なる

CADシ ステム間の 円滑なデータ交換 を 目的とする活用での実用化が期待されている。

業界の中で広 くCAD/CAMシ ステ ムの活用 が進展 し、かつ企業間の取引関係の錯綜が

進む中で、CADデ ー タの流通 の円滑化 は企業 間の ビジネス成立可否を左右する程の重要

な課題 となっている。この課題に対 し、各企業は現実的な方策 として、取引先 と同一シ

ステムを採用する、相異なるシステム間の直接変換プログラムを利用する、IGESに もと

つ く変換プ ログラムの機能 を強化するなどの現実的な施策を練っているのが現状である。

しか しなが ら、これらの施策は現実的ではあるが、多端末現象、アプリケーションシス

テムの進展に伴い多くの変換プログラムに手を入れる必要があるなど基本的な問題を抱

えている。そこで、この基本的な問題解決につながるものとしてSTEPの 規格 とその応用

が あるのだが、 目先の現実策が優先されがちであるが故にSTEPの 本格的な活用への道程

は易 しいものではないのが実態である。ただ、上述の相異なるCADシ ステム間のデー タ

交換 に際 して、ソリッドデータに関 してはIGESで は対応できないが故 に、 この分野に関

して1999年 には実業務でのSTEP規 格 の応 用が 開始 されよ う。

・EDIの 実験概 要

日本 の自動車業界 のEDI業 界標準な るものは、最近 に至るまで存在 しなかったが、 日本

自動車工業会(JAMA)は 日本部 品工業会 と連携 しEDIの 標準化活動を1994年 に開始 し、

1996年3月 、業界EDI取 引標準 を制定 した。

業界標準の制定が遅かった理由は、 日本の自動車業界は既に1980年 代 に企業 系列別の

強 固なEDIの 仕組みの構築を終えてお り、系列を越えた業界標準に対する強い必要性を感

じていなかったためである。 しか しなが ら、ビジネスのグローバル化が進展 し、海外と

の取引が急増する今 日、国際的な関係 も含めて業界標準を有することはその実用化の時

期はともかく必然的なものである。

現在、V-CALSで は量産 部 品の受 発注 に関す るEDIデ ー タ交 換実験 を、 自動車 メー

カー 、部品メーカー間の種々の組合せで行い、JAMA/EDI標 準 メッセージの有効性 ・ト

ランス レータの性能 ・システム効率な どを評価することにしている。
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JAMA/EDI標 準 で は、 シンタ ックスルール はCII、 標 準 メ ッセー ジはJAMAのEDI標

準、通信手順 は全銀手順 を用 いるが、将来はTCP/IPで の利用 を視 野に入れて実験 してい

る。今後、業界 としての この分野の取 り組み課題には、標準化の範囲を試作部品や補給

部品に拡げること、更に納品書 ・現品票な どの帳票類の標準化、バーコー ドの標準化な

どが挙げられている。更に、シンタックスルールについては、世界標準(UN/EDIFACT)

との整合性 を含 めた検討 が課題 と言 えよう。

業界としては、量産部品の受発注情報を手始めに、企業間取引にかかわる情報の標準

化を鋭意推進中であるが、JAMA/EDI標 準 の実用化に際 して は現在 まで に各企業が築き

上げてきた業務プロセスおよびシステムの見直 しが伴 うこともあり、業界全体での標準

の浸透には相当時間を要すると思われる。

・その他の実験概要

自動車ディーラーのサービス工場や一般修理業者等において、自動車整備のために使

用するマニュアルを整備マニュアルという。現在 これ らの車両整備拠点は全国で8万 箇

所 あるが、修理業者 が1車 種 で数千ペー ジもあ る整備マニュアルを、最新状態で、しか

も全メーカの全車種分 を取 り揃えることは物理的にもコス ト的にも不可能である。

この整備マニュアル情報をISO標 準の ドキ ュメン ト記述言語 で あるSGML(Standard

GeneralizedMarkupLanguage)を 使 って電子化 し、デー タベース に蓄積 し、一般の

修理業者がイ ンターネッ トを使って整備マニュアル情報 を検索するプロ トシステムの開

発 ・実験 を行っている。

この実験においては、整備マニ ュアルを記述するルール(DTD:DocumentType

Definition)と して米 国にお いて既 に検討 されているSAE/J2008を 採 用 して、 自動車各

社 の整備 マニ ュアル記述方法を統一することとしている。この実験の成果から、今後 日

本の実情に応 じた整備マニュアル記述の業界標準DTDを 定 めて い く予定 である。

自動車 にかかわる法規は、運輸省が制定する保安基準、アメリカのFMVSS、 ヨー ロッ

パ統一法規 、オース トラリアのADRな どがある。 これ らの法規 を自動車業界が法規情報

データベースとして共有するシステムの構築 と実験を行っている。従来、自動車各社は

これ らの各国法規の殆 どを紙によって入手 し、個別に情報管理を行っている。そこで、

これ らの法規情報をSGMLを 使 って電子化 し、データベースに蓄積 して、インターネッ ト

を使って自動車各社が各国の法規を横並びで検索できるようにすることを目指 している。

これ ら2つ のSGMLを 使った実験 システムはいずれ も近い将来、実用化につながること

が期待されている。

8)日 用雑貨業界のシステム化施策

・日用雑貨業界の課題

日用雑貨業界は、市場の成熟化 によって販売数量の大きな伸びが期待できないといっ

た課題を抱えている。売上げが伸び悩んでいることか ら、コス ト削減が大きなテーマ と
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なる。 このような経営環境の下、各社が業務革新 を目指 して、情報システムの見直しと

省力化を進めている。

日用雑貨メーカーは、卸を通 した流通と、花王のような販社流通という2つ の流通チャ

ネル に分かれ る。 ライオンは前者であ り、得意先との情報共有の中で、情報のシステム

化 と差別化を進めている。卸の情報管理を高度化 しながら、メーカーとしていかにセー

ルスポイン トを打ち出すかが問われている。卸を通す場合には、代理店と特約店という

2つ の卸 を経 由 して商品 を出 してい る。

・ライオンの情報インフラ整備

ライオン社内のシステム部の課題は、1)価 格や数量の伸び 悩みな どの環境変化に対応

できる仕組みをつ くる、2)企 画 開発 力の向上、3)省 力化 に見合 ったシステム開発 、3)

各セ クション内で完結 して いた仕事 を横断的なものにして、タイム リーに情報を取 りな

が ら仕事を進め、社外情報にも同じタイ ミングとスピー ドを求める一一というものであ

る。以上を実現するため、1981年 に社 内ネ ッ トワークのLIONETを 構築 し、8本 支店 を結

んで情報共有 を図 り、データの加工 ・処理を行ってきた。そ して、情報システムの活用

度を高めるために社員全員がコンピュータを使えるよう、情報 リテラシー教育を推進 し

ている。

ほかに、得意先に対する競合メーカーとの差別化、提案力のアップなど営業力の支援、

業務プロセスの見直しに向け、システム開発を進めている。

ネットワーク ・コンピューティングのキーワー ドは、共有化 と共同化である。社内は

もとより、卸店 ・小売店 という社外との共有化 ・共同化をコンピュータ ・ネッ トワーク

で実現する。それによって、電子メール利用によるペーパー レス化や情報のスピー ドアッ

プが図られ、購買先との関係をも含む トータルなシステム連携が進む。

ライオンがデータベースを管理しているのは、メーカーから卸経由で販売店に商品が

届くまでの間である。注文を受けた品名、数量、金額データが中心 となる。また、LCMS

(LionCircleManagementSystem)と いう仕組み によって 、卸 か ら販売店への出荷

状況が翌 日オンラインで卸店よ り流れて くる。さらに、マーケティング活動支援データ

は、販売した店舗、商品の種類、数量、 日付の情報を積み上げた もので、マーケティン

グ情報として生産計画、新商品の立ち上が り、ライフサイクル等の検討に多部門で使っ

ている。このデータは販売活動を策定する上での基礎数値にもなっている。

さらにSCI、SRIな どのオー プンデー タを社 内ユーザー向けにLIONETを 通 じて提供 し

ている。今後 は、得意先か らの高度なニーズに対応するには、ホス トコンピュータでデー

タを持つだけでな く、分散環境で処理 していくことでユーザーの利用を高めていくこと

にしている。

・プラネ ットの展開とCALS

LCMSは 当初 ライオ ンと取 引先卸だ けの仕組みだった。しかし卸は他のメーカーの商品

も扱っているので、違 う仕組みで複数のネッ トワークを構築するのはムダになることか

ら、1987年 に加盟 メーカー を募 ってLCMSを 共有 で使 うことを提案 した。 これがプラ

ネ ットに発展 し、業界統一－VANの ベー ス となった。
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プラネットは約100社 のメーカー と300社 の卸をつなぎ、運用 はVAN会 社のイ ンテ ック

が メー カー/卸 間のデータ交換 を担当 してお り、各種 のデータ交換ができるようになっ

ている。

小売店が発注したデータは、卸が小売店へ商品を届けた翌日、メーカーにデータが上

がるようになっている。 このデータを積み上げておくと、メーカーか ら個々の販売店に

あった販促企画ができる。またメーカーか ら卸に送る伝票データを卸側が再入力する手

間が省け、欠品防止、適正在庫の確保にも効果がある。

それまでメーカー各社は卸の注文のたびに配送 していたが、ばらばらでは荷受けが不

効率で、倉庫の在庫管理がしづ らかった。そこで共同配送を行 うプラネッ ト物流を開始

している。これは1つ の卸店 が複数 のメーカー に注文した場合 も、卸店には各メーカーか

ら商品をまとめて届ける仕組みである。 これによって、荷受け、在庫計上、ピッキング

などの物流処理が容易となった。卸はホス トコンピュータを使 ってメーカーへ直接デー

タを送 り発注することもできるが、その他の卸店でもポケッ ト端末で商品バーコー ドを

スキャンするか、FAXシ ー トで発注す る と、プ ラネ ッ トで自動変換 しメーカーへ届 くよ

うになっている。

また、ライオン社内では新たに資材EDIに も目を向けて いる。CALSの 概念 は 「取 引 ・

決済 にお けるス ピー ド化 と効率化」であり、これを購買での資材EDIに 取 り入れよ うと検

討 し、1996年9月 か ら計画 を開始、実用化へ向 けて推進 している。

・商品画像データベース

商品画像データベースは、メーカー、卸店、小売店の3者 が商品画像情報 を共有化す る

ことで商品カタログの作成、棚割用の商品マスターの作成などで作業の効率化を実現す

るシステムである。画像システムは商品の棚割 りと密接な関係があり、PCを 使 った画像

情報 でシ ミュ レー シ ョンすれば、現物を動かさずに棚割 りができる。インターネットを

通 じた画像データの提供も考えられてお り、卸店がメーカーの画像情報にアクセスして、

その商品画像 をピックアップして棚割 りシステムを作る仕組みが実現する。また、新製

品情報を入手したり、商品一覧やJANコ ー ドの分類、商品の使用方法 な ど、多様な情報の

入手が可能になる。画像データベースは日用雑貨業界が今最も注目するシステムであ り、

ライオンでもこの動きに積極的に取 り組んでいる。
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第2童
広蟻企業闘システム楕羅への旙題

1.EDIを 中心 とす る産業情報化の動き

2.情 報技術 とマネ ジメ ン ト

3,問 題点の整理
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1.EDIを 中心 とする産業情報 化の動 き

●ユーザー主導の情報化

本稿では、前章で概観 した産業情報化の全体動向を総括 していくこととする。

産業界は現在、 「user-driven(ユ ーザー ・ドリブン)な 情報化」 の方 向へ と向か って

いる。確かに、 これまでもユーザーには情報システムの選択 ・決定権はあったが、その

実態はベンダーあるいはサプライヤーが提供する範囲に限定されたものを使っていた。

そ して近年ではハー ド、ソフ トともにコス トパ フォーマンスも向上し、ユーザーが望む

ものをユーザー自身の意思決定で導入できるようになっている。

しか し、だか らといって、個々のユーザーが他企業に配慮せずに一方的にネットワー

ク ・システムを構築してしまうと、他のグループ企業 との情報連携が うまくいかなくな

る。その一つの典型として現れたのが、全社的な規模での経営戦略に直結する目的で構

築されたSIS(StrategicInformationSystem)だ った といえよう。SISは 一輪一'・企業 内の経

営戦略 の策定のために最適化されたシステム といえるが、高度成長期であればいざ知 ら

ず、近年のように経済環境がある程度成熟 し、全体のパイが決まっている状況では、そ

のス トラテジーは有効ではなくなっている。

単独のユーザーが自己最適化を追求するのではな く、自身を含む共同的なグループの

中で全体の最適化を模索することを、ユーザー主導で進めていく時代になっている。情

報技術(IT)の 汎用性や標準性 が高 ま り、使 いやす くなればなるほど、 この傾向はさら

に進むだろう。それに対 しベンダー/サ プ ライヤー側 も、多種多様 の製品をばらばらに

売るのでなく、ユーザーに焦点を当てて製品を絞 り込み、変化への弾力性を保つ ことが

求められている。ユーザーは自身にとって最適なシステムを導入 し、効率化 し、低コス

トで次の形態へ継承 していくことを重視し始めている。こうした点において供給側 とユー

ザー側のコンセンサスが形成されて初めて、産業情報化の協調 と共有の世界が開けてく

るであろう。

●連携指針の推移

我が国の情報化にかかわる法律 として 「情報処理振興事業協会等に関する法律」が

1970年 に制定 されて以来、5年 ごとに産業界の情報化 を支援する計画が更新されてきた。

当初の段階でそれはハー ドウェアとソフトウェア2つ の柱 を掲 げた、サ プライヤーサイ ド

の計画 といえた。

しかし、85年 に法律 の名称 は 「情 報処理 の促進に関する法律」と変わ り、ハー ド・ソ

フ トの技術環境の視点だけでな くユーザーサイ ドの利用環境の視点を連携指針として政

策に反映させていくようになった。連携指針は、情報処理システムやデータベースの共

同利用、あるいはビジネスプロ トコルの標準化 によるインターオペラビリティ(相 互運

用性)の 確保 な ど、一定 の事業分 野で複数の企業が連携 して効率的な情報化 を進めるた

めのガイ ドラインであり、既に三度 にわたって改訂 されている(別 表参 照)。

当初 の連携指針は、イ ンターオペラビリティの確保された企業間情報システムの構築 ・

運営、業界共同情報システムの構築 ・運営、共同ソフ トウェアを用いた情報 システムの
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連携指針の推移

※ 連携指針:情 報処坦!システムやデータベースの共 同利川、あるいは ビジネスプロ トコルの標準化を始めとす るイ ンターオペ ラビ リティの確保等…定の'1喋 分野

で複数企業が連携 して効率的な情 報化を進めるためのガイ ドライ ン。

連携指針の役割:当 該事業分野における情報化は、効率的な情報化 に向1ナての次のステ ップを示す こ とによってハー ド及び ソフ ト両面の重複投資を1"1遇する等

効率的に進め ることが できる。

1986～1990`1三 度 1991～1995イ1三 度 1996～2000年 度

(昭 和61年3月 策 定) (平成3年3月 策定) (平成8年3月 策定)

利
(電 子 商 取 引(エ レク トロニ ック ・コマー ス)の 進 展)

用 (1)インターオペラビ リティの確保 された企 (1)E!)1(ElcclrOnicl)alξIhllcrchallgc:電 子 デ ー タ 交 換) ①特定企業間電子商取引
業間情報 システムの構築 ・運営 システム ・EDI 、CALSの
(2)業界共 同情報 システムの構築 ・運営 (2)共 同 デ ー タベ ー ス ・シ ステ ム ②不特定企業間電子商取引

態 (3)ホス トコンピュータの共同利川 システム ・Opc11-cdi

様 (3)共同ソフ トウ ェアを用いた情 報 システム (4)共通の ソフ トウ ェアを利川する情報 システム ③企業一消費者間電子商取引

|

の構築 ・運用

(電 子商取引(エ レク トロニ ック ・コマース)推 進の方法)

(1)電子商取引の推進に向けた相互迎川性の確保
実 ①ビジネスプロ トコルの標準化

施

方

法

(1)ビ ジネスプロ トコルの標準化

(2)端末機器の標準化

(1)ビジネスプ ロ トコルの標準化

(2)OSIの 導入

(3)端末機器の標準化

②情報 システムの標準化 や相互運用性の確保

③通信手順の標準化

(2)オープンなイ ンターフ ェイスに準拠 した情 報システム

(ネ ッ トワー ク、情 報機器、ソフ トウェア)の 利川

(3)業界共同情報 システム

(4)ソフ トウェアの共 同開発、汎用 ソフ トウ

ェアの利川

(4)ソフ トウェアの共 同開発

(5)組織体制の整侃i
(3)推進体制の整`lli

(1)エ レ ク トoニ ック ・コ マー ス

配 (電子商取引)の 安全性の確保

慮 (2)プライバ シーの保護 ・情報漏洩の1り」止

(1)セ キ ュ リテ ィの 確保 (1)セ キ ュ リテ ィの 確保 (3)消費者への配慮
事 (2川1小 企業への配慮 (2)中小企業への配慮 (4)中小企業への配慮

器 項 (3)競争阻害要因のり1三除 (3)競争阻害要因の胡1除 (5)競争阻害要因の封1三除

(4)技術革新の動ll・1及び経営環境の変化への対応 (6)技術 吊:新の動1句及び経 営環境の変化への対応



構築 ・運用、ということが中心的なテーマとなっていた。その5年 後 の第2段 階の連携指

針で は企業間情報 システムがEDIと い う言葉で具体的 に示 され 、90年 代 に入 ってか ら日

本 の政策体系 に初めてEDIと い う言 葉が登場 した。

最初 の連携指針の段階では、利用環境 にはクローズ ドな業界VANが 考 え られて いた

が、第2段 階 の連携指針でEDIが 盛 り込 まれ、やや オー プンな方向に向かう兆しが見えて

きた。 ここでの特徴はOSI(OpenStandardInterconnection)の 導入で あ り、具体的

にオー プンな接続を実現する方法や、国際標準を策定することに主眼が置かれた。ユー

ザーにとって最適な構造にするためには、シングルユーザーが 自己最適化 して も全体最

適化はありえない。そのために組織態勢を作る必要がある。 ここでユーザーが既存の業

界単位にグルーピングされるという概念が現れてきた。

96年 か らの第3段 階 目の連携指針 で、利用 の態様はEDI、CALS、Open-ediと いった

電子 商取 引へ と移 ってい る。単なる企業間の受発注の電子化へ の努力だけではな く、

エ レ ク トロ ニ ッ ク ・コ マ ー ス の 推 進 体 制

〈施策 〉 〈推進体 制 〉

情報処理振興事業協会
(IPA)
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〈制度的課題への対応〉
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環境整備研究会
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産業情報化推進センター、,

冠鞠 皇(CII)宴鍵i謬 §霧(欝叢虻

CALS技 術研究組合

(NCALS)

CALSに よる開発や製造 プロセ スの共有 の実現が具体化 してきたほか、特定企業間だけで

はなく不特定な企業間取引を実際の取引の前段階か らサポー トするOpen-ediも 、今後の

課 題 とな って きている。 これらの実現によって、消費者か ら最終企業まで全体がオープ

ンな形でネッ トワーク化 していくような姿が描かれることとなる。

連携指針に基づく情報化推進の要 は、何 と言っても相互運用性 を確保するためのビジ

ネスプロ トコルの標準化である。中でも、データベース等に商品属性項 目の標準化 を視

野に入れた ことが注目される。ネットワーク上での取引がオープンな形になってくると、

商品属性は誰でも認識できる項 目が必要になって くるための考慮である。加えて、情報

システムが準拠すべきインターフェイス も、当初のOSIか ら現在 ではTCP/IP(イ ンター

ネ ッ ト)を 指す よ うにな り、状況 は5年 で まさに一変 して いる。
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このほか、業界全体で情報化への取 り組みが機能するような組織を作るため、その推

進体制には トップレベルの合意形成が必要だということが明確に打ち出されている。特

に、標準化はそれぞれの業界における中核的な組織が参加 して率先しなければいけない。

自分達が最適化 しても他の企業 と違っていては標準化は機能 しない。現在 これを進めて

いる体制としては、EDIに はJEDIC(EDI推 進協議会)、CALSに はNCALS(CALS技 術

研究組合)と い う組織が ある。企業一消費者間のECに 関 してはECOM(電 子商取引実証

推進協議会)が 機能 して いる。

●EDIの 現状

産業 情報化 の 中で も、最 もベーシックなツールといえるのがEDI(ElectronicData

Interchε㎎e)で ある。 現在進 みりり あるCALS(Co㎜erceAtLightSpeed)に しろ

EC(ElectronicCommerce)に しろ、情報交換 のネ ッ トワーク化による迅速化、リー ド

タイムの短縮、効率化 こそがそれ らの取 り組みの前提となる。

EDIの 定義は国際的 にも明確 である。通産省の電子計算機相互運用環境整備委員会の定

義によると、 「異なる組織間で取引のためのメッセージを通信回線 を介 して標準的な規

約を用いてコンピュータ間で交換すること」である。特にこの 「コンピュータ間で交換

する」(applicationtoapplication)と い う部分が肝要 である。

というのも、アメリカ合衆国はEDI利 用で我が国の一歩先 を行 っていると思われ、実際

に合衆国内の標準であるANSIX12を 使 って いる企業 は約6-10万 社 にのぼって いると言

われて いるが、すべてが完全にコンピュータ対コンピュータになっているかと言えばそ

うでもなく、ペーパー レスで処理が完結 しているのはこのうち2-3割 という極めて悲観的

我 が 国 に お けるEDIの 現 状(ア ウ トライン)
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な見方がある。一説によれば真のEDIは そ の うちの1%と も言 われて いる。 結局、 コ ン

ピュー タでデータを送受 して も、企業内で利用する場合はプ リン トアウ トしているのが

大半というのが実情 といわれている。

我が国産業界の各業界におけるEDIの 現状 については、別 図(ア ウ トライ ン)を 参照 さ

れた いが、多様な伝票へ の統合的な対応処理が可能な可変長のシンタックス ・ルールを

用いて我が国で普及しているのはCII標 準だ けで ある。 このCII標 準 はEIAJ(日 本電子機

械工業会)が1987-88年 に業界標準 として策定、89年 か ら運 用 を始 めたEIAJ標 準 をベー

ス に、標準化 を共 同で進 めていた 日本情報処理開発協会(JIPDEC)産 業情報化推進セ ン

ター(CII)が 他業界に も適用 で きるよ うに拡張 したものである。

CII標 準 は92年 度か ら主要 な業界で採用が進 んでお り、CII標 準企業 コー ド登録数 の推

移 を見て も、採用企業の増大に拍車がかかっていることがわかる。97年2月 には2,750社

ほ どに増大 し、 これ に繊維業界 の約2,000社 が数カ月以 内に加わ る予定 と言 われている。

また、最近の動きとしては、従来の受発注(南 流)に 加 えて、物流や資金決済(金 流)

とい った商行為 の完結 した流れ全て をEDIで サ ポー トす る取 り組 みが進 んでいる。95年

度 に策定され た物流EDIと 金融EDI(FinancialEDI)が それで ある。

多 くの産 業 にとって不可欠な物流分野におけるEDIは 、従来は通産省系 の 日本 ロジス

テ ィックシステム協会(JILS)、 運 輸省系の物流技術情報セ ンター ・物流EDI推 進機構

(POLISA)、 およびEIAJと いう3グ ループが物流 メッセー ジを作 ろうとしていた。これ

を1本 化 するためにJIPDEC/CIIが 事務局 とな り、各 グループの成果を集約 して検討 した

結果、96年7月 に物流EDI標 準 メッセー ジが確定 した。 これは、統一標準メッセージがど

の業界グループの物流行為をも包括 した 「日本標準」として位置づけられ、従来のEDIの

標準 メッセー ジ体 系にはない画期 的な成果といえる。今後、 この標準を盛 り込んだ連携

指針が策定 ・告示される予定であ り、 これを機に物流システムの効率化が進展すること

が期待されている。

一方の金融EDIは 、簡単に言 えば、従来か ら企業が代金決済に使っていた銀行のデータ

システムを介 したファームバンキング(FB)を 高度化す る ものといえ る。従 来の全銀シ

ステムでは振 り込み先名 と金額の情報 しか流せないため、相手先企業では請求 と支払い

のマッチングに膨大な手間と時間がかかっていたが、金融EDIは20ケ タのマ ッチ ング ・

キー によ り 「振込ID」 を送信 し、企業側 にお けるコンピュータによる請求/支 払いの 自

動消込み を実現す るものである。この検討には日銀や全銀協などの金融界 とユーザーで

ある各業界が参画して行われ、96年12月 か ら全銀 システムで実運用が始 まっている。

●国際取引への対応 とOpen-edi

欧米 にお けるEDIは 、1980年 代以 降本格 化 して きた。

合衆国 においては、特にその活動は目覚ましく、既に60年 代か ら取 り組みが続け られ

て いた。企業内部の業務効率化か ら取引先 との情報伝達の効率化へと目的はシフトした

が、情報通信技術の急速な発展 に伴い、ビジネスプロトコルの標準化 も進展した。当初

の限られた相手との電子データ交換は、次第に不特定多数の取引先へと拡大し、 「標準

的な約束事」を設定することが大前提 となった。また、合衆国内で通信回線の利用に関

す る規制緩和が早期に着手されたことも、国内取引のネッ トワーク化に拍車をかけた。
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合衆国のEDIの 場合、 当初は 自動車業界や卸売業界など個別の業界 ごとに進展しながら

も、米国規格協会(ANSI)ASC(信 任標準化委員会)-X12が1978年 に設 立 され、標準

の開発 と普及促進が活発 に行われた。このANSIX12の 標準制定 と、それ に基づ く実用化

が、今 日における合衆国の産業界のネットワーク化に大きな貢献を果たしたわけである、

一方、多 くの国が国境を隣接する欧州では、国内取引の自然な延長線上に国際間の取

引があるため、貿易手続きの合理化、簡素化への期待が高まり、それがEDIへ と進展 して

い った。

欧州のEDI規 格の策定 は、国連欧州経済委員会(ECE)に 設置されている貿易手続簡 素

化作業部会を中心に進められてきた。86年9月 に開かれた このECE/WP4に お いて合同作

業 グルー プが設 け られ、新たなシンタックスルールがまとまった。

87年8月 、ISOの 専 門委員会 にお いて 、投票 の結果EDIFACTシ ンタ ックスルール が

EDIの 国際規格 として採択 され、同年 中にそれは公開された。翌88年4月 に欧州経済委 員

会第43期 にお いてEDIFACTが 世界規模で受 け入れ られ る、 との認識に立ち、これに基づ

く標準 メッセー ジの策定 はUN/ECEで 行 うので 、 これ らのEDI標 準体 系 は 「UN/

EDIFACT」 とした。EDIFACTの 対 象分野 は、関税 や雇用 、保険 、医療など多岐にわ

たってお り、およそ200メ ッセー ジを対 象 とした膨大な標準化作業が現在 も進んでいる。

90年 代 に入 り、合 衆 国で はANSIの 規 格 に基づ くEDIの 実用化 が進 ん だ一方 、UN/

EDIFACTと の整合性 を取る作業が行われている。とはいえ、実質上はデファク トスタン

ダー ドとな っているANSIに 主 導権 が あるのが実 情で あ る。92年 に国内 のX12標 準 を

EDIFACTへ 移行す るための検 討が行われてきたが、95年 には当面 はX12を 継続 して管理

する との結論 が出された。それはX12の 定着度 とEDIFACTの 完成度 の面で問題があった

ため といわれる。

EDIに よる国際的な メッセー ジ交 換においては、国内のCII標 準 と合衆 国のX12、 ある

いはUN/EDIFACTの 各標準 の間で メ ッセー ジ交換 を実現する必要が出てくる。このた

め、各標準 に共通のデータエレメント・ディレク トリを構築、そのディレク トリを参照

し、各標準 メッセージに自動変換する 「トランスレータ」を介在させる方向で取 り組み

が進められている。また、国際的なEDIに お いては、 シンタックスな どの技術的相違よ り

も、標準メッセージの業務処理上の問題やデータ要素の相違が問題となる。そ こで、各

標準の間でデータ要素の関係を意味論的に結び付ける 「BSRプ ロジェク ト」(BasicSe-

manticRepositry)が 、UN/ECEとISOの 共 同作業 によ り開始 してい る。我が国でも、

CII内 にBSR日 本委 員会が96年9月 に発足、国 内 ・国際の取 引にお けるデータ要素の検討

作業が行われている。

現在検討 されているOpen-ediは 、現行 のEDIが 限 られた ビジネスパー トナー同士で詳

細な取 り決めをした上で実現するもので、長期的な取引関係 には適 しているのに対 し、

短期的で不特定の企業の中か ら任意のパー トナーを捜 しだし、取引関係 を確立すること

を狙いとしている。インターネッ トのようなオープンなネッ トワーク環境 における新 し

いスタイル として注 目されている。標準化 を進めているISO/IEC/JTCISC30の 定義 に

よると 「公共 の標準 を使用 し、時間、ビジネス分野、情報技術システムおよびデータの

種類を超越 した相互操作性を目指 し、複数の同時取引が可能な独立 した複数の参加者間

の電子データ交換のこと」であり、その成果が期待されている。
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2.情 報技術 とマネ ジメン ト

●変化の時代 と情報技術

業務の効率化や品質向上に情報技術(IT)は 一体 どのような役割 を果たすのだろうか。

生産プロセスの効率化の歴史からみると、現在進みっっあるEC/CALSな どの導入 は必然

的な流れで あることは間違いない。 しか しなが ら、現状でITが 本質的 に効果 を上 げて い

る ことは意外 に少ない。今後、日本の産業界が競争力を維持していく上でも、ITを マネ

ジメン トの観 点か ら的確 に位置づけ、効率的な仕事に繋がるような導入 ・定着の方策を

模索 していくことが不可欠である。本稿では、経営論的な観点か らITの 活 用 にお ける問

題 に考 察 を加 えたい。

さて、ITを 活用 の切 り口か ら捉 える と、

1)情 報共有化(デ ー タ交換)

2)場 面情報 の 自動入 出力

3)意 思決定支援

一一 と分類できる。

1)の 情報共有化 とはすなわちネ ッ トワーク関連技術にほかならず、それは特定企業間

でコンピュータ上で情報 をや りとりし、仕事のや り方の標準化 を通 して合意されるデー

タ交換(EDIあ るいはCALS)と 、不 特定多数 のユーザーが参加す るイ ンターネッ トを

使った技術の2つ に大別できる。前者 は、情報 をコンピュータが読み取る形にして、"cre-

atedataonceandusemanytimes"に よる効 率化 をもた らす 。 また後 者は、基本的に

情報を読み取 り理解するのは人間(ユ ーザー)の 側 の問題で あ り、Webを 通 じたオL・一一・・プ

ンな調達な どの事例 が多数出てきている。

次の2)は 画面情報や売れ筋や新製 品な ど、企業のビジネスにおける各種の変化 を示す

情報を自動的に入出するための技術であり、ここにはバーコー ドやICカ ー ド、POSシ ス

テム等が含 まれる。つま り、情報の流れとモノの流れを一体的に管理する、いわゆる 「指

物一体化」の仕組みであ り、 これがネッ トワークによる情報共有 と有効な形で リンクし

ない限 り、ITの 本 当の潜 在能力は発揮 できない といえる。例えば、EDIで 出荷案 内 を送

り、物 にはバ ーコー ドを付けて検品を簡略化 していくという形で統合的に物流に関する

情報が処理され共有されることになれば、ビジネスプロセスの大きな改善に繋がること

になる。そ して3)の 意志 決定支援技 術 は、 ま さに人間の知的作業 を支援するものであ

り、CAE(ComputerAidedEngineering)やPOS情 報 に連動 した需要予測 、な どの活

用 が含 まれる。

●効果的な仕事のための原理と実態

ITに 潜在能 力が あって も、真 の効果 がなかなか得 られないことが企業では大きな問題

になっている。 ここで再認識すべきなのは、 「20/80の 原則」一一すなわち、IT活 用 の効

果 を左右する技術的な要素は全体の20%程 度 に過 ぎず、残 り80%は 組織 の仕事 のや り方

に帰着す る、 ということである。すなわち、この 「仕事のあり方を変える」部分が うま

44



く進展 していないのが最大の問題 となっているわけである。

実はこの問題の解決策は意外に単純に明確化できる。在庫理論を使えば、 「仕事の困

難度」は次のような式で表せる。

仕事の困難度=不 確実性 ×意思決定段 階数 ×ボ トルネ ックリー ドタイム

ここでの仕事 とは、大きな意味での仕事、つまりサプライチェーンや全体最適化 とい

う意味が込められている。また困難度を左右するのが最初の不確実性である。例えばロ

ジスティクスでは実需が不確実性に相当し、これが大きくなればなるほど仕事が難 しく

なり、在庫が必要になって くる。次の意志決定段階数は、組織内のピラミッ ドの階層や

製品が顧客 に届くまでの中間的プロセスの多寡を意味す る。

例えば開発 ・製造側に顧客の意向が的確に伝わっているのであれば問題はないが、そ

の中間に卸や販社が増えて くると不確実性は大きくなって くる。三番 目の変数であるボ

トルネックリー ドタイムは仕事を遂行する力である。全体のスピー ドを決めるような仕

事にボ トルネ ックがあると、リー ドタイムは大きくなって しまう。

このような仕事の困難度の増大という問題に対処するには、情報の共有化による不確

実性の排除とスピー ド向上、そして分業 ・専門化によるボ トルネックの排除と平準化に

よる効率化を目指す ことが不可欠となる。

ロジスティクスの部分では、CIMの 時代か ら情報 を川上で共有す る仕組みづくりが取 り

組まれているが、いろいろな壁 もある。最初のねらいは、製販を統合化 し、すなわちメー

カーサイ ドが系列化 して川下の情報を得ようとしたことである。製販同盟はメーカー と

販売店がギブ ・アンド・テイクで情報のや りとりをするが、メーカーと大手小売店 とは、

1対 多の関係 であ り、そ こにす き間が出てくる。 ここで求められるのは、全体をカバーす

る情報の共有である。そのための手段 としてEDIが ある。 この例 といえるのが第1章 で概

観 した 日用雑貨業界 の統 －VANで あるプラネ ッ トや、繊維業界 のQRで ある。ただ し、 こ

こで も標準化 という問題が大きくの しかかってくる。

製品開発については、自動車メーカーでの開発の例をあげると、90年 代 に入 って 、各

部 門が 同時進 行的に開発ステ ップを踏んで開発期間を短縮するコンカレン ト・エンジニ

アリングが実現している。製品にもよるが、開発仕様の基本構想が決まる前と後では、

かなりITの 使 い方が違 って くる。ITの 活用 といっても、人対人の関係 を重視する部分 と

それ以外でITを 大々的 に活用 して い く部分 とを、うまく切 り分けなければな らないわけ

である。

また、コンフィギュレーション ・マネジメント(現 行管 理)の データベース の構築 な

どは、 日本企業の弱点であり、CALSやIDEFIXな どに学 ぶ部分 は余 りに大きい。 アメ リ

カ合衆国のケースを見ると、軍がサプライヤーの設計を指示 し、次にメインのコン トラ

クターがホス トコン トラクターの設計を指示 している。 こうした状況下ではSTEPや

EDI、SGMLよ りもむ しろIDEFの 方が仕事 の流れ を透 明化 し整理することができる方法

論として実は重要である。
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●標準化とその阻害要因
一 口に標準化と言われるが、そもそもこの言葉には以下のように3つ の意味が存在 して

お り、具体的 な事例も異なって くる(以 下 は小野他 「生産 企業 の経営」海声社刊によ

る)。

1)「 公式化」 記号や公式、体系な どによって、ある事項について関係者全員が共

通認識を持ちやす くする。 これによ りコミュニケーションが容易となる。

(例:工 程分析記号、IDEF)

2)「 共通化」 何種類かの類似 のもの を共通化 して、種類を少なくすることによっ

て、広い意味の規模の効果を図ることをねらいとする。(例:製 品仕様 の標

準化 、デー タ交換標準)

3)「 規範化」 遵守すべき仕事や義務 の基準を設けて、効率的な方法の浸透 と定着

を図る。(例:ISO9000/14000、 作業標準 、品質保証体 系)

EDIを は じめ とす るITの 利用環境 の標準化 は、 この うち2)の 規模 の効果 を達成す るた

めの仕組み といえる。EDIに しろSTEPに しろ、データ交換 のための標準ITは 、それ を利

用す るユーザーのカバー率がある程度まで増大 しない限 り、目立った効用は上がらない。

システムへの参加者がある閾値を超 えることが不可欠なわけだ。

しか し現実を見る限 り、この取 り組みは一朝一夕で進展するものではない。標準化の

進展の前には、部門 ・組織の壁、ローカルな評価 システム、さらに規制や慣習 ・因習 と

いった阻害要因が立ちはだかっている。

また、仮に標準が存在 したとして も、それが 「使えない」 「標準のための標準」であ

る場合 も少なくない。例えば、UN/EDIFACTは 特殊な業務 ではな く、一般 の業務を念頭

に置いて策定されているものであるが、いざ実際に適用 しようとするとそのままでは 「使

えない」と言われる。なぜなら、標準には国(経 済地域)の 戦略 という面 もあ り、 この

場合UN/EDIFACTは 「標準 のため の標準」 として 開発されがちとなるからである。いず

れにしろ、標準化 を進めるには細心の注意が必要であり、理論 と標準、実質の業務 と標

準の間にギャップがあるのは大きな問題である。

●標準化と競争力

かつて 「モノづくり」とは、演繹的に最も効率的な手順を定めて、それに従って仕事

をすることを指 していた。それに対 して、現代のように変化の著 しい時代 となり、産業

製品が多様化 し始めると、作業者はただ単に標準に従って作るだけではな く、多能工と

な り、品質の維持 ・向上や設備の保全が自分でできて、変化を観察 しなが ら学習 し、改

善できる能力が求め られてきた。モ ノづ くりのパ ラダイムとしては、ここで従来のテー

ラーイズム、フォーディズムといった演繹的な(標 準化 を至 上 とした)世 界 か ら、 トヨ

タイズムに代表 される帰納的な世界へと転換したわけである。MITが 編 み出 した りー ン生

産方式 も、 日本の自動車 メーカーのワークスタイルを徹底的にベンチマークした結果の

産物であり、 こうした帰納的な仕事の仕方は変化の時代に柔軟 に対応できるものとして

重視されてきた。
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帰納的仕事の仕方 演鐸的仕事の枠組

(標準化の世界)

生産効率化のパラダイムシフ ト

あ らゆるビジネスプロセスにはデータ交換が含まれている。そして、今求められてい

るのは、ITの 革新 が進 む 中で、特 に人対 人で行ってきた情報共有や、属人的に囲い込 ま

れていた知識を暗黙のうちに留めておくのではなく、目に見えるようにすることである。

ITと は、 まさにそ うした役割 を果 たすのである。我が国の産業が得意 としてきた帰納的

な仕事の進め方は依然重要であることは確かだが、それは時代に合った演繹的なベース

があって初めて生きて くる、ということが一層明確 になってきたのである。90年 代 に

入って、生産効率化 のパ ラダイムは、ここで再び演繹的世界への転換が起 こる。すなわ

ちそれがCALSパ ラダイム といえるだ ろう(別 図参照)。

これまで、我が国産業界 の強 さは作業標準や3Sと いった欧米的な標準化 された仕事の

仕組みの上に、3T(TQC、TPM、JIT)と いった全員参加 によ る改 善 とい う仕事のツー

ルを用いたマネジメン トスタイルを確立してきたことにある。現在では、ここに、よ り

広い演繹的な仕事のスタイルが求められているのである。特に、データ交換やコンフィ

ギュレーション ・マネジメントといった新 しい演繹的な枠組みを持ってくる必要がある。
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価値創造のための
帰納的仕事の駆動

TQC,TPM,JIT

作業標準 ・3S

ア ク シ ョ ン

〈
意味ある情報の発見

データ交換 ・管理 標準 情報

ED/、CALS、ERP等 蓄 積

情報
伝達

演繹/帰 納的仕事の関係とこれか らの競争優位

もはや標準はプラットフォームなのである。それを土台として価値創造 を進めるよう

な帰納的仕事が駆動する人 ・組織を作 り上げていくこと、それがIT時 代の競争優 位 を決

定 づ けるのである。現在、 このプラッ トフォーム=標 準が変革期 にあるわ けで あ り、我

が国の産業がこれに的確に対処できるかどうかが問われている。
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3.問 題点の整理

今回のユーザ専門委員会における議論で浮上してきた、今後の産業情報化へ向けた問

題点は、概ね以下に示 したようなポイン トに整理できる。

もとよ り、これ ら全ての問題点について、十分に議論が尽くせたとは言えず、委員会

として何らかの統一的な見解、あるいは方向性が示されたわけではない。引き続き、精

力的な議論や調査を継続 し、産業情報化が抱える問題解決のための具体的な方策の検討

を進めていく所存である。

ともあれ、今回提起された様々な課題は、端的に言 って次のようなことを示 している

と思われる。つまり、我が国における産業情報化へのアプローチはEC/CALSの ような形

で新たな展 開を迎 えて いるものの、未だ決 して成熟段階には至っていない。確かに、情

報技術(IT)の 側面 か ら見 れば、先端的な技術成果が続出し、その応用 ・運用がもたら

す大きな可能性は見い出せるが、ITを 経営組織 の中に普及浸透 させ 、その効力を最大限

に活用するには、まさにIT時 代 に相応 しい 「人 と組織」 のあ り方を検討 していくことが

不可欠である。 しかも、異なる経営組織(企 業)が ネ ッ トワー クを介 して連携 し、協調

することが 日常化 していく場合の課題を、具体的に論議 していくことになるだろう。以

下の問題点の整理は、そうした議論の深化へ向けての現状認識 と叩き台 となるものであ

る。

1)情 報化のパラダイム転換をめぐって

議論の中で再確認されたことの一つが、現在直面している産業情報化が従来とは異なっ

た新しいパ ラダイムへと転換 しつつある、ということである。

ITを 企業組 織の中 に定着 させ る ことは、もはや完全にマネジメント、経営 レベルで対

処すべきテーマとなってきている。とはいえ、どの業界 ・企業にも共通 していえるのは

「経営者が"本 当に"困 らな いと進 まない」 ことではないか、との指摘があった。つまり、

トップマネジメン トのITに 対す る意識変革が どう進 むかが産業情報化の鍵を握るという

考えである。だが、 これは一面の真理ではあるものの、全てを トップマネジメン トの責

任に帰着させることはできないだろう。む しろ、それを実行段階へ移すスタッフ達の実

行力もまた伴っていないことが問題である。

要するに、 トップにITを 使 った経営革新への決断を促す ような環境が整っていない、

あるいは実際にITを 使 い こなす側 の問題で もあるわけである。いわゆる 「日本的経営」

と言われる場合、そ の特徴は 「経営への全員参加」 ともい うべ き風土であ り、例えば

TQCに よ る現 場 レベルで の絶 え間な い改善活動などはそれに当たる。 こうした経営プロ

セスへの参加性の大きさを考えると、ITの 活用 ・浸透 は組 織の全 レベルでその姿勢が問

われることになる。

さて、ITを 経営 レベ ル==全 社 レベルの問題 として捉え る場合、重要なのは一企業単独
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のボ トムアップで作られてきた従来の企業情報システムのアプローチは限界に差 しかかっ

てお り、新たな時代に突入 していることへの認識ができているかどうか、である。その

限界を打ち破るには、やはり、欧米文化がこれまで追求 してきた標準の考え方や、それ

に基づくITを 、 日本的な企業 シス テムの中に活かしていくことが欠かせない。しかしな

が ら、この問題は 「欧米文化対 日本文化」という単純な二項対立に当て嵌めて考えるこ

とは危険であろう。 日本的な企業システムが抱え持っている弱点や悪弊を、 「文化的な

特異性」とするだけでは本質的な解決に繋がらないことは明らかである。

特 に、今後のグローバルな規模での産業 ・経済がネットワーク環境のもとでますます

相互連結性を増 していく状況にあっては、日本的な企業システムが持つあいまい性や、

「肝心な物事はウェッ トな人間関係でしか進まない」という組織文化を変革 していかね

ば、 日本の産業界は必然的に孤立化 して しまうだろう。

危機感を徒に煽ることの愚は避けねばならないが、現状の閉塞感を打破 していくには、

組織が情報化の新 しいパラダイムを真に組織全体の経営の問題 と捉えてその本質を理解

し、具体的なアプローチへと早急 に着手せねばならないだろう。米国流な徹底 したIT活

用 による変革 が全てで はないが、 これまで安住 してきた 「日本流」の徹底 した見直 しを

すべき時期に差 しかかっていることだけは確かではないだろうか。

すべてのビジネス主体が共通のデジタル情報環境の上で活動する近未来の産業 ・経済

システムに我が国の産業界が対処するには、従来の企業情報システムそのものを全面的

に リス トラクチャリングすることが欠かせない。従来の情報システムにこだわり続け、

その延長線上に改善や改造 していくだけでは本質が見えなくなってしまう。むしろ、従

来のシステムの改善に拘泥するのをいったん止め、ある部分で一から新 しいシステムを

構築していくことも必要だと考え られる。まさに 「創造的破壊」への英断が求められる

のである。

確かに、既存システムは企業にとって大きな資産であり、それを無に帰するわけにい

かない、というのが一般的な考え方であろう。だが、情報システムの本質的な 「価値」

とは設備(ハ ー ド/ソ フ ト)な どで はな く、コ ンテ ンツ(組 織 の中で体 系化 され共有 さ

れてい る情報 ・知識=デ ータベース)や 運用 の経験 ・ノウハ ウにほかならない。それ ら

の継承性さえ確保できれば、前例にこだわ らず、新 しいテクノロジーや発想でシステム

を作 り上げる方が、実は遥かに低コス トであ り、使い勝手を高めることができる。

例えば、昨年来、大きな話題 となっているイントラネットやエクス トラネットのよう

な、インターネット技術 を使った産業情報化のアプローチは、まさにそれを実証 しつっ

あるものの一つだ。もちろん、インターネッ トがセキュリティや信頼性の面で大きな課

題 を抱えているのは事実だが、そ うした課題解決へ向けた技術や運用法の開発などの面

で急速な進歩が見 られることは指摘 しておきたい。

今回の委員会では産業界の各分野における情報化の現状が報告されたが、基本的な方

性としてEDIやEC/CALSと い った ターム で括 られ る、個 別企業の壁を越えたネット

ーク化が進展 しつつあることは、前述 した通 りである。だが、EDIやEC/CALSの 「本



質」に関わる理解が果たして産業界に浸透 しているかといえば、疑問である。

委員の発表の中でも言及されたように、EDIに は手川頁を間違 いな く簡略化 できる 「プロ

セスイノベーション」という特性がある。プロセスを変革 していくにはそれを目に見 え

る形で共有できるように様々な領域に標準の考え方を導入する必要がある。EDIやEC/

CALSも 、標準化 をベースに して いる取 り組みであることは同じである。

しかし、大部分の企業においては、その思想や効用が本当に理解されていないのでは

ないか。例えば、EDIに して も 「取 引のオーダーが小 口化 し、1件 あた りの受 注額 は下

が ってい る。新 しい技術が発達 してきた とはいえ、処理費用 は安 くはない。商社には確

かに流通構造改革の必要はあるか もしれないが、そこを通 したコス トが高いとは一概に

は言 えない。EDIの 導入 と商社 の利用の どち らが安いか とい うと、いまだに疑問に感 じ

る」との意見 もある。既に確立 している流通機構が、現状では 「よくでき過ぎている」

が故に、変革に二の足を踏む、ということだろう。それは結局 「なくても済んでしまう」

という日本の産業界の特殊な事情があるか らだと思われる。 「まだ、産業界はどこも本

当に困っていない」 との指摘 もあった。 しか し、こうした意識が早急に変革されていか

なければ、ITの 活用 は真 に効果 を上げない し、気がついた時には手遅れ、という事態 に

もな りかねない。

また、CALSの 推進 にあたって も、明確な数値的リアリティ(コ ス ト削減効果な ど)を

訴求す る ことは肝要 だが、短期 的な効用だけに捕われているだけでは変革には繋が り難

い。 ドキュメン トの電子化に取 り組みながらも失敗を繰 り返す企業 ・業界は後 を断たな

いが、結局のところ、現場サイ ドの業務のリアリティとはかけ離れた、実用的ではない

システムになって しまうからであろう。

EC/CALSに 象徴 され る情報化 の新 しいパラダイムが確立する将来を見通せば、現在 は

部品交換か ら調達、設計製造、商取引といったレベルに留まっているものが、産業全体

あるいは社会システムまで拡がっていく。世紀の変わ り目か ら来世紀の初頭 にかけて、

社会システム全体 としてEC/CALS的 なパ ラダイムが浸透 して い くと考えると、その変革

のイ ンパク トは計 り知れないものがある。

だが、その展開のシナ リオが明確に描 けないのが現在の状況である。既 に述べたよう

に、企業 ・業界の トップマネジメン ト層が情報化の本質を正 しく理解 し切れていない、

そ してまた トップ層に実行の決断を与えることができない社内環境の問題があるのはも

ちろんだが、このほかにも課題は多い。

例えば、通信インフラをはじめとする社会イ ンフラの整備がまず上げ られる。ネッ ト

ワーク ・イ ンフラの利用コス トは低減傾向にはあるものの、合衆国に比べれば依然とし

て高いままである。インターネ ットの活用は一つの解決策ではあるが、広域企業間シス

テムのインフラに求め られる条件としては、従来のインターネットのレベルでは(セ キ ュ

リティや信頼性な どの面で)不 安が残る。現状では企業 内/業 界 内の情報 システムは専用

線 あるいはVANを ベー ス とした ものが主 流だが、今後の潮流であるオープン ・スタン

ダー ドへの対応 を考 えると、インフラはインターネット型のものヘシフ トしていくのは

不可避の流れであるように思われるが、その時に、企業ユーザーの側か ら具体的にどん
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なインフラが求め られるのかを提示 していくことは、今後のネッ トワーク社会の発展に

とっても有益なことであろう。

また、従来の情報化は大企業を中心に進め られてきたが、その反面で取 り残されてき

た中小企業が情報化投資 をするための支援策をどのように進めればよいのか。 これも大

きな課題である。従来の系列ベースで囲い込むのではない、新 しい進め方が必要である。

この点に関 して言えば、今回の委員会で発表された繊維業界によるQR(ク イ ック ・レ

スポ ンス)事 業は、そ の意 味で有 益なモデルケースといえるだろう。標準的で汎用性の

高いプラットフォームを川下の小売店 レベル にまで浸透させようとしている。QR推 進事

業 は当初、国 の予算措置 をもとに基盤整備を進め、本稼働以後はコス ト負担を無理ない

レベルで留めつつ、業界内の自主的運用へと移っていくわけだが、 こうした手法に学び

つつ、効果的な導入 ・浸透のシナ リオを検討 していくことが必要である。具体的に言え

ば、システム構成や操作環境(ヒ ューマ ン ・イ ンタフェースや活用法の教育も含む)、

導入効果 の周知徹底な どを考 慮 していくことが重要であろう。

これまで進められてきた情報化の施策は、期限付きの予算措置で実験が行われてきた

が、それが産業界に本格的に定着 した事例は残念なが ら決 して多 くはない。実験はあく

までも実験に過ぎず、それを終えた ら実用システムがす ぐに稼働できるわけではない。

EC/CALSの よ うな大きな概念 を根付かせ るためには官民一体で努力しなければならない

し、官と民が もたれ合うことな く、互いの役割分担を明確にしつつ協調の姿勢を模索 し

ていかねばな らないだろう。

2)標 準化にどう取り組むか

委員会の議論で大きな焦点 となったのが、データ交換にかかわる標準化の問題であっ

た。

標準化が情報システムの相互運用性 を実現する鍵であることは言 うまでもない。異な

る企業が共通のデジタル情報環境の上で広範に商取引を行うEC/CALSパ ラダイムが実現

す るには、様 々な レベルでの標準化 を進めていく必要がある。

委員会の議論では主にEDIの 標準化 について焦点があたったが、最も基本的なデータ交

換 ・共有の仕組みであるEDIで さえ、満足に標準 システムへ の移行が進んでいないのが実

情である。EDIが なぜスムーズに普及 しないか というのは、今後の産業情報化の核心に触

れるテーマでもあり、問題 を明確 にしていく必要がある。

一般的には、標準化さえ決めれば即社内のシステムにつながるという幻想がある。も

うひとつはシンタックス ・ルールだけでいいと思っている向きもある。シンタックス ・

ルールは単に会話の方法を決めているに過ぎない。

別項にあるように、現在我が国におけるEDIの 国内標準 はCIIの シンタ ックス ・ルー ル

であ り、今後のグローバルな対応を考えた場合、EDIFACTの よ うな国際規格 と関連づけ

が重要な課題 となる。既に日本のほとんどの企業が独自の情報システムあるいはデータ
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ベースを持っている。企業間システムを考えていく場合には、この自社内システム と国

際標準との連携が非常に重要な問題になって くる。別項で述べているように、CIIとUN/

EDIFACTやANSIと の トランス レー ションを実現する仕組みが検討され、実用化されつ

つあるが、これを実際にビジネスの中に適用しようとすると、多 くの問題がある。

同じ 「注文」という内容のメッセージでも、合衆国のANSIX12とUN/EDIFACTで は

デー タエ レメ ン トはかな り異な る。伝えようとしているメッセージの概念が違 うのであ

る。理想的な姿 としては、各地域が 自由にデータエレメントをリージョナルに追加でき

るスキームを進める方法があるが、実際には各国のビジネスの違 いがあって非常に難 し

いものがある。標準的に誰もが使える唯一のものが存在することがベス トだが、そ こを

追求 しても、実際使う時にはおのおののバージョンが違ってくるのは仕方がない面 もあ

る。

EDIFACTに 関 して言 えば、 これ を全面的 に採択 した国は今までコンピュータ処理がほ

とんど行われてこなかったシンガポール、台湾などである。 これらは、GNPの ほとん ど

が海外取 引で成 り立 って いる国や地域で、国際標準を使 うのがベターな選択だったから

だ。アメリカや 日本は経済の海外依存率は10%程 度で、前述のよ うにEDIFACTへ の移行

は見 送 られ た とい う事実 もあり、 「90%に 最適な ものを犠牲 に して、10%の ために国際

的な システム を作 るのが果たしていいのかどうか、経済的な面か ら検討を加える必要が

ある」一一との委員の指摘 もあった。要はグローバルな取引に出ていく際に確実に変換

される仕組みを整備すればいいとの考え方である。

その一方で、各企業が抱えている個別のデータエレメントをいちいち全部翻訳してい

くのはシステムとしてボ トルネックになるのではないか、との意見も出された。今や企

業活動のかな りの部分はグローバル化しており、企業間取引で当た り前に国際標準がサ

ポー トされないことは問題である、との見方である。現状では、各企業独自の規格 と業

界あるいは国内標準 との トランス レー トも満足に実現されていない状況があり、そこに

さらに国際標準へ どう対処してい くか。これは一朝一夕に解決できる問題とは思われな

い。 「結局のところ、産業界全体をくくるのは難 しいのではないか。本当に国内標準を

このまま進めていいのかという根本か ら考えていくことも必要ではないか」との発言 も

なされた。

その点で、前項で述べたような、従来のシステムか らの延長 ・改善ではなく、全く新

たなアプローチを模索することも考えねばならないのではないか、という考え方も導き

だされてくる。

だとすれば、やは り標準化という問題もまた、その本質的な部分、何故それに取 り組

むのか?と い うレベルか ら改 めて 問い直 していくことも必要であろう。

我が国の場合、標準化は一般に 「情報システム構築の効率化」 というEfficiency(効

率)の 問題 として捉 え られて いる。だから日本のEDIは 、 システム ・プログラムを作って

いる側の効率化の話になって しまっているのではないか、との指摘 もあった。情報シス

テム部門が努力すればよいと考えられている一一これが日本の標準化を大幅に遅 らせて

いる一つの原因だ。
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また、 「誰かが決めてくれた ら自分 も使わせてもらう」 という態度にも問題がある。

これに対 して欧米の標準化 は 「自分が標準化 を決めてみんなを説得 した ら自分が主導権

を取れる」という姿勢が強い。だか らこそ、コンピュータ業界ではデファク ト・スタン

ダー ドをめぐる競争と協調が繰 り返されているのであ り、積極的に 「共通 に使えるもの

を作っていこう」 というモティベーションが働いている。その点で意識 も文化 も全 く違

う。

前項でも述べた通 り、 日本の産業界は今のところ従来の商取引のシステムに安住 して

いて、 「本当に困っている」状況には至っていない。事態が深刻になるか、あるいは 「外

圧」にさらされれば多 くの企業が真剣 に標準化 されたシステムに取 り組むだろう、との

見方 もできるが、果たしてそ うした 「待ち」のスタイルでいいのかどうか。

委員の発言 にもあったように、 「モノづ くりやビジネスのスタイルも常に進化 してい

くのと同様、標準化 とはendlessの 取 り組 み にほかな らな い」。標 準化 とはまさに 「運

動」なのであり、EDIやEC/CALSも そ の意味では技術やシステムなのではなく 「運動」

である。こうした認識に立てば、標準化を他人任せにはしていられな くなる。そうなっ

てこそ、これまで、いわゆる 「標準屋」が作っていた(業 務実態 とギャップのある)「 使

えない」標準で はな く、使 える標準が本当に根付 く可能性が見えて くる筈である。

利用環境か ら見れば、システム ごとに専用の端末をた くさん揃えるような愚をどう防

ぐか、標準化 とはまさにそうした問題の解決策である。プロプライエタリー(独 自的)

な個別規格が乱立す る状況は、 もはやオープン ・スタンダー ドの時代にはナンセ ンスな

ものでしかない。EDIの 世界では、既 にアメ リカで大き く注 目されているようなインター

ネット上のオープンなEDIの 実現 も可能 となってきた。特定取引先との固定的な関係だけ

ではなく、オープンな環境下で不特定多数の企業とパー トナーシップを組めるような状

況も生まれつつある。 こうした状況へと動いている現在、 「誰 もが共通 に使える仕組み

を皆んなで作っていく」 というオープン ・スタンダー ドの姿勢は欠かせないのではない

だろうか。

3)企 業間連携への課題

今回の議論で焦点となった大きなテーマの一つに、業界 ・業種を超えた形での産業の

ネッ トワーク化に向けた課題の抽 出が上げられる。いわゆる 「広域企業間システム」で

ある。

例えば、CALSの 最終 的な目標 は、共有デー タベースを使って関連企業がデータをシェ

アしながら協調的にビジネスを進めることにある。それはまさに 「バーチャル ・エンター

プライズ 」というべき概念の具現化であり、従来の組織の壁が融け合っていくことを意

味する。

EC/CALSが 徹底的に進み、 さらにイ ンターネットのようなオープンなネットワーク環
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境でのシステム構築を進めていくと、例えば製造業では世界中の多数の部品メーカーの

中か ら、その都度、最適 と思われる企業から製品を調達 し、製造 に関しても異なる組織

が相互に協調 しあいなが ら進めていくことも一般的になっていくと考えられる。そうなっ

て くると、従来の日本の産業界の特徴であった系列や企業グループによる囲い込みは意

味をなさな くな り、企業は流動す る関係性の中でテンポラリーにビジネス ・パー トナー

との連携をつ くっていくことになろう。

取引がEDIで 標準化 され、STEPでCAD情 報が流れる というのは、そ うした企業の関係

性が変容 していくための前提条件の一つである。だが、それは系列が崩れるための障壁

の一つが取 り除かれたに過ぎない。その後に待ち構えているのはより大きな変革である。

従来の系列のあ り方では、例えば家電や 自動車にしてもアセンブル ・メーカーが 「主」

でそこに部材を供給するメーカーは 「従」という色彩が強かったが、CALS/ECパ ラダイ

ム の元で は これ らの関係性 はよ りフラットにな り、自律性が高まってい くのではないだ

ろうか。

これまで系列やグループを統べてきた大企業にとっては、従来の商慣行 をネ ットワー

ク時代の関係性を重視 したものにどうやってシフ トしていくのか、それが大きなテーマ

となるが、 これまでのところ、その(硬 直化 した、閉 じた)あ り方 を見 直 し、真 にネ ッ

トワー ク化 されたバーチャル ・エンタープライズを指向するような段階にはまだ至って

いないようである。

ただ し、動きは着実に進展 しつつあり、例えば委員による発表にもあったように、流

通分野(量 販店)で は売 り場単位 での垣根が低 くなってお り、日用雑貨業界 と食品業界

との間でデータベースの共有化を検討する動きが出て くる可能性がある。具体的な課題

は多いが、食品と日用雑貨 という隣接する二つの商品分野でコー ド体系を共通化 し、小

売店の側で統一的に処理できるようなシステムが実現すれば、広範な業界に大きなイン

パク トを与えることになるだろう。

こうした脱 ・系列、脱 ・垂直統合的な企業間連携を実現 していくには、情報 システム

の構築に対す る姿勢や風土そのものを変えていくことが必要である。 これまでの系列あ

るいはグループ単位のシステムづ くりでは、要となる大企業が 「自分が作ったものは相

手 にも全部従 ってもらう」という態度を固持 してお り、互いの利害が錯綜 してなかなか

先 に進 まないという弊害も指摘されている。自分が決めた規格でいかに相手 を説得す る

か、ということばか りを考 えていて、新 しいシステムを一緒に作ろうという議論にな り

にくかった。

これまでの議論では、自社のシステムを改変すると何がどう変わ り、そのためのコス

トが どれ くらいの規模 になるのか、どんなメリットがあるのか、といった ことが見えに

くく、渾沌 としていた。結局、 この手の議論は最後には 「多額のコス トをかけて自社 シ

ステムを変えるのは割に合わない」という話 になり、参画企業が逃げて しまう、という

のが一般的な(そ して最 もネガテ ィブな)パ ターンで あった。今後 、水平分散型の企業

間システムを目指すためには、こうした風土の改革がまず必要である。
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産業界の中では先進的な企業間連携のシステムを目指している繊維業界のQR推 進事業

では、そ の点で大 きなモテ ィベーションが働き、業界のQRに 対 す る意識 は高 い もの と

なっている。何よりも、繊維業界が構造的に疲弊 し、空洞化が進んでいることへの危機

感があったこと。川上か ら川下まで多段階で、流通卸間にムダの多い構造を改善する必

要があったこと、等々。こうした問題に対する業界の共通認識ができてお り、QR推 進側

の トップに業界で発言力の あるリーダーシップを確保できた ことが大きく作用 した。シ

ステムを構築 していく上でのコス トは多大な ものがあるが、それはこれまでの流通経路

のムダと比較すれば大 したものではない、 との見方 も強い。

また、繊維業界ではQRの 推進 にあた って 、精 神的なバ ックボーンとしての 「パー ト

ナーシップ」の確立も重視 している。 これまでのビジネス関係は業者間で 「勝った」 「負

けた」という一方的な関係が中心だったが、今後はパー トナーシップとして信頼関係を

構築 し、損得だけの意識ではな ぐWin-Win"の 協 力関係 を確 立 してい くことが不可欠で

ある、 との認識である。

この問題は往々にして忘れ られていることが多いが、ネッ トワークという 「関係性」

をベースに全てのビジネスが進む状況では、同業他社を含めて様々な主体が潜在的なパー

トナーであり、市場経済という場において共存 ・共生する相手であるということを認め、

そ こか ら互いにとって必要なシステムは何かを議論する場を作っていくことが求め られ

る。

また、従来は企業間取引を媒介する大きな役割を担っていた商社や卸といった業態が、

企業同士がネ ットワークで直結する際にどのような変容を及ぼしていくのか。 これも検

討に値する課題といえよう。

現状では商社や卸の機能は 日本的な産業 ・経済システムの中で有効に機能 している。

それが 「コンピュータ ・ネ ットワーク以前のネットワーク」として情報共有や情報交換

の役割を担っていたが故に、 これまでの産業情報化が 「中途半端」なものに留まってい

た、 ともいえる。

委員の発表でも紹介されたことであるが、例えば、合衆国でホールセラーとして生き

残っている食品卸売業は、小売業とともに変革に取 り組んだ結果 として"RetailSupport

Company"へ の転換 に成功 した企業 だ という。卸売業とは、本来は小売に対 してモノを

売るという立場の機能が重視されてきたが、 リテール ・サポー トとなるとスタンスが変

わ り、売上ではな く、生活者が支持する価格 と品質で どれだけ商品を供給できるか、 と

いう考 え方で力量を測るようになってきた。

商社に求められる機能も、物理的な流通以上に、情報 を扱 う部分でのニーズが高まっ

ているとの指摘 もあり、実質的なモノの取引だけではなく商品の品質やエンドユーザー

のニーズなど様々なレベルでの情報の共有 ・交換が必須となっている。それだけに、今

後 こうした中間的業態を介 した商取引が、中間層を排除 して個々の企業がネッ トワーク

上で直結するような形にシフ トしていくのか、それとも従来の形態は残 りなが らも、そ

こにITが 介在 してい くよ うな形 にな るのか どうかは、議論の余地が残されている。

今後、商社や卸のような企業間取引の中間に位置する業態がネットワーク化に対応 し
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ていくためには、 「プラッ トフォーム ・ビジネス」の視点が欠かせなくなろう。

プラッ トフォーム ・ビジネスの概念は、 「だれもが明確な条件で提供を受け られる商

品やサー ビスの供給を通 じて、第三者間の取引を活性化させた り、新しいビジネスを起

こす基盤を提供する役割 を私的ビジネスとしておこなっている存在」(國 領二郎 ・慶応

大学助教授 による定義)で あ り、そ の適用範囲は広 く既存の産業経済の枠組みの中でも

問屋 ・卸 ・商社などの中間流通業者、銀行 ・クレジッ トカー ド会社などの金融業者、運

送会社、電気通信事業者、不動産流通業者、広告代理店、旅行代理店など非常に多岐に

わたっている。

今後、ネッ トワークが産業活動の新たな基盤として機能するためには、既存のものと

同様に様々なプラッ トフォーム ・ビジネスが確立 していくことが求められる。例えばイ

ンターネッ ト上では、ネ ットワーク環境で企業同士が出会い、その取引を仲介 していく

支援ビジネスとして、既にrIndustry.Net」 のよ うな事例が 出て きてい る。既存の中間

業態がネッ トワーク化へ対処 していくのか、それとも取引の当事者の間で共有化され共

同運営する機能が独立 していくのか、あるいは全 く新たなプレイヤーが参入 して くるの

か。シナ リオは幾つも考えられるが、ネットワークを通 じて相互連結性を増す産業界に

とって、企業間連携を支援す る組織 ・システムの存在は重要 となっていく筈である。

また、一 口に企業間の連携 を促進するといっても、異なる企業同士が全 くシームレス

にな り、互いの情報を完全に共有するというわけではない。難 しいのは、共有すべき情

報 とそうではない情報 をどのように切 り分けていくか、 という競争と協調のバ ランスで

ある。異なる企業間で情報をどこまで共有化 し、どこか らが競争とするのか、明確な区

分がまだできていない。これが中途半端なままでは混乱を起 こし、不必要なコス トを生

むことにもなる。

例えば、衣料や食品や 日用雑貨などの分野では、メーカー と卸 と小売 りの間ではデー

タが共有され分析に供されることはそれぞれの業種にとって重要な意味を持つ。 しかし、

同じデータに対 してそれぞれの業種が求める 「意味」や 「文脈」は微妙に異なってくる。

異なる企業の間で共通性があり汎用性のあるデータを共有 ・交換 していくためには、情

報の構造化やデータベース構築にも新 しい概念や手法が必要 となるだろう。技術的なテー

マでいえば、データウエアハウスやデータマイニングなどが、一つのブレイクスルー に

なるかも知れないし、例えば顧客の個人情報のようなプライバシーと関わる情報や、個々

の企業にとって機密保持を必要 とする情報に対 しては、複合的で段階的な暗号 ・認証の

方式 を施す ことによってそれ らを保護することも可能である。当然、こうしたテクノロ

ジーの運用 システムも、利害が微妙に異なる企業間での利用においては十分 に慎重な配

慮がなされるべきであろう。

このほか、企業間連携の円滑な実現 を阻害する要因としては、ベ ンダー側の論理が先

行していることも指摘された。コンピュータベンダーの間には、 「同業他社に負けた く

ない」という意識が強 く作用 し、不必要な競争が起きているのではないか、といった委

員の発言はその例である。EDIやCALSの コンセプ トでは協調が不可欠であるにもかかわ

らず、競争によって混乱が生じている。それによって不利益を蒙っているのは当のユー
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ザー自身なのである。企業間連携を進めるには、 これまでベンダーごとの規格や標準に

従 ってシステム作 りを余儀な くされてきたユーザーが、特定ベンダーに依存 しない標準

規格へ対処することが課題 となる。

既に米国では、ベ ンターや情報サー ビス産業の側が明確に 「協調」というキーワー ド

に基づいてユーザーを主導 している。ユーザーだけの力で企業間連携を推進するのは限

界がある。その意味で、ベ ンダーやネ ットワーク事業者、あるいはその他関係する様々

な組織が 「共有」 「協調」といった思想を理解 し、行動しなくてはならないわけである。

米国産業界には、協調(cooperation)と 競争(competition)の 合成語 である 「コーペ

テ ィシ ョン」という概念が生まれ、新 しい時代の企業の関係性が模索されている。我が

国には我が国な りの、新たな企業の関係性を培っていくことが求められるだろう。

4)「 情物一体化」への課題

完全 にネ ッ トワークの中で完結するようなデジタルコンテンツ産業な らいざ知 らず、

経済活動の大半はやはり物理的 ・実体的なプロダクツやプロセス抜きには考えられない。

その意味で、市場を実際に流通する商品のロジスティックスと、情報の流れがシームレ

スな形で把握され、処理されることは産業情報化 における重要な条件である。

例えば、委員会でのレクチャーにもあったように、アメリカの鉄鋼業界におけるEDIシ

ステムでは、バー コー ドが印刷 された紙 を鉄鋼 に直接貼 り、ある拠点か らある拠点へと

移す前に貼 り、バーコー ドで読み取 るとその情報が受け取 り側へと流れていく一一とい

う仕組みを作 り上げている。我が国でも同様の仕組みが実現している。

また、国際宅配便の大手、フェデ ラル ・エクスプレス(FedEx)が 作 り上 げた物流 と

情報流 の一体 的な管理システムは、極めて先駆的な試みといえるだろう。FedExのWeb

サイ トでは顧客 が 自分 で発送 した荷 物が現在どこにあるのかを確認できるトラッキング

(追跡)シ ステム を公 開 して いる ほか 、最近では、顧客企業のロジスティックス機能の

アウ トソーシング(外 部依託)サ ー ビスを引き受 ける総合物流企業として業態を変化さ

せつつある。

ロジスティックスの課題は、 「本物」の物品の空間的 ・時間的流れをどれだけ削減で

きるか、在庫をどれだけ減らせるかにかかってお り、その意味でこうした仕組みによる

ロジスティクスの効率化は必然的に情報化そのものといえる。つま り、実際のモノを流

すコス トを限りな くゼロに近付け、情報でバーチャルな形で代替することによ り、顧客

が必要としている物品だけを迅速に送 り届けること。サイバースペース(電 子情報空間)

での振 る舞 いによって、 リアル スペースの行動形態を変革していく、という可能性が出

てきているわけである。

物品と情報の流れが一対一で対応 した形で可視化されるロジスティックスの仕組みを

確立するために、既に多 くの業界が取 り組みを始めているが、現実の業務プロセスの中
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でそれを可能にするには難 しい問題が幾つ もあるようだ。

卸売業界では、既 に、コンピュータの発達 により入荷も出荷 も見込みで立ち、 コン

ピュータの中の在庫は別個で一人歩きしてお り、現物在庫は現場で出し入れしている。

これらの整合性や信逓性をどう保証していくかという技術が非常に難 しい。その一方で、

帳票一つひ とつが完全 にペーパーレス化されてはいないという現状がある。現物在庫 と

コンピュータ ・システム上のバーチャルな在庫を照合するためには、その都度幾つもの

チェックリス トを必要 としてお り、それでも在庫が 「合わない」ことがままある。これ

らを、完全にペーパー レス化、ネッ トワーク化 していくことが今度の課題である。

卸業界で現物在庫 とコンピュータ在庫が 「合わない」 ことには、二つの意味があるよ

うで、一つには結果的 に正確 に処理していても、データを把握する時点 によって違 う場

合がある。 この場合の 「合わない」とはデータ処理の不正確さではなく、時差のことを

指 している。一方、どち らかに間違いがあったにせよ、最終的には決算書の中で調整す

るものがある。そ こで、全社的に正確に入力しているレベルの高い企業では、実地棚卸

の事実を各社研究 しているとの ことである。

5)「 仕 事の進め方」 の課題

結局 の ところ、産業の情報化が極限まで進行 していった としても、最終的にそれを活

用する主体 となるのは、組織で働き、あるいは商品やサー ビスを享受する人間であるこ

とは言 うまで もない。
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別項にもあるように、IT活 用 の効果 を左右す る技術的な要素は全体の20%程 度 に過 ぎ

ず 、残 り80%は 組織の仕事 の仕方 に帰着す る(20/80の 原則)。 既 に指摘 した よ うに、

全 てがウェ ットな人間関係のもとで物事が進行する日本的な仕事のスタイルを改善 し、

IT時 代 に相応 しい形 にデザイ ン し直 していくことが大きな課題である。

多 くの場合、IT分 野 はホ ワイ トカ ラー の知的生産性向上 という文脈で捉えられがちだ

が・今回の議論ではそれだけではな く、むしろ製造業におけるブルーカラーのあり方に

も重要な意味を持つ、との意見が見受けられた。

製造業の生産現場にロボットやFAを は じめ とす るハイテク ノロジーが浸透して久 しい

が、それは実は正負両面で製造業に大きな影響を及ぼしている。テクノロジーの活用に

よる自動化 ・省力化は生産性や品質の大幅な向上が実現 したが、その一方で豊かな経験

を持っていたベテランの作業者がどんどんリタイアしている。彼 らブルーカラーが我が

国の高品質なモノづ くりを支えてきた ことは誰 も否定できないだろう。

懸念 されるのは、果た して今後、豊富な経験 と知識 を持ったブルーカ ラーが大量に退

職 した後で、来世紀のいつ頃まで これまでの高品質なモノづ くりを背景 とした産業界の

競争力が保てるかどうか、ということだ。例えば、鉄鋼業や発電設備などで設備が次第

に老朽化していき、それに代わる新 しい設備が導入されても、メンテナンスする側のワー

カーの レベルが落ちているのが実情である。それは、マニュアルには明示されていない

知識や経験がうまく継承されていないということの現われで、今 まではベテランの力で

何とか維持されてきたものの、 このままでは設備が故障した時に迅速に的確な対処がで

きないという事態 も予想される。

多 くの場合、ベテラン作業者の経験やノウハウは属人的な 「暗黙知」として蓄積 され

ている。今後彼 らは大量に退職 していく傾向にあり、 リタイアする前に彼 らの保有する

知識や経験を新 しい世代へ と継承す る仕組みを作ることができなければ、高品質のモノ

づ くりを誇ってきた 日本の産業界は内側か ら大きな危機にさらされるであろう。IT、 例

えばデー タベース を使ってブル ーカラーたちが属人的に蓄積 していた経験的知識を体系

化 ・デジタル化 し、目に見える形で共有できるような仕組みを作ること、などは早急に

着手されるべきテーマといえる。CALSの 隠されたテーマは、実 はそ う した無形の経験や

ノウハウを ドキュメン ト化 し、活用 していくことでもあるが、案外見落 とされがちな部

分である。

人間を産業部品のように見倣 して 自動化を極限まで推 し進めることは技術的に可能だ

ろう。 しかしそのような 「完全な自動化システム」は幻想に過ぎず、実は環境条件の急

激な変化や突発的な事態に迅速に対処できないことが少なくない(原 子 力発電所や航 空

機 な どの事故 はそれを証明している)。 今後 は人手 を限 りな く排 して省力化す るという

発想を転換し、ブルーカラーをうまく使っていくシステムづくりが必要だ。

また、ITの 潜在 的な可能性 を十分 に引き出せるような仕事を可能にしていくためには、

ワーカーへの教育 ・訓練や管理 ・評価 のシステムもそれに応 じて改めていくべきであろ

う。

日本企業のほとんどでは 「仕事の進め方」についての明確なマニュアルが存在 しない。
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新入社員にも(極 端 に言 えば)紙 切れ一 枚で、あ とは暗黙知の世界でただ 「身体で覚え

る」ほかない。それは、業務プロセスが標準化 されていないためであり、現実の人間関

係の中で物事 を進めればいいという、非常にあいまいな文化が支配 しているためでもあ

る。

一方、合衆国ではワーカーに対するジョブ ・ディスクリプションが明確でマニュアル

も整備 されている。企業の経営成果が四半期 ごとに問われる環境のために、目標達成や

評価 のシステムも明確でオープンになってお り、それだけに業務プロセスを標準化 して

自動化することが容易である。

今後、 日本でもネッ トワークでプロセスを共有しながらのコラボレーションが当た り

前になっていくことは確実だが、その時には必然的に組織の中での個人の役割や能力、

あるいはコミュニケーション ・スキルといったものがより明確に問われていくことにな

る。

例えば、情報の共有 と交換を促すようなワークスタイルをどのように醸成 していくの

か。この問題に関しては、インターネットで見 られるようなボランタリーな知識の交換

にヒン トが隠されている。 「囲い込む」のではなく 「共有」 こそが至上価値である、と

いうような文化を企業内(あ るいは企業間)の コミュニケー ション ・スタイルの中に培っ

ていくべきであろう。例えば、イン トラネットの活用事例には、バーチャルな社内取引

制度を作って個人が抱え持っていた知識やノウハウをネットに吐き出させるためのモティ

ベーション(動 機 づけ)を 高めたケースが見 受け られるほか、あるいはインターネッ ト

上のニューズグループ(一 種の電子会議)で はFAQ(FrequentlyAskedQuestions)

のよ うな属 人的データベースがよ くメインテナンスされている。こうした取 り組みに学

ぶことは多いのではないだろうか。

また、人の問題でいえば、これまで日本企業では、中間管理職(ミ ドル マネ ジメン ト)

を活用 して円滑な組織運営 を行 ってきた。一般的な言説 として、企業のネッ トワーク化

によって情報の調整役をこれまで務めていたミ ドルマネジメン トがお払い箱になる、と

する見方は支配的だが、果た してそうなのだろうか。むしろ、これだけ層の厚い人的資

源をただ闇雲に切 り捨てるのではな く、むしろ新しい職能 として再編制 していくような

方向性 も考えられていいだろう。

確かに、ネットワークによる情報共有が促進 した暁には、(も ちろん ここに至るまで

に、共有すべき情報とそうではないものとの区別が明確化された上でのことであるが)

経営情報 に対す る立場 は トップ もミ ドルも、そ してワーカーもほぼ同等にな り、 「上下」

間の報 ・連 ・相よりも、 「左右」あるいは 「斜め」といった様々な方向での調整や議論、

知識の交換が活発化する。これによって、マネージャの役割は相対的に縮小していくの

ではないか、 という考え方は一見すると説得力を持ちうる。 しか しなが ら、中間管理職

には企業内や企業間のコミュニケーション(あ るいは関係性)を マネジメ ン トし、コー

デ ィネー トする、という新たな可能性も見い出せる。

例えば、企業内にあっては、世代の異なるワーカー同士の潤滑材 とな り、それぞれの

スキルアップを図る。仕事 を通 じての人材育成は非常に大事なマネージャの役割ではな
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いか。さらには、組織としての総合力を発揮させ るために、誰にどんな仕事を割 り振る

か、個人的に偏 りのある部分を補正 した りして、目標 を達成 していく一一 といった職能

は、グループウェアのような技術で単純に置き換えられるものではなく、ネットワーク

を通 じて迅速に市場対応するようなプロジェク トワークを進めるには不可欠の能力とな

る。

おそ らく、近未来の組織における仕事の多 くはプロジェク ト単位に、異なる職能を持っ

た人々がテンポラリーに集まることで遂行されるようになる(い わ ゆるバ ーチ ャル ・エ

ンター プライズ)。 そ こで協 同作業 を繰 り広 げるのは従来の(と りわけ 日本 の)企 業組

織 に顕著 だった均質 ・画一的な能力、才能を求められる集団ではない。極めて多様な能

力や才能、文脈に属する人々の集合体であり、多 くの場合は組織の境界を超えて(ネ ッ

トワー クを通 じて)雇 用 され るよ うになる。

こうしたプロセス指向型のネッ トワーク組織 におけるマネジメントの役割 とは単なる

調整や仲介役ではな く、む しろ映画のプロデューサーや雑誌の編集者のような働きが求

められる。そ こでは、メンバーの才能の多様性 を開花 させること、常に外へ向かって開

放 されていること、そ して異質な要素を結びつける中から新 しい価値 を 「編集」してい

くことが不可欠になる。 「編集」は人間の知的生産における最 も重要な行為だが、マネ

ジメントの原理に編集の視点を具体的なテーマとして導入していくことが求められる。

また、そうしたワークスタイル、マネジメントスタイルの中で、共有され交換 されるべ

き情報 ・知識のあり方、あるいは必要 とされるデジタル情報環境 についての検討を加え

ていくことも必要 となるだろう。

6)情 報の構造化 ・共有化に関する課題

ビジネスに関わるあらゆる主体が、共通化 されオープン化したネッ トワーク環境を通

じて結び付く時代にあって、他者 とどのような形で情報が共有されるのか。そ して、情

報を共有化するための前提 となる情報の構造化のあり方は、どうあるべきか。実はこう

した問題について、ほとんどの企業においてはいまだ十分な検討がなされていないのが

実情である。

例えば、委員の指摘 によれば、業界横断型の企業間システムの議論の際に出てくる非

常に短絡的な見方として 「業界内で情報共有をしたら、自社の秘密を知 られて しまう」

という意見が聞かれるという。しか し、情報の共有化 とは決 してそんな単純なことでは

なく、あくまでも 「特定企業間」の範囲内に限られる。当たり前のことだが、特別に選

ばれた企業や組織でないとできないわけである。そもそも、従来のビジネスの進め方も、

異なる企業同士が互いにリソースを持ち寄る 「共通の土台」は存在 していた。それが電

子化 ・ネッ トワーク化されることになった場合に、コンピュータを通すための共通化さ

れた取 り決めが必要になるだけの ことであ り、その辺の基本的な認識ができていないの

ではないか。 しか し、こうした意見が出てくること自体、これまでの企業間の関係性に
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おいて本当に情報の 「共有」が重視されていなかったことを如実に表 している、 ともい

えよう。

別項(2)で も言及 しているように、仕事の困難度や不確実性を減 らしていくには、情

報の共有化による不確実性の排除とスピー ド向上で対処 していけばいいことは、理論的

に見ても明 らかなことである。

そ して、情報共有 を可能にする技術的基盤がデータベースであるわけだが、それは組

織における知識、経験、ノウハウなどの集積体にほかな らない。本来、こうした知識 を

コンピュータ ・システムの中で蓄積 ・共有 ・交換するためにはコンピュータにおける情

報の構造化が欠かせない。

だが、これ らはビジネス環境、商慣行、文化 といったものに根ざしてお り、テクノロ

ジーだけで一筋縄 に解決するような類のものではない。重要な ことは、これまでほとん

ど人間関係に依存していた 日本的な ビジネススタイルを、暗黙知の世界から形式知の世

界へと変換す るような仕組みを作 り、常に目に見える形にしていくことである。もちろ

ん、 「人対人」で進む仕事の領域はな くなることはないし、特に大部屋方式や経営への

全員参加 といった 日本企業の強みはこの 「人対人」の領域で発揮されてきた。

ただ、こうした 日本的な ビジネススタイルの利点を、今後 も活か していくには、標準

化 され構造化 された仕事の進め方をプラットフォーム(土 台)と して確 立す る ことが欠

かせ ない条件 となる。コンピュータに渡す仕事 と、人の領域 に残す仕事 を、どのように

切 り分けるか、それが情報の構造化にほかな らず、その切 り分けるべき仕事の内容が決

まって初めてITの 出番 とな る。そ して、次 にはそれを使 う人間の仕事が変わってい くこ

とになるわけだ。

欧米型の企業文化の中には、こうした 「仕事のプロセスにおける情報の構造化、標準

化」に対する明確な思想 ・手法が存在するが、まだ我が国には何 もないに等 しい。 この

部分に光を当てて取 り組まない限 り、EDIもEC/CALSも 、表層的な 「ブーム」 と して確

立 されない恐れがある。

そもそ も、コンピュータの中でデータベースという概念が生まれたのは、IBMシ ステム

360が 出現 した時で あ り、それ まで仕事を実行するプログラムとデータが混在 していた状

況か ら分かれてデータが切 り出され、 「データの基地」 と呼ばれるようになったわけだ

が、その時か ら現在 も変わ らない情報システムを設計するキー ・ポイン トが 「ファイル

構造の定義」にほかならない。

しか し、一 口にファイル構造の定義 といって も、下手をすればそ こで用いる言葉の定

義だけで一年を要する作業 となることがある。一企業内のシステムでさえ部門を横断 し

たものを構築 しようとすれば大変なことになるが、まして組織文化が大きく異なる複数

の企業にまたがるシステム となると、なおさらのこと、情報構造化についての検討は熟

慮を要する。いまだにこの種の問題に対する有効なアプローチが欠けてお り、一層の議

論の深まりやエンジニア リング分野での成果が望まれている。
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1.問 題点 の再整理

我が国における産業情報化、その具体的な状況と内在する問題点の検討一一これが、

今年度の本委員会のテーマであったが、このテーマは数回の議論で片付 くものではなく、

引き続き活発な議論と調査研究によ り、新たなパラダイムへの転換を迎えている産業情

報化の望ましい方向性と具体的な対応を示 していくことが求められよう。

本章では、今後の議論へ繋げる意味で、 これまでの議論を改めて整理 し、引き続き検

討を要する課題について提起してみたい。

まず、前章で整理した産業情報化が抱える問題点は、次のように要約できるだろう。

1)産 業情報化 のパ ラダ イム転換 に関 して

・現在の産業情報化は、ユーザー ・ドリブン(主 導)な 形で進 んでお り、 これ を大 き

く捉 えると最終的には消費者から企業まで全体がオープンなネッ トワーク上に繋がる姿

を描 くことができる。

・このパラダイムのもとでは、単独のユーザーだけが自己最適性を追求するのではな

く、自身を含む共同的なグループ全体の最適化を模索することが重要な条件である。情

報技術(IT)の 汎用性や標準性 が高 ま り、使 いやすくなればなるほど、この傾向はさら

に進 もう。

・こうした流れに対応す るためには、個々の企業(業 界)は 従来 の情報 システム を全

面 的に リス トラクチャリングすることが欠かせない。インターネッ ト的な新 しい技術パ

ラダイムの台頭が示しているように、旧来のシステムの改善に拘泥するのではなく、一

から新 しいシステムを構築 していくような 「創造的破壊」が求め られている。

・ただし、現状では産業界はITの 可能性 を本質的 に認識 して いる段階 とはいえず、経

営レベル=全 社 レベルでITを 媒介 と した変革 を指 向 して いる企業 ・業界は一部に留まっ

ている。既存の組織形態やビジネス慣習が 「よく出来ている」が故に、 「まだ本当に困っ

ている」と認識しているところは少ない。だが、こうした現状認識の甘さはグローバル

な環境での情報化の遅れを招きかねない。

・現在、産業界は基本的に各業界 を単位としてEDIやEC/CALSぺ の取 り組み を強化 し

ているが、 こうした取 り組みが有効 に機能するためには、 トップレベルの合意形成に基

づく推進体制が必要となる。特 に、標準化はそれぞれの業界における中核的な組織が参

加 して率先 しなければいけない。

2)標 準化のあ り方 に関 して

・データ交換を行う相手 ごとに専用のシステム/端 末 をた くさん揃 えるよ うな愚(=多

端 末化現象)を どう防 ぐか、標 準化 とはまさにこうした問題の解決策である。時代の流

れは、独自規格でユーザーを囲い込むのではなく、汎用性 ・標準性の高い技術を用いて、

企業 と企業(あ るいは企業 と生活 者)が シー ム レスに繋がる方 向へ と拡張 している。

・だが、現状のEDIに お ける標準化やその他 のデータ交換に関する標準化の動きは、必

ず しも情報システムの利用実態 と連動 しているわけではない。国内 ・国際標準と企業内

66



の独 自システムの間の トランス レーション(変 換)も 進みつ つあるが、実際 に業務 に適

用する際には問題も多 く、円滑な企業間連携の阻害要因となっている。

・本来、標準化とは技術やシステムの問題というよ りも永続的に改善を続けていく 「運

動」と捉える必要があ り、EDIやEC/CALSも 同様で ある。我 が国の場合、標準化は一般

に 「情報システム構築の効率化」の問題 として一面的に捉えられていることが多 く、情

報システム部門の努力にのみ任 されている場合が少な くない。それが標準化を遅 らせて

いる一因となっている。

・また、標準を 「誰かが決めてくれたら自分も使わせてもらう」 という態度にも問題

がある。 これに対 して欧米の標準化は積極的かつ自主的に実用性のあるデファク ト・ス

タンダー ドを協同して追求していこうという動きが強い。我が国の標準化 も 「他人任せ」

の姿勢を見直し、本当に使える標準 を生み出 していく必要があろう。

3)企 業 間連携 に関 して

・脱 ・系列 、脱 ・垂直統合的な企業間連携 を実現 していくには、情報システムの構築

に対する姿勢や風土そのものを変えることが必要 となる。 自己最適化に重きを置いた従

来のシステム構築の手法では、互いの利害が錯綜 してなかなか先に進まない。異なる企

業が共に利益を享受できるような新 しいシステムを協調的に作 り上げるための文化を培っ

ていく必要がある。つまり、ITの 活用 に関す る問題意識 を共有 した 「パー トナーシップ」

の確立が不可欠である。

・広域企業間システムの場合、異なる組織の間で共有すべき情報 とそうではない情報

をどのように切 り分けていくか、という競争と協調のバランスを考慮することが重要で

ある。

・現状では異質な組織文化が情報環境を共有 しなが らビジネスを進めるルールづ くり

が出来てお らず、これが中途半端なままでは混乱を起 こし、不必要なコス トを生む恐れ

がある。

・情報システム ・ベンダーの論理が先行 していることも、企業間連携の円滑な実現 を

阻害する要因となっている。 これまでベンダー ごとの規格や標準 に従ってシステム作 り

を余儀なくされてきたユーザーが、特定ベンダーに依存 しない標準規格へ対処すること

が課題 となる。また、ベンダー側 もユーザーがよりよい企業間システムを構築 しやすい

環境を提案 していく必要がある。

4)「 情物 一体化 」 に関 して

・ビジネス に関する重要な情報がデジタル化 されネッ トワークで交換 されるようにな

るに従 って、それと現実の物流 との関係性をどのようにデザインしていくかが大きな課

題 となる。

・従来は企業間取引を媒介する大きな役割 を担っていた商社や卸といった業態が
、

企業同士がネッ トワークで直結する際にどのような役割を演 じていくのか。こうした中

間セクターには今後、物流などのような物理的プロセスを媒介す るだけではなく、情報

経済における新たな役割が求め られるのではないか。
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5)「 仕事の進め方」 に関 して

・IT活用の効果 を左右す る技術的 な要 素は全体の20%程 度 に過 ぎず 、残 り80%は 組織

の仕事 の進 め方 に帰着 してい る。 この 「仕事のあり方を変える」部分が現状の産業情報

化における最大のネックの一つである。

・これまで我が国の産業界は作業標準や3Sと いった欧米的な標準化 された仕事の仕組

みの上に、TQCやTPMやJITと いった全員参加 による改善 という仕事のツールを用いたマ

ネジメントスタイルを確立できた ことが強みであった。現在では、ここにより広い演繹

的な枠組みを導入する必要がある。

・何事も人間関係をベースに動いている 日本の企業社会は 「全員参加」型の経営風土

の中で これまで有効に機能 してきたが、人対人の関係の中にITが 入 り込 んできて、そ の

ITを 活用 して徹底 した ビジネスス ピー ドの向上を図らねば、国際的な競争力は衰退 しか

ねない。

・例えば、これまで高品質のモノづ くりを誇ってきた 日本の産業界を支えてきたブルー

カラーの知識や経験をどう継承するかという課題。属人的な 「暗黙知」として蓄積され

ているベテラン作業者の経験や ノウハウを新 しい世代へと継承する仕組みを作ることが

できなければ、 日本の産業界は内側か ら大きな危機にさらされる。 こうした部分をデジ

タル化する試みが必要ではないのか。

・ITの可能性 を十分 に引き出せ る ような仕事を可能にするためには、ワーカーへの教

育 ・訓練や管理 ・評価のシステムもそれに応 じて改めていくべき。 日本企業のほとんど

では 「仕事の進め方」についての明確なマニュアルが存在 しない。業務プロセスが標準

化されていないため、組織の中の個人は暗黙知の世界で仕事をただ 「身体で覚える」ほ

かない。ITを 活用 した産 業変革が真 に効果 を上げるには、組織の中での個人の役割や能

力、あるいはコミュニケーション ・スキルを向上 していく必要がある。

6)情 報の構造化 ・共有 化 に関 して

・日本的なビジネススタイルの利点 を今後 も活かしていくには、標準化され構造化さ

れた仕事の進め方をプラットフォーム(土 台)と して確 立す ることが欠かせない条件で

ある。

・コンピュータに渡す仕事 と、人の領域に残す仕事 を、どのように切 り分けるか、そ

れが情報の構造化にほかならず、その切 り分けるべき仕事の内容が決まって初めてITの

出番 とな る。欧米型の企業文化 の中には、 こうした 「仕事のプロセスにおける情報の構

造化、標準化」に対する明確な思想 ・手法が存在するが、まだ我が国には何もないに等

しい。

・異なる企業組織の間で、いかにして有益な情報を融通 しあい共有するか。そのため

には 「文化」の異なる組織間で共通に活用できる情報の構造化の手法を模索することが

不可欠である。
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2.産 業情報化の今後の可能性

今までの委員会の議論では、とりあえず現状で産業界が抱えている課題が上記のよう

に抽出できたに過ぎない。今後、ここで提起された問題意識 を踏まえ、よ り具体的な議

論へと繋げていくことが不可欠だ。

アメリカ合衆国のIT活 用 の先進事例 を見 る と、一つ の大きな技術的な潮流一一例えば

インターネッ ト/イ ン トラネ ッ ト型 のネ ッ トワー クを前提としたオープン型の情報環境

が明確 になってきている。例えば、エク トラネット(複 数 のイ ン トラネ ッ トをイ ンター

ネ ッ トで相互接続 した形態)に よ り、事業活動 を企業外部 のパー トナーシップのもとで

大幅に迅速化 ・効率化 させている企業 も増えてきている。

テクノロジーの導入だけで自動的にこうした新 しいビジネススタイルが生まれるわけ

ではない。何よりも重要なのは、既存の企業組織と、そ こで働 く人間が、コンピュータ ・

ネッ トワークとどのように共存 しそれを使いこなすか、という一種の 「文化」を作 りだ

していくことである。その点で、米国で見 られる先進事例がたまたまこうした ドラス

ティックな変革に成功 しているわけであ り、そのシナ リオが 日本の産業界にそのまま当

て嵌 まるわけではない。

そ もそも、米国を 「先進」とし、 「後進」の我が国がそれに追随するという従来の情

報化 に関する議論で見 られた図式が果たして今後も同様 に当てはまるのか どうか。これ

は冷静な議論 を要するテーマであろう。

とはいえ、インターネットに象徴されるIT活 用の新 しい潮 流は、 グローバル に見ても

間違いのない動きとなっている。加えて、これまで 日本の企業社会を支えてきた諸条件

も大幅に変化 してお り、従来のような人間関係ベースのビジネスが成 り立たないような

環境 も生まれてきている(例:ワ ー カー の世代間ギ ャップや価 値観の多様化など)。 新

しい社会環境 に即 した 、新 しいビジネススタイルを作 りだす必要があるが、まだその対

応が遅々としていることが問題なのであ り、そ こに一方的にITや デー タベー スが導入 さ

れて も余 り意味がなく、EC/CALSも イ ン トラネ ッ トも表層的なブーム として根付かない

恐れがある。

ともあれ、 これまで国際的な競争力を維持 してきた 日本型の経営モデルが、経済 ・社

会環境の変化 に対応 しきれなくなり、新 しい枠組みを必要としているにも関わ らず、 ド

ラスティックな変革の前で混迷の度を増 しているのが現状である。

企業がITを テ コに ビジネスのあ らゆ る側面(意 志決定、モ ノづ く り、市場へ の対応_.

等 々)を ス ピー ドア ップ し、活 力を取 り戻すには、ITの 潜在 的な可能性 を最大 限 に引 き

出す ように、人と組織のあ り方をデザイ ンしなければな らない。

その際にやはりカギ となるのは、コンピュータやネットワークといったデジタルメディ

アの技術 を媒介として情報や知識を共有化 し、従来の組織の枠組みや制約 を超 えるコラ

ボレーティブ(協 調的)な ビジネスの環境 を生み 出すための条件を、整えてい くことで

あろう。
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これまでの議論を踏まえて詳細な検討が期待 されるのは、まさにこうした領域である。

3.今 後の検討課題

第1章 で具体的に概観 したEDI/EC/CALSを 指 向す る各業界の企業連携 ・企業統合が進

展するな らば、産業 ・経済構造の ドラスティックな変革の可能性 をはらんでいる。 しか

しなが ら、現状では(こ れまでに整理 したよ うに)ネ ッ トワー クによる広域 的な企業連

携 ・企業統合を模索する段階での障壁がいまだ数多 く立ち塞がっている。今後、ITの 積

極的かつ全面的な活用 による産業の活力 ・競争力の維持、向上を図っていくには、具体

的にITを 導入 ・運 用す る側 の リア リテ ィに即 した議論や調査研究が不可欠である。

今後の議論の進め方については、幾つかの方向性があると思われる。 どのようなアプ

ローチ を採るかは議論 の分かれるところであるが、いずれにしろ重要な ことは、この委

員会の前提条件であるITrユ ーザー」 の視点 に立ち、 旧弊に捕われない前向きかつ積極

的な議論を行っていくことであろう。

議論の方向性 として一つ考えられるのは、今回の本委員会で採 られた進め方をより発

展させるもので、今回指摘されたような課題を踏まえ、産業情報化の阻害要因について

しらみ潰しにその解決策を議論 していく、という方向である。 これは、今回の委員会で

の議論をよ り深化させるものとなる。内外の産業情報化の先進的事例を徹底的にケース

スタディし、そこからIT活 用 の成功 要因 あるいは阻害要 因を分析 し、何 らかのシナリオ

(モデル)を 抽出 してい くことにな ろう。

も う一つの方向性は、まずは産業情報化のありうべき姿 をビジョンとして描き、そ こ

へ到達する 「ロー ドマップ」を作 っていくという方向である。

これ までの情報化の議論においては、現在の延長線上に情報社会なり情報経済の将来

像 を(近 視 眼的 に)措 定す る、 とい うものが一般 的であった。だが、ここでは、現在は

自明のものと見倣されている諸条件 も一旦カッコに入れた上で、現在の地点とは全く異

なるレベルか ら、全 く新たな可能性 を示しつつ、そこと現実とのギャップを問い直 し、

橋渡 ししていく作業 となろう。例えば、20年 後 、30年 後 の産業情報化 の姿 を予見 し、そ

こに必要とさせる諸条件を洗い出していく。そ して、現状での問題へと立ち戻 り、どの

ような問題を解決 していくことが必要なのかを検討 していくわけである。

また、議論の対象テーマとしては、次のようなものが列挙できる。大別すると、情報

.一技術(IT)に 関す る領域 とITの 応 用 ・運 用(ア プ リケー ション/ユ ース ウェア)に 関す る

領域、そ してITを 使 う人や組織 、 あるいは社会 システムに関する領域一一といった広範

な領域が含まれる。

特にここで議論の焦点となるのは、 「企業組織の内外でいかに効果的に情報 ・知識を

共有 し、コラボレーティブ(協 調 的)な ビジネスス タイル を実現 して いくのか?」 一ー
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ということである。具体的には、広域企業間システムが有効に機能 していく際に望 まし

い組織形態や個人のワークスタイル、 リーダーシップのあり方、基盤となるデータベー

スやネッ トワークの条件、情報の構造化手法、標準化のあり方.....等々を検討 して いくこ

とになろ う。

むろん、現状では、 「少な くともこれだけのテーマの拡が りがある」という指摘で し

かなく、実際の議論ではこれ らの中か らテーマがさらに絞 り込 まれることになると思 う

が、従来の情報化の議論では切 り込めなかった領域における密度の濃い議論 ・調査研究

を期待 したい。

[検討テ ーマー覧]

●産業情報 化の基本姿勢

・産業経 済のパラダイム転換におけるITの 意 味 ・可能性

・ITの徹 底活 用へ向 けた企業組織の あ り方

一－IT時 代の企業組織モデル の検 討

・産業情報化の新展開による産業創造と雇用吸収の可能性

一一プラッ トフォーム ・ビジネス(共 用支援 ・媒介サ ー ビス)の 可能性 、等

●ITの 徹 底活用 に関す る問題

・オープ ン ・スタンダー ドへの対応 に関する考え方

一一独 自規格か らオープン ・スタンダー ドへの転換の必要性

・既存システムか ら新システムへの発展 ・継承

・実用性の高い標準を確立するためのアプローチ

ーーデファク ト・スタンダー ドの合意形成プロセスに関す る考察

・基盤 としてのインターネッ ト型インフラの利点 と弱点

一一イ ントラネッ ト/エ クス トラネ ッ トの可能性 と問題点

●企業間連携を可能 にする情報 「共有」の問題

・他者 と共有すべき情報 ・知識 とは?

・ボ ラ ンタ リー ・エ コノミー に学ぶ知識共有のスタイル

一一イ ンターネッ トに見 られるgiveandtake型 の知識 共有、ボ ランタ リズム

・ネ ッ トワーク化 に相応 しい商慣行の模索

一一責任分担、契約形態、取引ルール

・ビジネスプロセスの標準化 ・構造化の問題

一一 日本的組織でどのように 「仕事の進め方」の標準化 を進めるか

・異なる組織間で相互共有するための情報の構造化アプローチ

・産業基盤 としてのデータベースのあ り方

一一アーキテクチャか ら管理 ・運用手法まで

・埋もれているデータの有効活用
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一ー デ ー タ ウ ェ アハ ウス
、 デ ー タマ イ ニ ング 、 エー ジ ェ ン ト等 の 技 術 ・応 用 動 向

●IT時 代 の人 と組織 に関する問題

・ITのポテ ンシ ャル を活かす組織変革

一 一 「組 織 に ネ ッ トワー ク を合 わせ る 」 の で は な く 「ネ ッ トワー ク に合 わ せ て組

織 をデザインする」

・創造性とコミュニケーション能力を高める 「メディア ・リテラシー」教育/訓 練

一一情報機器 の操 作法 に留ま らない、広義のコミュニケーションスキルの向上策

・ネットワークでの知的創造 を喚起する評価 ・管理システム

・ブルーカラーの持つ知識 ・経験 をデジタル化 し継承する方策

一一属人的知識のデータベース化

・ミドルマネジメン トの新 しい職能開発

一一 タ ス ク ・コー デ ィネ ー シ ョ ン、編 集 型 マ ネ ジ メ ン トの可 能 性

・ビジネスの中で属人的対応とIT活 用 を どう切 り分 けるか?

●産業情報化 を支 える社会 システ ムの問題

・官民の役割分担について

一一公的支援のあ り方、法制度の整備 に関する課題

・インフラス トラクチャー整備のあり方
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平成8年 度

ユーザー専門委員会 委員 レクチャー抄録
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■第1回 委 員 会/1996年9月25日

[堀 内委員 レクチ ャー]

1.は じめ に

・きょうは鉄鋼 業界 の事例 によ って問題提起 し、議論 を していきたい。最初は鉄鋼業界の現状 につ いて、

次 にEDIが 鉄鋼業界に どのような影響 を及 ぼ したか、 また、EC、CALSに つ いては専門家の方は相 当理解

して いるが、大 半の方 はまだ現状はわか らな い状態 だ と思 うので、鉄鋼業界 を例 にとって解説 して いきた

い。

2.日 本鉄鋼業の変遷 と情報化

1)鉄 鋼業の変遷

・1985年 か ら1994年 まで、 日本 と世界主要国の粗鋼 生産 を見てい く。1988年 頃ソ連は1億7000万 トンと世

界最 大だったが、90年 代 に急激 に下降、2位 の 日本 も生産量が約1億 トン前後 に下降 した。3位 のEU12カ 国

は94年 に1億3800万 トン、米 国は8000万 トンか ら8800万 トンとな って いる。1994年 に中国 は9100万 ト

ン、韓国は3300万 トンとい う結果が 出て いる。世界全体 の粗鋼 生産量は年間7億5000万 トン、国別 では日

本が トップになっているが 、近年では中国、韓国の伸 びが大 きくなっている。 また、 自動車 の消費 と鉄の

消費量は比例 して いる。現在 、新 日本製鉄 は世界各国の鉄鋼 メーカーの中で生産量1位 にな っているが、そ

ろそ ろ韓国が新 日鉄 を追 い抜 くのではな いか と見 られてい る。国別 で言 えば、 中国の生産量が一番多 い。

・昭和39年 の 日本の粗鋼生産量 は4000万 トン、48年 は1億2000万 トンと、約10年 間で 日本 の粗鋼生産量 は

3倍 以上にな った。 日本の経済成長 とそ のまま連動す る伸 びを示 している。 この間に 日本 の製鉄所はいろい

ろと新 しい生産 システム を導入 した。 この約10年 の間に製鉄所 のシステムは最 新鋭 の ものに更改 された。

ちなみ に昭和21年 の生産量はわずか40万 トンだったのが、25年 で300倍 になった とい うことは、かつてな

い成長であった。 しか し、昭和50年 か ら平成6年 までは1億 トン前後の数字で安定 して いる。1985年 前後か

らは欧米 、特 にアメ リカの鉄鋼 メーカー と資本提携、技術提携 という動 きが出ている。設備投資 の額は、

高度成長期 に著 しく伸び、昭和50年 前後 か ら横 ス ライ ドの状態である。

2)日 本鉄鋼業の情報化

・1995年 ごろから企業間システムにおけるデータ交換が始まり、個別の企業(商 社)と 鉄鋼メーカーの間

でのデータ交換のための標準化 という概念が確立してきた。その前に、1985年 から1995年 の10年 間で

EDI、EC、CALSが 発展 してきたと言える。

・昭和30年 代の鉄鋼業の情報化とは、単純計算、あるいは定例の業務の機械化が主な目的だった。本社で

は営業部門の統計処理、代金請求処理の機械化であり、製鉄所では営業の統計につながるための生産実績、

工場の操業実績管理のために機能 していた。技術としては、パンチカー ドシステムやコンピュータによる

データ管理である。

・昭和40年 代に鉄鋼は大量生産時代を迎えた。効率的に工場を動かすには、少ない人数でも稼働できる自

動化を進めな くてはいけない。そ こで工場の無人化 と省力化が推 し進められた。工場の生産計画、あるい

は進捗管理、製造プロセスの設計において、鉄鋼業の一番の特徴は無人化ということだった。当時は各鉄

鋼会社で、工場を建設するときは造成か ら含めて、高炉を1本建て、付属の設備を作 る一期工事で、1年間

におよそ1兆 円の設備投資を行っていた。その時期に人を少なく、効率的に工場を動かすためのコンピュー

タ ・マニュファクチャリングが進んだのである。各社とも、 「(たとえ自社内でも)他 の工場に負けるな」

という意気込みで、他社より優れたものを追い求めて来た歴史だった。
・昭和50年 代には生産工程管理の総合化、一貫化などプロセスの向上に力を注いでいた。生産、販売、物

流、あるいは工場のコス ト削減、無人化など極限まで追求したシステムである。特にプロセスの無人化に

ついて、これからはもう二度とあのような工場はできないのではないかというほどだった。世界の中でも、

またアメリカの鉄鋼業を見ても、かつてのようなコンピュータ ・マニュファクチャリングの工場はおそら
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くで きな い。 カネと人 とモ ノ、技術 を徹底 的に集約 しな くてはな らな いか らで ある。

・昭和60年 代 に入 ると企業間 システムが発達 した。鉄鋼業の場合 は基本的 に総合商社 との間で システ ム整

備 を図った。 も う一つは受注生産で ある。お客様か ら 「こういうモ ノを作 って もらいた い」 と要望 を受 け

て 生産す る。よ く言われ る 「製 ・販 ・流」 だと、モ ノを作 って販売 して流通する、 とい う順番 だが 、鉄鋼

業 の場合 「販 ・製 ・流」 になる。最初 にお客様 との契約が決 ま り、それ を作 って納める。モノを作 る前に

契 約があ るところが他 の産 業 との大 きな違 いであ る。そのため、大 ロ ッ ト生産工場であ りなが ら、極 めて

小 ロッ トが多いのが悩 みである。鉄 の場合 は、もともと大量 生産工場 だか らシステムが小 ロッ トに対応 し

ていなか ったが、販 ・製 ・流 の流れ だと小 ロ ッ トで大量生産 を行 う巨大な システムが必要 である。

・鉄鋼 業 の情報化 にかかってい る費用は、プ ロセス制御 ・自動化 の部門 と本社 の営業 ・経理処 理部門 と、

流通部門 を合わせ ると、売上1兆 円に対 して年間約500億 円に上 る。

3.CALSの 背景 とそ の本質

1)CALS成 立 までの背景

・これか らは問題提起 をして いきた い。ア メリカの国防総省 も高度な機械 ・電子技術で構成 され る大型装

置 を導入 してお り、その面で は鉄鋼 業と類似 して いる。国防総省で はCALSシ ステムの開発 にあた り、機材

調達 に関 して 、特 に新 しいものを買 うということでは、カスタマー とサ プライヤーが コス ト削減 と品質 向

上 について密接 な連携 を取 り、エ ンジニ アリング として体 系化 した。その時 にEDIが 発 達 した。

・鉄鋼業のEDIに ついて簡単 に説明す る。なぜ米国鉄鋼業界がEDIを 導入 したかと言 うと、曖昧 さをきっぱ

り直せ 、合理的 なものの考 え方 がで きるか らであ る。欧米 人は物事 のルール を最初 に決 め、決 め られ た こ

と しかや らない とい う特 徴が ある。

・EDIの 発達 には次のような要因があげ られ る。 まず、EDIに は手順 を間違 いな く簡略化 できる 「プロセス

イ ノベー シ ョン」 という特性 がある。次 に、 日本 の産業構造 はモノも情報 も着信主義 だが、米 国は発 信主

義 と言 える。モ ノを製鉄所 か ら出荷 した際には、 日本だ と 「後 は頼む よ」 と言えばちゃん と着 くが、米国

の場合 は労働者 の質的 問題 もあ り、なかなかそ うは行かない。途 中 トラブルが起きる とサプ ライヤーの責

任 になる。数字 の書 き方 で も、何 と書いてあるのか受 け取 り側 も読 めず モノが届かない事態 が発生す る。

ほかには、米国 には約束手形が ない こと、米 国には途 中に鉄鋼 商社がな いこと、な ども要 因 といえ る。

・アメ リカのEDIシ ステム では、バ ーコー ドが印刷 された紙 を鉄鋼 に直接貼 っている。 ある拠点 か らあ る

拠 点へ と移す前に貼 り、バー コー ドで読 み取るとそ の情報が受 け取 り側へと流れてい く。受け取 り側はモ

ノが着 いた時に再度バ ー コー ドを読 んで照合 し、間違 いな く着 いた とい うことを確かめる。米国の鉄鋼業

界はほ とん どEDIを 導入 してい る。 このバ ーコー ドの種類は欧州 と米 国で一致 してお り、標準化 が行われ

てい る。 日本 もバー コー ドの種類 は欧米 に合わせて いる。ただ し 日本の場合 、人間が識別す る付 票 とEDI

のバー コー ドを区別 して いる。

・EDIは カスタマー とサプ ライヤーのパー トナー シップによって機能す る。 これはCALSに もあてはまる。

1989年 に鉄鋼業 のCIM(CorporateInformationManagement)と い うシステムが確立 された。CALSと

CIMは 情報イ ンフ ラに とって何であ るか とい うことにつ いて、私は共通の見 方を して いる。それ はビジネ

スの プロセス、情報技術 プ ラッ トフォーム、管理体 系と管理構造 とい う役割で ある。

・ビジネス のプロセス とは ビジネス にお ける情報交換 、そ のため に必要なプ ロセ スを得 る活動 だ と定義 で

きる。情報技術 プラッ トフォー ムは情報交換 を支援す る情報イ ンフラで あ り、管理構造 は ビジネ ス ・プ ロ

セス を誘導す る機能標準 と情報技術 プラッ トフォームの開発 を誘導す る技術標準 、デー タ構造 を統制す る

デー タ標準 であ り、 これ らはEDIな らび にCALSの 本質 に絡む ものである。最後 に、 プ ロセスや技術 を管

理 ・統制す るための導入 ガイ ドまたは手順、 こういうものか ら構成 され るのではないか。CALSに はいろん

な見方が あるが、 このよ うな見方 も必要 だと思 う。 これ らのビジネス ・プロセスの変わ り方 とい うことで

ある。

2)CALSの 本質

・よく 「一言でCALSと は何だ」 とよ く聞かれるが、そ の時 には次 のように答 えている。特にア ンダー ライ

ンを引いた部分 を強調 したい(資 料2、P4参 照)。CALSを 使って いな い場合はサプライヤー(メ ーカー)

が コス ト削減 、 リー ドタイム削減 、品質向上を して きたが、CALS導 入後 はカス タマー とサ プ ライヤーが
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トータルのライフサイクルでコス ト削減、リー ドタイム削減、品質向上を目指すグローバルな取 り組みで

ある点が大きく違う。それからその本質は、今まで以上にコス ト削減、品質向上のための全ビジネスプロ

セスに至る、という見方であり、それから業務再設計というBPRの 側面がある。

・CALSの 手段である広く合意された標準に基づくデータ交換は地理的
、時間的なビジネスのスピー ドや効

率の壁を打ち破る。ビジネスはデータ交換からなり、CALSは 合理的 ・演繹的な仕事の仕方の新たな枠組み

を与えるものである。さらに情報システムの側面か ら、CALSは データを共通の認識で再定義 ・整理をする

というコンセプ トがある。ネッ トワークを利用し、情報システムをより効率的 ・効果的に活用 しようとす

る次世代のグローバルな情報システムである。

・ここからが私の提案だが、情報システムの発展的経緯 とその情報システムの質的側面から評価すると、

今までの情報化は先程説明したとお り企業の中の部門からボ トムアップの形で出ている。それは鉄鋼業界

もそうだったが、その時に私がCALSに ついて主張したいのは、ボ トムアップ型で作 られてきた企業情報シ

ステムの、企業対企業のあり方が限界とな り、新たな時代に入ったということである。その限界に対して

欧米文化の標準化ということと、欧米の最新文明である情報技術を統合 して、従来の情報システムそのも

のの全面的なリス トラクチャリングという位置 ・側面があるのではないか、という問題を提起 したい。

・また、ここから大胆な提案をさせてもらう。従来の情報システムにこだわって、その延長線上に改善や

改造 していくだけでは本質が見えなくなってしまう。そこで私が主張 したいのは、従来のシステムを改善

していくことをいったん止めて、ある部分新しい情報システムを作っていく必要があるのではないか、と

いうことだ。 これは鉄鋼業界で30年 務めた者としての主張である。リス トラをしなければ、新しいシステ

ムは決してできない。

4.鉄 鋼業への運用

・鉄鋼業界には三つほど大きな領域がある。大ロット製造設備 と極端に連続化 した生産運用をどう調和さ

せるか、鉄鋼業にとっては永遠の課題である。ポイントは巨大な総合販売生産管理が完成しているが、シ

ステム自体が複雑化 ・高度化していることだ。なぜかというと、大製鉄所の建設に合わせてシステムも作っ

ているか らである。その中のシステムは人のノウハウ、経験(1億 ステップという巨大なもの)が 全部でき

あがった形で作 り上げられている。ということは、メンテナンスそのものもブラックボックス化 されてい

る。鉄鋼業の情報化の新たな展開は限界に達しており、その中でどう動いているかということも分かりに

くくなっている。情報化は専門家に任せるという話になるから、業務の人がどういう情報システムが入っ

ているかが分かりにくく、何をどう変えるかについての判断もできなくなっている。

・しかし、今後も高度な情報システムの構築は不可避である。従来型の情報処理システムー要するに、あ

る決まった仕事はコンピュータがするということについての限界を示している。私が提案しているのは情

報活用型システムであり、単なるプログラムのシステムだけを言っているのではない。新しい情報技術を

導入 しながら作 られるものである。

・次は操業 ・生産管理領域への適用について。鉄鋼業の場合、工場の運転をする人が極端にまで省力化さ

れているが、ワーカーの質的な問題、意識の問題 も相当変わっている。これをCALSで 管理するための
"CALSf

orSoldiersHandbook"が まとめ られている。これは 「言われたとおりのやり方」をドキュメ

ン ト化 した管理学である。操業、生産の一つの方法であり、今は 「任せた」ではなく、 「言われた通 りに

きちんとしてもらう」という方法を確立す ることが絶対必要な時代である。特に東南アジアに行って、こ

ういうシステムできちんと対応を取っていかなければならない。相手の国の考え方は全然違う。 日本的な

方法がそのまま通用するわけではないので、ζのようなマニュアルを整備していく必要がある。

5.鉄 鋼 における設備管理とCALS実 用化研究の概要

・この領域については文書が相当あるので、ほとんど情報化に手を付けていず、基本的には発注業務だけ

で進めている。非常に大事な業務にかかわ らず情報化が行われていないのが実態である。今回は、違った

形の情報化について提言 したいので、1)鉄 鋼業に於ける設備管理2)鉄 鋼設備CALS実 用化研究には簡

単に触れる。これまで、設備管理を担当していた人間が大型製鉄所の建設 と同時に全部ノウハウをシステ

ムに入れ込んできたが、その一方でハイテク技術がどんどん入 り込み、かつて経験を持っていた人々がど

んどん リタイア している。その時にノウハウをどう伝授す るのかというドキュメン トの整備が必要にな

る一一設備管理の問題が重視される背景には、こうした事情がある。
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・製鉄 所が保 管す る ドキ ュメン トは、実 に数百 万枚にのぼる。米軍は300万 枚 と言われて いるが、その ド

キ ュメ ン トレベル と同 じ形 にした らノウハ ウまで含 める と数十倍 に達す るだろ う。ユ ーザー としての鉄鋼

メー カー とベ ンダー として の設備、重電 、産業機械 、計測機械 、 コン ピュー タの各企業 が一緒 にな って

CALSに ついて どう取 り組 むか、研究 を開始 している。 これは通産省か ら予算をいただいて いる。メリッ ト

につ いては まだ未知数 だが、CALSと いう新 しい動 きをどうキャ ッチア ップで きるか検 討 していると ころ

だ。

6.今 後の展望

・情報技術は機械 ・電気 ・建築等の他の技術文明の構成要素とは異な り、ハー ドウェアとソフ トウェアで

構成される。ダウンサイジング、低コス ト化、オープン化が進んでいる。今の世の中がそういう方向性に

あるのはよくわかるが、情報システムに関しては、一概に 「低コス ト化」といっても、安いモノを入れれ

ば安上がりにシステムができるかと言うと逆である。情報技術がどんどん進歩 しているにもかかわ らず、

自分たちの業務をそこへ入れるためのソフ トウェアの部分に非常にカネがかかる。日本では特に通信コス

トが極端に高いために、情報化が本当にうまく進むのかどうか。ハー ドウェアだけ一方的に導入されていっ

ても、内実が追いついていかないという状態が危惧される。

・また、一般的に言って、ほとんどの企業はいまだに 「情報の共有化」ということが分かっていない。 「業

界内で情報共有をしたら、自分のところの秘密を見せてしまう」という短絡的な話になるが、決してそん

なことではない。この辺のちゃんとした説明ができていない。情報の共有化 とは、あくまでも 「特定企業

間」の範囲内である。当た り前のことだが、特別に選ばれた企業や組織でないとできないということを、

何かの形で言わないと誤解を招いてしまう可能性がある。

・EDI 、ECの 推進に何らかのきっかけが不可欠だといっても、展望はまだ見えてこない。仮に目指すべき

具体像が見えた段階でも、既に先を行っているアメリカに追いつくには多大な労力と時間がかかる。情報

システムとそれを導入する企業組織には、それぞれが属する独自の歴史 と文化が背景にあるから、なかな

か簡単にはいかないのではないかというのが、個人的な意見である。国防総省ではCIM開 発に約7年の期間

と約3兆 円の費用がかかっている。基盤づ くりは非常に重要で、ステップ ・バイ ・ステップで進めなければ

な らない。単なるパッケージであっとおどろくようなことができるわけではないのである。

[上野委 員 レクチ ャー]

・石油化学協会は昭和53年 に設立され、現在33社 が加盟。最近三菱油化の合併が発表されていることから

もわかるが、近年石油化学業界は苦しい状況に陥っている。

石油業界を取 り巻く環境

・どの業界も同じと思 うが、経済の低成長時代への移行、ユーザー企業の海外展開などの影響を受けてい

る。石油化学業界は通産省の管轄になっているが、鉄鋼などに比べ 「情報化が遅れている」との指摘を受

けている。ユーザーも海外に進出し、製造技術の移転をしてきたので、逆に海外からその製品がブーメラ

ンで戻って来て、自分の首を締めている状況である。

・高品質、高機能のグレー ドの高い注文に応えて製造 してきたが、最近はそういうものを作ることがユー

ザーの競争力を強化するのに役立つのかという反省も出てきた。むしろユーザー企業の競争力が国際的に

見て維持 されるような、役立つよい素材を提供しなくてはならない。そ こで、鉄鋼 も大量製造能力を持っ

た小ロッ ト品の生産という話があったが、石化 も従来の製品の多様化に取 り組んでいる。製品の品目では

おそらく石化協全部合わせて100種 類ほどしかないが、これをグレー ド別にすると何千種類に上る。

・欧米の企業体力評価 については、もともとスター トから差があって、三井の大手の会社が全部集まって

も、世界の十指には入らないという状況である。体力的に違い、その一方では韓国、東南アジア、中東な

どでも石化製品を作る企業が成長してお り、私どもの企業もユーザーの海外展開の進展に伴ってシェアを

落 としている。
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求め られる対応
・現在アライアンスの推進ということが特に言われている。石化業界では昔では考えられないような合併、

提携などのアライアンスが行われている。グレー ドの統合など、アライアンスを組むために業界内の協調

路線はあっても、自分か ら商品の品種を狭めるようなことはなかなかしずらい。

・国際関係の強化、海外展開については、石化業界の体力では海外市場に出すほどの進出はしていないが、

生産者が国際的に増えているので、この中で適切な生産への配慮が課題になっている。秩序ある生産をど

う強調していけばいいか、国際的に求められている。

・石化業界としてはオープンな商取引が可能な状態を目標 としている
。ひとつは適切な競争を維持するた

め。さらに、シェア第一主義の日本のマーケットの中のせめぎあいか ら、国際的なマーケットへ転換でき

るよう、対応 していかなければならない。

石化業界の情報化

・各社抜本的な情報革新に取 り組みんでいるが
、それぞれ財務体質が弱くなっており、収益力が落ちた状

態で業務革新に取 り組んでいる。その一環として企業間の情報環境づくりのためのコス トは必要である。

フェイス ・トゥ ・フェイスの人間的な関係よりも効率的に動 くという意味もある。特に現在、アライアン

スに対応しようとした場合、従来のNo.1に ディフェンドした形での情報システムということでは、要求

に即したシステムとしてなかなか機能 しない。それを含めて情報化への対応をしていかなければいけない。

・石化業界は比較的新 しい業界なので
、生産現場でのコンピュータ利用は早くから進められている。むし

ろコンピュータ利用は、一番最初に生産現場での導入が行われた。一方で、本社機能の事務処理の部分で

は使われ方が少な く、ファイナソシャル ・アカウンティング、ペイロールなどは進んでいるがそれ以上は

導入していない。
・EDIに ついて、資料に 「恒常的な取引関係にある企業間で閉じた情報化が主流」と記 しているが、実は

石化業界で広い意味でEDIを とらえていくと、かな り普及 している。各社取引高の50～60%近 い部分にお

いてEDIを 導入 している。私どもの企業は商社との取引が多く、三井物産経由の取引は50%近 い。商社は

貿易の関係からかなり早い時期から始めていて、各社独 自の情報化を進めてお り、それに対応 して石化業

界が追随している。独自プロトコルベースのものが50～60%を 占める。したがって、例えばCIIな どにおけ

るEDI化 の観点で見ていくと、私どもの企業における導入はゼロで、あまり進んでいないのが現状である。

・85年以来石化協としてのEDI標 準化への取 り組みを始めている
。 この 「情報通信委員会」に参加 した28

社中、現在実際に石化協標準BP(ビ ジネス ・プロトコル)を 利用 しているのは9社である。

石化協 のEDI普 及活動

・91年 になってか ら日本貿易会 と合同検 討 を開始、CIIを ベー スと したBPが 現在動 いている。中小の商社

にも利用 しても らうため、パ ソコンベー スの受発注パ ッケー ジを作 った。約10社 の商社が現在利用 してい

る。

・そ の後物流EDIの 検討 を開始 した。業界内部の検討だが、今年度通産省のECPC事 業のバ ックアップを得

る ことができた。物 流EDIの 実用化、従 来 のCIIベ ー スのプ ロ トコルの整備 をね らい、EDI実 験 を開始 し

た。 これに加 えて石化業界各社 の東南 アジア等の進出 を受 けて、 国際EDIの 対応 を検 討 して いる。

・物流EDIに ついて、一つはBPの 整備費用、 もう一つは小 口の配 送も多いので戻 り便等を有効利用 しても

らう共同物流 を検討 して きた。

・電子マーケテ ィング については、石化製 品の紹介 のため電子 カタ ログを作成 している。大 口ユ ーザー の

ほか に、代理店 に任せ ている小 口ユ ーザ ー に情報 を提 供す るためのマーケティ ングの仕組 みを研究 した。

・国際EDI研 究 も手掛 けて いるが、まず 国 内のCIIを ベー スに したEDI整 備 のほうが先決 と思 われる。

その他の情報活動

・石化製品統計データベースは石化協加盟の企業が共有できる形で取 り組んでいる
。場合によっては公取

法に触れる部分 もあるので、慎重に検討 している。

・情報の共有化については、石化協を通じて加盟会社のコミュニケーションをはかり、OA化 を推進したい

と考えている。
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・設備調達 のため のプラン トCALSは 石化協が推進 して いる。仕様書 ドキ ュメン ト交換 を 「研 究す る」 レ

ベル のプロジェク トと理解 している。

・EDIを 研究 してはい るが、石油化学業界 で果た してEDIを 実施 して いるか とい うと、いまだに疑 問であ

る。結局、EDIを 実施す るための ランニ ングコス トがかかる。私 どもが受けるオーダーは小 口化 し、1件 あ

た りの受注額 は下 がっている。いろんな新 しい技術が発達 した とは言 え、EDIを 使 った1件 あた りの処理費

用 は安 くはな い。それ に対 して、商社等 は確かに流通構造改革の必要 はあるか もしれな いが、商社 を通 し

たコス トが高 いとは一概 には言えないのではないか。EDIを 導入 と商社 の利用の どち らが安 いか とい うと、

いまだに疑 問に感 じている。ただ、EDI導 入 の過程で、商社が本来 の商社機能 を取 り戻 して 、競争が 出て

くる となれば、それ も一つの答 えなのか と思 う。

・現在 はCIIの シ ンタ ックス ・ル ール が国内の事実上の標準 となってい る。今後 の国 際化対応 を考 えた場

合 、EDIFACTの ような国際規格 と関連づ けが問題 にな る。既に 日本のほ とんどの企業 が自分 のところの情

報 システムあるいはデータベースを持 っている。企業間 システム を考 えてい く場合 に、 この 自社 内シス テ

ム と国際標準 との連携が非常 に重要な 問題 になって くる。

■第2回 委 員 会/1996年10月22日

[岡委員 レクチ ャー]

・QRコ ー ドセ ンター とは基本的 にクイ ック ・レスポンス(QuickResponse)の 基盤の一つであ る。TIIP

はTextileInnovationlndustryProgramの 略称で ある。昨年度 の補正予算 によって、繊維 関係 の企 業 に

適用 された事業で あ り、情報 システム の基盤 整備 を補足す る仕組 みである。

繊維業界の概要

・繊維産業の雇用は約200万 人で、産 業界全体の10%近 い雇用人口を抱えている。売上げ金額は19兆 円

(1994年 度)と 、前年度の21兆 円からは減少している。これは従来、繊維業界の商業マージン率が非常に

高かったのだが、それが下がったためではないかと見 られている。しか しこれは消費者にとってはいい傾

向ではないか。ちなみに、商業マージン率は他の産業に比べておよそ2倍 以上ある。しかも多段階の流通傾

路で非常に無駄が多いと言われる。川上から川下まで複雑な経路によって産業が構成され、その情報化は

いったいどうなっているかというと、川上、川下それぞれの大きな企業が自分たちのグループの中での仕

組みとして作 り上げているのが現状かと思 う。

クイ ック ・レスポ ンス(QR)と は

・4年 前、業界を何 とか活性化 させ るため 「繊維 ビジ ョン」が策定 された。今 の トレンディな話 題はQRで

ある。QRの 内容 は トヨタのかん ばん方式 に非常 に似 ていると思 う。つま り、適 切 な商 品 を、適切な場 所

に、適時 に、適量 を、的確な商 品で提供す る ことだ。

QRの 仕組み構築 に必要な要件

・QRで 今 注 目されているのは、IT(lnformationTechnology)の 分野だ。情報技 術の分野で革新的な仕

組 み を作ってい るわけだが、同様 に重要 なのは、精神的なバ ックボー ンであ る 「パー トナーシ ップ」の問

題 であ る。今 までの繊維 の場合 、大 阪の繊 維商社 などに行 くと、業者 間で勝 った 、負 けた とい う商売関係

だったが、今後 はパー トナー シ ップ として信頼関係を構築 し、お互 い損得の意 識ではな くWin-Winの 協 力

関係の仕組み作 りを行 う必要 がある。精神 的なバ ックボー ンが往々 に して忘れ られ ている ことが多いが、

米 国の事 例 をみる とお り、ECRを 含 め、パー トナー シップが一番重要 である。 これ によってベ ンダーが末

端 の動 きをわかるようにな る。ベンダーはそれ を見 て消費者によ りよい、適 した ものを提供 しよ うとす る。
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こうい う仕組み をサポー トす るのがITで ある。

・個 々の 情報技術 につ いて簡単 に触れ る。JANコ ー ド(JapanArticleNumber)は 、 いわ ゆる国際標準

の商品IDと いった らよい と思 う。消費者 に直接 関係 のな い製造段階の商品までJANコ ー ドを付けるよ うな

話 が時折出て くるが、基本 的にJANコ ー ドは コス トの関連で末端 の商 品に付 け るコー ドで ある。2番 目の

JANコ ー ド情報デー タベースはQRコ ー ドセ ンターの関連で後ほど触れ る。POS(販 売時点情報管理)は 非

常な勢いで増 えているが、百貨店 、量販店で も衣料品 をPOSで デュアル登録 して いるところは少な く、イ

ンプ ッ トを軽減す るために、 自社 のインス トア ・コー ドで登録す る仕組みが多 い。 もしそ うなる と、 この

POSデ ー タを全体 で集計 した時 に、 どの商品が どう売れ ているのか統計 レベルで取 ることが難 しい。従 っ

てJANコ ー ドを使 った仕組み を作れば、後で全体の売れ行 きがわかる ことになる。POSの 機 器 を使 って、

売上げのフィー ドバ ックの仕組み を作 ることを目指 している。EDIに ついては後で触 れる。カー トン ・マー

キ ングは物流管理 に使 う仕組 みである。一 つのカー トンにラベル を貼 り、検品時の作業を簡単に して、生

産 性を上げる。 これ と似た仕組 みが、 いわ ゆるモ ノの段 階でのロールIDが ある。反物の管理 にIDを 付 ける

ものだ。

QR進 展の段階

・日本は現在第1フ ェーズを模索 して いる段 階で、QRの 基本が ほぼ出来上が った ところだ。JANコ ー ドの

ソースマーキング率は30%に 届 いた程度で、今後ます ます アパ レル 関係者 にJANコ ー ドの採用 をお願い し

たい。(資 料2・4枚 目図の)第4フ ェーズ の横に先進事例 と書いて あるが、 これ は米 国の企業の状況 を示 し

て いる。 日本 でも進 んでいる企業 、特 にワコール では既 に第3フ ェーズに入っているのではないか。

米国小売業におけるQR導 入 の効果実績

・米 国のカール ・サイモ ン社 とい うコ ンサル ティ ング会社 の調査 では(資 料2・5枚 目表) 、ITと ビジネ

ス ・プロセスでの具体的な効果 を算出 している。注 目していただきた いのは下 の部分である。QRの 仕組み

はベー シックな商 品(日 常の商品)に 一番 効果が現 れる と言 われてい る。 しか しこの数字 を見 ると、実は

フ ァッション商品のほうにメ リッ トが出てい る。米国の百貨店"Sax5thAvenue"の 担当者が 日本 に来

て講演 した際に 「ファッシ ョン商品 こそQRの 仕組み の中で活か して いくことが重要」 と主張 して いた。ま

た、全体的 には売上比5%前 後 の利益 が上がる、 と見 られる。

・日本の百貨店、量販店、専門店の問題を挙げてみる。量販店ではQRが 非常に進んでお り、単品の管理の

仕組みができあがっている。一番大きな問題を抱えているのは百貨店である。まだリスク ・マーチャンダ

イジングではなく、委託販売が行われている。専門店はリスク ・マーチャンダイジングをしているようだ。

日本において質のよいものを買う場合、百貨店がメインになると思うが、(委 託販売はコス トがかかり、

情報化 も進まないので)百 貨店の仕組みをより改善する必要がある。

QR基 盤整備事業について

・衣料業界では平成5年 の 「新繊維ビジョン」に則って、QRの 基盤整備に取 り掛かった。新繊維 ビジョン

は、QRに 向けたIT技術の整備を、標準化 とともに実施するという趣旨で提言されている。その中でQRの

推進体制をどうするか定めた。第一に官民一体の組織が必要だったことから、平成6年に 「QR推進協議会」

が繊維業者全体の中で作 られた。この後 「QR基盤整備委員会」が発足 し、基盤整備事業と情報技術の導入

が始 まった。その中身がrEDI標 準原案の作成」 「JAN情報データベース構築の支援」である。この他に

「POS情 報解析システムの開発」があり、衣料品の場合どのように分析すれば役立つかを研究 した。以上

は川下の部分で役立つものだが、その他、川上の部分に対 しても、実際のQRは 糸から消費者にわたるま

で、つまり開発期間か ら販売期間までを従来の3分 の1程度に期間短縮をしていく。

QR推 進体制
・QR推 進協議会の会員は今年4月 末現在で315社 になる。活動として総務委員会、調査委員会、業務委員

会を設置している。総務委員会ではrQR96JAPAN」 というイベントを開催する。調査委員会では今後QR

としてどんなものを開発 し、何が必要かを研究する。業務委員会は基盤整備事業の中で作 られた色々な標
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準 、それか ら技術 自体 を普及 してい くという使命 を持 っている。

・モ ノづ くりはQR基 盤整備事 業で、 この下 に専門委員会がある。180人 以上の委員で構成 され 、平成6年

か ら7年 にか けて約100回 の委 員会 を開 き、多 くの成果 を生み出 している。 しか しQRを 推進す るには これ

だけで は不足 して いるので 、当時 か ら 「情報ネ ッ トワーク化推進事業」 とい う、国 としてのグルー プに対

す る支援作 業が行われている。現在では35グ ループになっている。 中にはQRの システム を作 るために、 グ

ルー プ内の中小企 業に対 して、 フィー ジ ビリテ ィ ・スタディにつ いて300万 円、シス テム設計 につ いて900

万 円を支援す る仕組 みである。さ らに昨年の暮れ にはTIITと い う仕組 みを作って いる。 グルー プの中だけ

ではな く、一つ一つ中身 の濃 い業務 アプ リケー ションを開発 してQRを よ り促進 してい こうとい う趣 旨のも

とに作 られた。通産省か ら総額25億 円の出資 を仰 ぎ、25の 業務アプ リケー ションと参加者3000名 のネ ッ ト

ワーク によ り、生産技術 の開発 ・改 良を行 う。

QRコ ー ドセ ンター の概要

・基本的 にはデー タベースで ある。小売 か ら見 たベ ンダー(ア パ レル、製造 、卸企業)が 作 る商 品をJAN

ベース によって コー ドセ ンター の商 品デー タベースの 中に登録す るとい う形 にな る。小売業 は 自分 のパー

トナー に従 って 、そ の中の必要な商 品群 を持 って いくとい う単純な仕組で ある。 小売業 に とって役立つの

は、 自社の商品データベー スやPOSのPLUマ スター に使 うことが多 いとい うこと。そ の他 、アパ レル卸が

登録す るのは基本 的にオー プ ンで 、 このサ ー ビス に参加する企業は基本的 に どれ でも見 られる仕組 を前提

に して いる。その 中で自社 に合った商品 を探す、いわゆ るマーチ ャンダイジングができるよ うなっている。

この図の中で一つ抜けている機能 がある。それ はアクセス管理 とい う仕組 である。 これ はあるパー トナー

同士 がPB(PrivateBrand)商 品を開発 して、他 の企業 に商品を見せ た くない場合 に、他企 業が見えな い

よ うにす る仕組みで ある。

商品カタ ログの階層

・JICSは 流通 システム開発 セ ンターが加工食品、雑貨 の商品情報 をデー タベース化 し、現 在既にVANを 通

じて販売 してい るものだが、それ とQRコ ー ドセ ンター はどこか。QRコ ー ドセ ンター には、商 品カ タログ

に階層制が ある(資 料2・10枚 目図)。 衣料品は色 とサイズの違 いな ど一つ一つ の商品 にバ ラエテ ィが あ

る。例 えば 中型 の百貨店で扱 う商品は約150万SKUと い う数に上るが、それ を管理す るため には このよ う

な仕組が必要 になって くる。 これは米国の仕組を検 討 した結果導入 した。 日本 と米国の仕組は若干違 うが

ほ ぼ類似 して いる。製造 ・卸が最 も上 に位置 し、その次にセ レクシ ョン、ブ ラン ドと続 く。例 えばアー ノ

ル ド ・パーマー というブラン ドが あるが、 これがセ レクシ ョンを意 味す る。スタイルは服種 を意 味 してい

る。 アー ノル ド ・パーマー のジャケ ッ ト、 シャツ、ズボ ンなどた くさん の種類が あるが 、そ の中で商 品価

格が 同 じものを一 つのス タイル とみな して いる。POSの 中に150万 のSKUを ど う管理す るか とい うと、衣

料 品の中には4LevelBLUと い う仕組 が基礎 にな り、それを採用す るために このよ うな階層 を作 って、ス

タイル コー ドの段階で価格 の同一の ものを集 め、そ の下 のレベル の単品、つま りJANレ ベル のスケー ル単

位でPOSが 作動す るようになっている。

・階層制 の意義 は分か りやす くす る こと、ブラン ド管理、セキ ュリテ ィの維持 にある。セキュ リテ ィの維

持 とは、例 えば 図の真ん中にセ レクシ ョン102と ある。 この第2階 層で アクセス整理 をする ことができ る。

日本 はさ らに小売業に対 して もう少 し制 限 を作れ る。小売業を、一番初 めに うち との取 引のある ところだ

けにす る、 とい う仕組 もできている。 これは画面 の一つの例だが 、すで に実際 に試行 に入 って いる。Win-

dowsを プラッ トフォーム としてでオー プンな構造 と してお り、どのメーカー のパ ソコンで も対応で きるよ

うになってい る。

QRコ ー ドセ ンター の利用 の効果

・一番大 きな メ リッ トは一元的な運用がで きること。一 つにつなが るだ けですべて のデー タが取れ る こと

にな る。 もう一つ は自社 システム との連携化。 これは 自動化、 自動 ダウ ンロー ドという仕組 もあるが、そ

れ を含 めて うま く使 ってい くと省 力化 された仕組みができあが る。

・QRコ ー ドセ ンター を使 うにあた り、デー タベースをどのように使 うか というと、 リアルタイム とバ ッチ

処 理の二つ の体 系がそ ろって いる。 リアル タイム とは、ある面ではデー タベー スの動かす ところ を互換 し

て いくというコンプ リメンタリーな仕組 を基本的 に入れている。 この 中で 自社 のデー タベースにでき る人
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達 を制限 した り、カタログの追加、検索等 もで きる。マーチャンダイザーがいろいろなカタログにつ いて、

WorldWideWebを サー フす るよ うな感覚 で検 索ができ る。

・バ ッチ処理は、基本的には企業の 中のバ ッチの仕組で利用 して いくのが本筋で ある。 この中で商用1次 が

現在完成 し、試行運行で10月 か らス ター トした。 これは単純なテス トではな く、実際上 のビジネスにつな

が った形でテス トして もらいたい と申 し入 れた。既 にほとんどの百貨店、量販店 を含 む20社 がパー トナー

と して試行 している。

・QRコ ー ドセ ンターの基盤整備 の中には、EDIの 標準化 が必要 にな って くる。7月TIIPの スター トと同時

に、小売 とアパ レル、卸 の中では次のよ うな標準 メ ッセ ージが使われてい る。私 ど ものEDIに 関 して はCII

を使っている。QRコ ー ドセ ンターでは、EDIに 関 してはEDIFACTと 併用す る。EDIFACTは 国際標準 とし

て十分 に機能 しなけれ ば意味がな いので、ぜ ひ国際標準化 して もらいた いと関係各所 に 申し上げている。

私 どもは標準化 の面ではなかなか手が出せな いので、CIIを もって メッセー ジが作 られて いる。米国の仕組

をみ る とANSIが あ る。ANSIの 下 にBICSと い う小売 と繊維 関係の仕組 みがあ り、 こ こには34のANSIの

メッセー ジが届 いている。 日本 ではほとん どそれ と同 じく28あ る。輸送 関係 につ いては、協 議 した結果、

物流関係は別のCIIを 使 ってほ しい とい う勧告が あったので今年度 の開発対象か ら除いて いるが、今後 ほぼ

米国 と同 じレベルで作 り上げる予定 である。資料にそれそそれのメ ッセージがあ るが、第1段 階では、 ビジ

ネス にあたって支障な いところが ほとん どカバー されてい る。今 ある レベル以上では、量 販店 でも既 に支

払 いに行われているところがあ り、その レベルではすべてカバーできる。それか らカー トンラベル をうま

く活かすためには856と いう出荷案 内があ る。EDIの コー ドセ ンターは 日本 向けに細か く作 り上げ られてい

る。

繊維産業革新基盤整備事業(TIIP)

・QRの 支援事業と してTIIPを 紹介す る。川下か ら川上 までを一つ の線 に結んで、それ をおのおのに対 して

いろいろな業務 システム を作 り上げてい く。彩色、撚糸 、テキスタイル等それぞれ に合 う業務 アプ リケー

ションが開発され ている。

・基 盤整備事業のQRコ ー ドセ ンター があ り、業務 システム として はEDIを 前提 としたネ ッ トワー ク対応型

の業務用 アプ リケー シ ョンを作 るもので ある。繊維 関連 の企業間がEDIで 情報 をや り取 りす る仕組 を考 え

ている。先程の説 明では抜けていたが、実 はテキス タイル、 アパ レルの中でTAリ ンクの 中のEDIも 既 に構

築 されて いる。テキスタイル、アパ レル、染色等 を含 むデータの流れ(受 発注 ビジネス フロー)が 全て完

成 しているわけではないが、 ほとんどメーカーと同等 レベル ぐらい標準 メッセージは作 り上げ られている。

ちなみ にJANコ ー ドをよ り付番 に リンク させ るJAN付 番管理 シス テムが ある。 また プ リン トアウ トす るた

めのプ リンター のイ ンタフェースがある。 ここはEDIで はな く、QRコ ールセ ンターで の仕組である。POS

データ に関 しては小売業 とアパ レル が実施 している。カー トンボ ックス、いわ ゆる物流 につ いて は納品在

庫 があ り、そ のため の仕組み も整 えて いる。

・そ の他ElectronicCommerce(EC)は 特 に注目されている。電子 力夘 グのわ ・デマン ドにりいて、

紳士 服のオーダー メー ドを例 にあげる。 これはパ ソコン画面 を見 なが ら、 自分 のサイズや服 の型、 ボタン

の種 類 まで設定で きる。オーダー を受 けた らそれ を縫製 工場 に送 る、 といった ものだ。

・画像データフォーマ ッ トの標準化 にも取 り組んでいる。将来 はQRコ ー ドセ ンターの 中にスタイル レベル

で画 像 を張 り付けてい くことに している。それか ら量販店 でのマーチャ ンダイ ジング を標準デー タを見な

が ら意 思決定 して いくシステム も考えて いる。

・現在 、CAD/CAMの 分野 には非常に多 くの企業が参入 しているが、相手 と同 じメー カー のシステムでな

い とお互いにデータ交換 はできないのが実情だ。 この分野 は米国が先ん じて いて、AparrelManufactur-

ingAsscociation(AMA)で データ互換 の仕組みを作 っている。 ここでは どの会社 のCADシ ステム であっ

て もデー タ交換 がで きる。・それ と似 たよ うな もの を私達 も作 って いる。すべて のCADメ ー カーが集 まっ

て、 データ交換方 式を標準化す る。 これ は通産省 の他 の部局 か らもぜ ひ使わせて ほしいという話が 出てい

る。

TIIPネ ッ トワー ク

・TIIPに ついては、約1年3カ 月かけて3000の 企業が業務 システム を使 って実験 した。それ に必要な ネッ ト

ワーク を今構築 している。基本的 にはTCP/IPを 採用 し、 オー プンなネ ッ トワークと して いる。TCP/IPは
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イ ンターネ ッ トで も使われ てい るプ ロ トコルだが、注意 しなけれ ばな らな い点 もある。

・これは業種内 のイ ン トラネ ッ トの実現 を目標 に している。今年7月 に発表 されたNTTのNNCSと いうネ ッ

トワV・一一・ク ・サー ビス を使い、繊維業界内のネ ッ トワーク として29の アクセ スポイ ン トを結 んで いる。外部

に対 しての発信 はイ ンター ネッ トが使われ る。従 って、会員は料金 を払わな いでイ ンターネ ッ トへ いつで

もアクセスで きる。 しか し、外部 の人間はプライベー トネ ッ トワー クヘ アクセスす る ことはで きな い。イ

ンターネ ッ トか ら入 るユーザー はTIIPの ホー ムペー ジを見ても らう。 また会員がホ ームペー ジを開 くこと

もでき る。基盤 整備事業で行われて いたQRコ ー ドセ ンターのネ ッ トワークに も接続 して いる。

・参 加企業は何ができるか。3000の 事業者 に配っているソフ トウェアは3つ あ る。一つ はグルー プウェア

であ るLotusNotes。CIIト ランス レー タ。 もう一つはEDIパ ック。 これ らをプログラムの実証実験参加企

業には無料で配布 してい る。 この業務 システム とEDIの 流れについて専門知識がな く とも、全 くのブラッ

クボ ックスの状態 で発信 できる。や り過ぎ とい う嫌 いもあ るが 、パー ツ、パー ツをよ く知 っている人は ト

ランス レー タを使 い、EDIパ ックをそれぞ れ使って もらえばよい。メ ンテナ ンス をす るのも大変な ので 、

オー トマテ ィック にデー タが流れ る仕組 みになって いる。

業務 システム開発テーマ

・商品開発、生産、供給 の単 品管理 に適合 した業務システム として アパ レル ・小売業がQRコ ー ドセ ンター

を利用す るた めのシステム を考 えている。実際 には百 貨店 プロフ ァイルの仕組み であ り、QRコ ー ドセ ン

ターで付加す るデータのや りと りのシステムを作 っている。2番 目はJAN付 番の仕組み。JANは 単品 ごとに

番号付 けをす る必 要があ る。空 き番の管理 も必要 。さ らに自社 の作 る側 の商 品データベース とのイ ンター

フェース も必要にな って くる。 これ を作 り上げたのがJAN付 番 システムであ る。3番 目のJAN対 応4レ ベル

PLU(PriceLookUp)は 、大 きなデー タベース に対 して これ を上手 に使 うもので ある。 うち一 つは百 貨

店向 けの莫大なボ リューム のあるPLUの システムで、 もう一つ はアパ レル専 門店POSシ ステム。年 商1億

円くらいのところは これ1台 で商品管理か ら発注、納品 に至 る在庫管理な ど、すべての業務管理ができる。

・多 品種、小 ロッ トの商 品開発 、生産 、供給 に適合 した業務 システムで ロールIDを 作 り上げている。先程

のASNに 対応 した反物の管理 をす る。 これは標準化 に置き換えて い く。 また、テキス タイル ・アパ レル 間

の受発注生産物流 システム は非常 に優れているものがで きた。町の小さな工場が1台 のパソコンだけでほぼ

経営管理 がで きる。染色 な どの工 程に作 られて いる業務 システ ムであ る。そ の他CAD/CAMデ ー タの交

換、 あるいはイ ンクジェッ ト染 色を利 用 したテキスタイルデザイ ンのCADシ ステムがあ る。

・ユニー クなのが アパ レル向け縫製仕様書作成書 。 これは非常 に難 しいテー マで、縫 いの方法をど うす る

か のマニ ュアル作 りであ る。Windowsを 使 って、 しか もそれ ぞれ の加 工 の仕 方が 部 品化 され てい る。

CAD/CAMを す る時 の部品 と同 じよ うな形で縫 製仕様書が作れ る。

・電子市場 に適合 したシステム として、お互 いにネ ッ トワークを通 じて仕事 をや り取 りす るための、製 販

の仕事 引き合わせができる、 いわゆ る 「お見合 いシステム」がある。それか らニ ッ ト製 品のマーケッ トメー

カー も同じような もので ある。お互いに助け合って業界 を維持 して いくため のものだ。

・その他、CD-ROMを 使 って画像 をプレゼ ンテー ションしなが ら、地方の専門店 が受発注で きる仕組 みを

作 ろうと している。 これ が 「ファッション小売業の店舗運営を効率 的に支援す るサ プ ライチェー ン ・シス

テム の開発」であ る。 また 、電子 展示会 システムはWWWの 機 能 を使 って、実 際の展示会 と並行 してイ ン

ターネ ッ ト上で仮 想展示会 を開 き、実際の展示会が終わ った後 もネ ッ ト上で内容 がいつで も参 照できる も

の を作 る。

・生地デザイ ンの シミュ レー ション ・システムは、生地のデザ イ ン、特 に柄 の入 った生地 を作 る場合 に効

果が ある。パ ソコ ンの中でデザイ ンして糸 を編む ことがで き、ネクタイな どのジャガー ド織 の生地 に用 い

られ る。

・TIIPは 平成10年3月 まで実証実験が行われ る予定だ。アパ レル 関連企業に十分 に使 って頂きたいと、現在

PRを しているところである。使 い方が難 しか った点 もあ り、現在 は3000社 中半分の企 業が集 まった段 階で

ある。

・今 後のプ ラン。平成9年 度 か らQRコ ー ドセ ンターが商用化され る。EDIは 今年 です べての言語 の作 成が

終 わ る。来 年 にはPOS管 理 による売れ筋分析ができるようになる。テキス タイル ・アパ レル のEDIは 大体

終 わったので、今後QR、 ロールIDの 管理 、素材な どの単品の管理 を含めた方 法を考 えている。POSワ ーキ
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ングについては 、現在メ ンズメー カー協議会 、アパ レル産業協会、ボデ ィファッション協会が個 々の企業

にJANコ ー ドを振 り分 ける。

・QRコ ー ドセ ンターは既 に打 ち込み に入 って いる。一つだけ事例 を申し上げ る。高島屋では3店 舗のPOS

を含 めて、小杉産業が高島屋の約2万!600エ ス ケー プの扱 い処理の全てを行 う。 さ らに小杉産業か らコー

ルセ ンターに下 ろされて、各店舗 に落 としてい く仕組 である。 リアル タイムで納 品請求か ら発注 までがで

き る。今高島屋 でどのよ うに取 り入れ作 り上げてい くか検討 している最 中であ る。そ の他 にも伊勢丹な ど

が取 り組んでいる。

[井 ロ委員 レクチ ャー]

・マイカルグループのデータベース とEDI関 連 につ いて報告 させて もらう。EDI化 の現状 については、ECR

とい う言葉を使 っている。先程 の岡委員の発 表によるとフ ァッション業界ではQRS、 あるいはQRと いう言

葉 を使 うが、 日用雑貨、食 品関係 では通常ECRを 使 う。 「効果的な消費者対応」 とい う意 味で ある。 ここ

では主 にグループでのECRの 進捗状況 について触 れてい く。

[1]マ イカル グルー プの紹介

1.マ イカルグループ

・簡単 に業種分類 をす ると、 中心 となって いる専販店はサティ、 ビブ レと分 けてお り(株)マ イカルが 中

心 になっている。上場、または店頭公 開している企業は 「マイカル」 「マイカル北海道」 「エル メ」 「ピー

プル」 「日産建設」 「ジャパ ンメ ンテナ ンス」 「マイカルカー ド」 の各社 にな る。物 販 とPBを 中心 とした

卸事業(ホ ールセール)が ある。(資 料3参 照)B以 下 の事業は基本的にサー ビス事業 になる。FC事 業 と し

て 「ナ ック商事 」を展 開 してい る。 「マイカル システムズ」はサー ビス事 業に当てはまる会社 である。 グ

ルー プ全体 として年間2兆2000億 円の売 上がある。

2.(株)マ イカル

・マイカルは 「サテ ィ」 「ビブレ」 「サテ ィ食品館」 「マイカル タウ ン」な ど物販 中心の会社。139店 舗 あ

り、売上は約1兆 円、経常利益は120億 円、増収増益で堅調 に来ている。カテゴ リー化 、分社を進めて いる

関係 上、従業員数は若干減っている。 トピックス として、社名変更 を7月1日 に実施 。旧社名 「ニチイ」か

ら 「マイ カル」へ変えた。 また 「サテ ィ」 「ビブ レ」 の展 開が ほぼ終わ り、現在はそれ に加えて 「マイカ

ル タウン」を進めている。 「マイカル本牧」 は名前が知 られて いると思 う。街作 りを含めた物販店 であ り、

関西では 「マイカル明石」、中国 の 「マイカル大連 」、北海道で は 「マイカル小樽」 をここ1年 の間で展開

す る予 定になって いる。そ してECRの 推進 と して、ペーパ ー レス 、EDIの 推進 を挙 げた。

3.マ イカル システムズ

・設 立は1991年3月 、売上高 は2月 期7億3000万 円 を計上 して いる。経 常利益 は7400万 円、社員数 は151

名、平均年齢 は29.9歳 。前年度は増収減益 だった。 またマイカルグル ープ以外 への売上のパーセ ンテー ジ

は、昨年度は前年比170%と 伸び、グルー プ外売上比率 は14%と な った。パ ッケー ジ販売 も前年比230%に

伸 び 、 グル ー プ外売 上げ に寄 与 して いる。rAUTO/400」 とい うAS400系 の 自動運 行パ ッケー ジ 、

「TOPS」 は少 しEDIに 関係 があるが、発注デー タの受注 と伝票発行、請求書処理ができるMS-DOS版 の

パ ッケージソフ トである。rCONTACT」 はオー プン環境で、Windows3.1が ベース となるが、現在95に

移 植 してい る。さ らにH手 順 へ も対応 して いる。

[2]デ ータベー ス化 の現状

1.グ ルー プ内 におけるデー タベー ス化 の現状
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・1972年 か ら今年 まで のデー タベース化 の歴史 を示 した(資 料3、P5参 照)。 人事情報 のデー タベース を

作 った のが昭和55年 。 リレー シ ョナル ・デ ータベースではな く、 ツ リー 構造で作 ったAIM/DBの デー タ

ベースだ。 これ は16年 たった今で も稼 働 している。その後営業検索汎用か らリレー シ ョナル ・デー タベー

スを入れた。互換的にはADABASを 入れて いる。10年 程の間は、 ホス ト系 を中心 としたデータベース を構

築 してきたが、 ここ3年 ほどでクライ アン ト/サ ーバー型 に変わって きた。平成6年 か ら人材情報 のC/S型 人

材情報 システム のデー タベー スを作 り出 した。

・最初に商 品情報関係について6つ のデータベース を取 り上 げる。今回は勘定科 目ではな く、情報分 野に限

定 した。フ ァッシ ョンPOS情 報、住生活POS情 報、食品POS情 報で、ホス トで もって いるデー タベース、

ADABASを 使 ったデータベースとな ってい る。主要データは大体似 通っているが、フ ァッシ ョン系POS情

報 になると在庫情報 まで と らえている。コー ド体系 としてはインス トアのコー ド、つ ま りマイカル品番 を

使 ったデータベース を持 って いる。 このデー タベースが約700万 件弱ある。住 生活 は1250万 件、食品が640

万件 となって いる。 各本 部、各店 舗で情報検索が でき、接 続端末 は約500台 にな る。 ク ライ アン ト/サ ー

バー型の情報 システムは、基本的 にオラクル を使 って いる。接続端末 は50台 、あるいは10台 、8台 とな っ

てい るが、今後は こち らの方 に移行 して再構築 してい く。

・量販店か らみ る と顧客 情報 はか な り重 要だ。COSMOS(店 販促 システム)は ハウスカー ド(自 社 ク レ

ジッ トカー ド)を キーに した顧客情報 のデー タベース。1985年 に構築 を始め 、DMに も使 っている。ハー

トオペ レー シ ョン(シ ョップ販促)は 、AS400を 使 ったデータベー ス とな る。1989年 に開始 し、 これ に

よって初めて各店 のショップにパ ソコンを入れて もらった。各 ショップの売 り場担 当者 がパ ソコンを使 い

なが ら顧客情報 を把握 して いく。

・人事 情報 につ いて は、FAIRSと い う検索 システ ムを構 築 して いる。1994年 に作 った のが 人材検 索情報

だ。いわゆる従 業員 の写 真情報や個人 の売上 を示す経営数値情報 を加 味 して作 り上 げて いる。

2.グ ループ ・データベース の今後

・今後 どうい う形 で進めてい くか、定義 してみた。1番 目は 「検索型か ら分析型へ」変 える こと。従 来は紙

にプ リン トアウ トしていた ものを、画面 を見 る検索型 に しよ うとい う発想が最 初多かったが、最近では特

にエ ン ドユーザ ーコ ンピューテ ィングでデータを放 り込んだ形、あるいは分析 や シミュ レー ションの使 い

方 に変 える必 要があ る。

・2番 目は 「業務別か ら統合化へ」。今 まで説明 してきたのは、ほ とんど業務単位のデータベー スだった。

どち らかと言 うと情報 とは、ある商品が売れ、その商品は誰 が買ったか、 とい う使い方をす る場合がある。

そ のた めには統合 されたデー タベースの構築 を意識す る必要がある。データウ エアハウス につ いては今後

早期 に検討 して いく必要が ある。

・3番 目は 「多階層化 ・ネ ッ トワー ク型へ」。従 来は検索 型ということもあ り、ホ ス トかPCを 繋 いだ形が

多か った。今後 はホス トとサーバー、サーバー とサ ーバー の間、サーバー とPCを つな ぐ。ネ ッ トワー クの

LAN/WAN環 境 で どう使 って い くか考 えてい く必要が ある。方針 と して、既存 のデー タベ ース を再整理

し、新技術 を導入 して、再構築 と利用環境 を整備 し、エ ン ドユーザー ・コンピューテ ィ ング推進 をさ らに

加速 させ 、情報活用 の高度 化 ・生産性 を向上 を実現 したい。

3.外 部デー タベー スの利 用

・現在 、外部デー タベー スの利用 はない。今後 は特 に日用雑貨、食 品の棚割 りや スペー スの生産性 を意識

した商品イメー ジデー タについて共通のデータベース としてできて い くと考 えている。 ファッション系だ

とQRCと い うところをうま く使 っていきたい。

・また、現在 のJICFSに つ いて は、なぜ使えないか考 えてみた。JICFSは 、過去数度 「何 とか して使 いた

い」 と検討 してきた が、未 だに使 っていない。理 由は、まず 、自社 の商品マスター(POSマ ス ター)に 使

えない。使 う側 か ら言 うと、登録内容の制度に対 して責任体制がない。間違 って も文 句 を言 う相手 も責任

を取 るところもない。棚割 り等の関連でい うと、新規商 品の場合 は登録 のタイ ミングが重要 になる。そ の

タイ ミングが保証 されない と使 えな い。焼香商品について も同じだ。それ を回避 す るには、通常 は小売業

とメーカーが共 同で使 うことにな り、使い方 を協議 した上で初めて稼働す る。例 えば企業間EDIの 中間フ ァ

イル と して使 う場合に して も、 どう して も独 自項 目が残 ってしまう。小売業 の独 自項 目は 自分 の ところで

やれ ばいいし、メーカー、 問屋 の場合 もそ うなる。お互い連絡 しな ければな らな い、共通化 しなけれ ばな
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らな い共通項 目はもっ と多 い。

・今 のJICFSの 項 目か らいくと、独 自項 目はどうして も直接データ交換する方法 を取 らざるを得ない。そ う

す ると二重になって しまう。 ここを避 けるため には分類、南流、物 流の標準化 と項 目整備 をもっと進めな

いと、JICFSだ けでいい、 とい う話 にはなな らない。属性 だけで も使 えないか、例えばお客様用 のレシー ト

の商品名にJICFSの マスターか ら使 えな いか検討 したが、必ず しもお客様 にわか りやすい表現 にな っていな

い。小売業はお客様か らの苦情が一番怖 い。小売業 にとってのお客様を意識 した登録 になっているか考え

てみた が、最終的には使 えなかった。ただ しJICFSの マ スター は、ある会社がPOSシ ステムや商品管理 シ

ステム を立ち上げる ときのイ ニシアル としては使え るか も しれな い。

[3]EDI化 の現 状

1.グ ループEDIの 現状

・まず種類 と対象取引先数の現状を示す。 小売業 、問屋、 メーカー のみ発注データ を出 し、約3000社 と結

んでいる。請求データは1200社 、照合 の後の支払 いデータは600社 と結んでいる。商品マス ターの登録デー

タは7社 のメーカー、問屋で作 って もらい、それ を小売に送って もらってい る。その他 、タグ作成デー タ、

生鮮商 品週間発注 デー タ、店で のナイ ロンの袋な ど消耗品発注データ、銀行振 り込み ・入金通知 デー タに

つ いて もEDI化 を進 めて いる。

・通信 プロ トコル について は、H手 順 で ここ3年 来推 進 して いるが、導入 してい る取 引先は5社 だ け。

P1、P7と 分けたが、従 来は端末起動でや るのはP7プ ロ トコルで3社 、 こち らか ら配信 してい くのはP1プ ロ

トコル で2社 と受発信 して いる。それ以外 のところはすべてJ手 順 で行 っている。全銀 手順 は金融 系各社 に

対 して使って いる。

2.ECR(QR)とEDIの 推進状況

・ここ1年 半 ほど積極的に進 めている。基本 的には 日用雑貨、加工食品を中心 とした ものにな る。 この推進

につ いての基本 コンセプ トは、一つ は共 同でや る こと。2番 目は ロー コス ト。3番 目は標 準化で ある。各

メーカー、問屋 とまず話 し合 いを して いる。 「共同」 とは、 どうして も小売業 の合理化だ けでは進 まない

という認識で、相互信頼のもと進めてい こうということ。Wiri-Winと も表現できる。 「ロー コス ト」は、

お客様 、物価か ら考えてコス トダウンをギ リギ リまで進 めてい くこと。それか ら 「標準化」 をあげて基本

的な合意をも らう。

・具体 的に進 めている基本テーマの内容 につ いて。商品マスターEDIは 基盤整 備 と捉 えて いる。 これは商

品マス ターの交換、商品マスター登録 データの交換 が関連 として出て くる。 まず従来 のマイカル品番か ら

JANコ ー ドに変える。従来 はマイカル 品番で取 引先に発注 していた状況 だが、商品マス ター登録データ、

発注データにつ いて もJANコ ー ドで処理す る ことを進めている。同時に基盤 としてJCA手 順 か らH手 順 に変

えてい くことを検討 して いる。

・物流EDIで は、ノー伝票 ・ノー検 品の体制 にしてい く。従来チ ェーンス トア協会 のほうで、ター ン伝票、

いわゆ るEOSの 発注伝票の フォー マ ッ トが決め られてお り、マイカルで もそれ を使っているが、そ の伝票

を廃止する ことと、商 品の検 収、検 品の廃止 を考 えている。そのた めには100%EOSで 発注 しな くては い

けない ことにな る。また取引先である問屋、メーカーか らす ると出荷検 品、出荷の精度 を100%に してもら

うことが条件 にな る。 この前提 ができた上で初めて ノー伝票 ・ノー検 品が進 め られる。納品予定デー タと

はASNと いう事前出荷通知 を指す。仕入 れ通知データは受け取 りを確認 して仕入れ計上 した通知 を取 引先

に返す仕組み である。 このような新 しいEDIの フォー マ ッ トを設定 してス ター トさせ ている。 この他 、物

流セ ンターで ラベル をスキ ャニ ング し、そのデー タが必要で あれ ば取 引先 に返 している。

・決済 のEDIの 推進は、取引先 口座 数が非常 に多 く運 営が難 しい。統一 口座 の一本化 は進 めてはいるが、

一番や っかいなのが返品や値引きの取 引だ。 これ にをコンピュータ化 しない と請求書 伝票 をな くす ことが

で きな い。マイ カル の店舗は各地域に分散 して いるが 、値 引きな ら値引きの窓 口を一本化 して交渉す る こ

とが必要。そ の後で、最終的に店別 で値 引きを起 こす 、 という方法 になる と思 う。推進 してい る基 本テー

マは以上の3点 にな るが、現在 のところ実施で きてい るのは物流EDIま でで、決済 まではなかなかいかない

のが実態であ る。

・業種別 に分 けて推進状況 を示す(資 料3 、17ペ ー ジ表参照)。 食品の部分は加工食品の取 引先で、 ほとん
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どが今年11月 に物流EDIの 本番 を実施す る。残 った ところは1月 のスター トにな る。加工食品分野は問屋 と

の取 引が多い。問屋 の場合は各地域毎 に物流の出荷検品の仕方が違 う。私 どもと しては出荷精度が100%き

ちん とな されな いと困 るので各地域 のセ ンター を確認 しなが ら進 めて いる。

・住生活 につ いては4社 計画 してい る。同 じく11月 か ら本番のと ころ もあ る。1社 は物流EDIと 併行本番 が

2カ 月 と長 く、 この間に相手の方の ピッキングか ら出荷 までを検証 させて もらって いる。 この部分が よ くな

らな ければ、併行本 番 を延 長す る。た だ し、 この取引先 について は何 とか11月 か ら本番 に入 る予 定で あ

る。北海道で は4社 と進 めて いる。

・衣料 ・服飾 と業種分 けして いるが 、ここにはファッション系は入 って いない。肌着関係 のメー カー が中

心で、化粧 品関連 も2社 人ってい る。 ここでは11月 か ら1社 が本番 に入 る。 また、 この分 野では年 明けか ら

のスター トが多 く、物流EDIを 中心 に して ノー伝票化 ・ノー検 品 を進 めて い く。

・17ペ ージ表 では3社 は実施済み となって いる。そのうち1社 は花王 である。花 王 とは決済 のEDIま で全

国展 開している。衣料 ・服飾 系ではワコール と11月 か ら実施す る予定 にな っている。グンゼ とも2月 か ら始

めるために調 整 を進めてい る。

3.ECR(QR)とEDIの 今後 の課題

・ECRの 課題は、 まず 「協 力か ら同盟へ」 と進めていくこと。例 として、花王 とは2年 ほど一緒 にプロジェ

ク トに取 り組んで いる。花 王 とジャス コの プロジェク トはよ く知 られて いるが、マイカル も花王 に教わ り

なが ら進 めて いる。花王 とマイカルの副社長が出てきて同盟を結び、年 に2回 程報告会 をしている。マイカ

ルか らは商品部、営業スタ ッフ、マイカル システムズ、経理スタ ッフを交 えて話 し合 いを行 う。立 ち上げ

のプロジェク トと して弊害だ と思 ったのは、あま りに営業や商品部 の人間が前 に出るとおカネ の話 ばか り

になる こと。そ こばか り前面 に出る とこういう仕事は進 め難 い。花王 の場合 はうま く進 んだが 、か といっ

て何百社 もある取 引先 と進 め る時、それぞれ と副社長 レベルが折衝す る ことは難 しい。

・物流EDIは 社長直轄 プロジェク トになっているが、あ まり営業 が前 に出な い形で進めた い。た だ困るの

は、そ のプロジェク トを進 めていなが ら途 中で取 引をやめ られて しま うこと。ある程度先 を見越せ る取 引

先 と戦略を進 めていきた い。 問題 が起 きた場合は営業に も出て交渉 して もらう。また、値 引きな どの ビジ

ネスフ ローをど う変 えて い くかについては、営業や商品部 にも一緒 に検討 して もらわな くてはな らない。

・それでは、今 後 どうい う形 で進 めてい くのがベ ターか。 このままの形 で進 める とどん どん横展 開 しな く

てはいけな くなるので、進 め方 をパター ン化 して いかない と発注デー タの交換 まで進 まない。横 への展開

について、取 り組みテーマの拡大 を、よ り深めるには どうすれ ばいいか考 えた。お もに雑貨 ・食品 を想定

したが、まず 品揃 え改 善、 自動発注 に対 してPOSデ ータをうま く使 って いく ことをテーマ として考えな け

ればな らない。

・次 にファッシ ョン商品への展開。マイカルのフ ァッション関係 のシステムはかな り古 い。岡委 員の提唱

した基盤整備 とうまく合わせなが ら社内の システ ムの再構築 も図 らなければな らな い。テーマ としては 、

小売業か ら受注 生産、商品の追加 について どこまでで きるか。おそ らく受注生産はできな いし、 あるいは

シーズ ンごとに初 回納入が あるが、需要予 測を もう少 し研究 して いく必要が ある と思 う。

・最後 にEDIの 課題 。 ノー伝票化 を実施 して、確かに伝票 はな くな っている。 しか しコンピュー タ処理 で

きる汎用用紙 の納品明細 をお願 い して いるので、本 当の意味でのペーパー レス には到達 して いな い。 よ り

進 めるにはマイ カル の情報 イ ンフラ整備 、各店舗 のPOS、SAの システム、LANを 整備 して い く必要が あ

る。また取 引に関す る電子決裁 も進める必要がある。国際化の対応 とい うことでは、EDIFACTも 研究 して

いるが、今の ところ固定長 のフォーマ ッ トばか りなので、近い将来EDIFACTへ の切 り換え を考 えな くて は

な らな いと思 って いる。標準 化の拡大 については物流 のラベル、H手 順 の浸透 もあわせて進めて いかな い

といけな い。
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■ 第3回 委 員 会/1996年11月19日

[井岸 委員 レクチ ャー]

●加工食品卸の概況
・日本加工食品卸協会(日 食協)は 、社団法人化 して3年 目だが、歴史的には20年 近 く協会活動をしてい

る。協会加盟社は国分(株)、(株)菱 食、(株)明 治屋など、大手食品卸に加えて、大半は全国各地域

の中堅どころの卸問屋になる。食品卸は日本の流通機構の中で欠かす ことのできない産業といえる。現在

会員は268社 、賛助会員として主として加工食品メーカー中心に111社 加盟している。全国各地区に支部が

あるが、この協会は会員達の手によって日常業務の運営をしている。情報システム関連では、情報システ

ム会員会が結成されている。8人 の委員が任命されていて、それぞれの企業か ら情報システム担当の取締

役、あるいは部長クラスからなる委員会である。その下に必要に応 じてワーキンググループをつくってい

る。常設的にはメーカーの賛助会員も入れて、課長クラスで結成している 「ネットワーク研究会」がある。

そのような組織の中で情報関連のとりまとめをしている。

・今 日は10項 目の話題をあげてお話 ししたい。加工食品卸売業界は地道ながらいろんな活動を手掛け、

コンビニやスーパーマーケット、ディスカウントス トアなど、安い価格で生活者に商品が手に入る仕組み

は、卸産業が担って作 り上げたシステムの上に成 り立っているのではないかと考えている。 しかし近ごろ

の 「問屋無用論」という言葉に代表されるように、中間流通の存在が何度か問われ、大きく変化している。

今まで卸売業は生産者の販売代理機能の形だった。特に日本固有の特約店制度のように販売店をもつ制度

があるが、加工食品の場合は、ナショナル ・ブランド、ローカル ・ブラン ドともに卸売業を使って流通し

ている。今までは建値制度で小売価格、卸売価格、メーカー渡 しはいくらと価格が守 られてきたが、それ

がオープン価格制度へと変わりつつある。メーカーからの出し値は一定だが、あとは自由に値づけできる

時代 に突入した。そのようなところへ規制緩和の波が押 し寄せている。

・そこで、卸売業のマージンが極めて低廉化する現象が起きている。それに対応するにはローコス トオ

ペレーション、あるいは情報システム化を進める必要がある。しか し、それに耐え得る企業が何社あるか

が問題。逆に言えば、卸機能は誰がやって もできるのではないかと、違う業界業種か らの参入が始まって

いる。例えば、花王の物流サービス会社がイ トーヨーカ ドーの全物流機能を担うことを画策 している。こ

のようなことがオープンで練られていることは、我々にとって脅威になる。

●加 工食品卸売業の今 日的機能

・加工食品卸売業には3つ の機能 と呼ばれているものが求め られ る。一つは ロジステ ィクス機能 。今 まで

は物 流 と呼び、販売の機能に付 随 していた 一つの業務 だった。 しか し、今や ロジステ ィクスは小売業 に代

わって、セ ンターか ら各店配 送す る納入業務 を含 めて、メーカーか ら小売店 まで の一連 の物流業務 を代行

す る機能 になって いる。次にマーチャンダイ ジング機能 が要請 されて いる。例 えば商 品開発や 、売れ筋商

品を作 るな ど、データベースの必要性 が出て くる。 もう一つは、卸 と して リテール ・サポ ー ト機能が求め

られ て いる。取 り組み先の小売業 と一緒 に生 き残 る ことを考 えな くて はいけない。 アメ リカでホール ・セ

ラー と して生き残 ってい る卸売業は、小売 業 とともに業務 に取 り組 んだ結果 である。視察 の際 アメ リカ

のホール ・セラー企業 の看板を見 ると"RetailSupportCompany"と 書いてあ り、意識 も変化 している。

卸売業 とは、本来 は小売 に対 して ものを売 るとい う立場の機能だが、 リテール ・サ ポー トとなる とスタン

スが変わ り、売 上ではな く、生活者 が支持 す る価 格 と品質で どれだけ商品を供給 できるか、 とい う考 え方

で力量 を測 るよ うになって くる。

●情報化の必然性
・そこで、情報化の必要性が出てきた。コンピュータを活用して、その情報を活かし仕組みを作らなく

てはならない。売れ筋商品情報は、POS情 報 として各店舗から上がって くる。POSは 売れ筋情報という

が、本当は店で並んでいる商品の中で、売れている順位を示 しているのであって、店 に置かない商品はそ
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もそ も出て こな い。外 の売 り場 でもっ と売 れている商品があるかも しれない。 これ を見 通 して本 当の売れ

筋商 品 となって くる。 また、売れ筋 商品 とは別個 に、商談によ り、定期的 ・継続的な店 頭陳列 に対 して 、

売れ た数 の分 だけ補充発注 がな され て くる。それ らの情報が膨大 な数で飛 び交 っている。

・例えば、一つの物流セ ンター の中で、卸売業の中間的なセンター にな ると、1,000坪 程 のスペースが あ

る。そ こにある商品アイテム数は、ゆ うに3,000を 越す。さ らに、商品マスターに登録するアイ テムの登録

数 は約4倍 になる。通常そ こに商品がな くて も、廃番商品も、流通段階で返 品され る可能性 もあるので、 い

つ商 品が入 って くるかわか らない。商品コー ド数 のメンテナンスだけで も膨大な仕事にな って くる。 この

規模 のセ ンター を効 率よ く動かせ ば、年間300万 ケースほどの商品が動 く。ケース単位で動 くだけでな く、

卸 の段 階で半分近 くのアイテ ムは、カー トンをほどいてバ ラで動か して いる。つ ま り、段ボール単位で な

く、内側 の小箱 単位 で流れて いる。それ を一つ注文すれ ば1デ ー タ とな る。

・売れ 筋商品で卸売業がお互 い しのぎを削 っているのは、売れ筋 を単に提供す るのではな くて、 「棚割 り

提案」 もある。 これは 、売 り場を どのよ うに構成 した らよいか とい う提案合戦であ る。そ こで ロジステ ィ

クス機能 、マー チャンダイ ジ ング機 能、 リテールサポー ト機 能をミ ックス した形の競争にな りつつ ある。

ナ シ ョナル ・チェー ンの大手 小売は独 自の棚割 り提案 をしている。 それ以外 のローカル、 リージ ョナル の

ス ーパ ー、コン ビニ、デ ィスカウ ン トス トアになると、われわれ卸 売業の棚割 り提案 を比較 して、取 引先

を選ぶ よ うになって いる。単 なる商品コー ドだけでな く、映像化 された商品 のイ メージがない と棚割 り提

案 にな らない。そ こで、棚 に載せ る商 品一つひとつの絵 のデータベー スが必要 になって くる。

・物 流 においては、受発注 のデータが膨 大にな って くる。規模 の大 小な どいろいろな違い もあ るが、た

とえば1企 業 の、複数のチ ェー ン店 舗相 手に、1,000坪 のセ ンター を専用セ ンターと して運用す る こともあ

る。EOSで 商品を注文 していただき、各店別 に ピッキ ング し、配送 して い く。実際 は、む しろセ ンター か

ら多数の取 引先 に対 して発送す る形が多 い。多数の取 引先 に対 して 、かな りの率でEOS化 が進んで いる。

今 まで は電話 やFAXで 注 文 をも らって、 セ ンターのコ ンピュー タにイ ンプ ッ トして いた 。 しか しそ れ で

は、現在 の取 引の平均的 なマージ ンの中ではコス トオーバ ーになって しま う。 したがって、 この物流拠点

の 日常 の発注業務 の中で 、EOS化 してい く必要性が高 まって いる。 「EOS化 しな い小売店 とは取 引お断

り」 とい う拠点が いくつ も出て いる。 また、業界では個々の小売店 のEOS化 へ取 り組んで いる。東京で は

既 に一般 の酒屋で一つのEOS端 末 を導入 して、複数の問屋へ どこで もアクセス して発注 できる、共 同EOS

が発達 している。

・マネジメン トの点で は、商品数 ×取 引先数 という膨大 なデー タが毎 日発 生 している。特 に売上げ、仕

入れ だけではな く、売掛金 、買掛金 が発 生する。それか らリベー トと称す る販売促進 費 ・販売 奨励金 が あ

り、後払 いのマー ジン補填分 のよ うな ものになる。一つの商品 ごとに 「何 ケース売った らい くら差 し上 げ

ま しょう」 とい う約定が入 る。メー カー各位 か ら卸がそれ を貰 い、そ の一部分 、場合 によっては大部分 を

小売 業に支払 っている。そ こで膨大 な未 収 ・未払 いの管理業務が発生す る。 これは非常 に面倒 な管理 とな

る。 これ らを含 めて、最終的 にはそ れが財務会計 に結び付 く、 あるいは、 この ロジスティクスを効 率化 さ

せ るための効率指標 を作 るた めに、情報化 の必然性があ る。

● ロジスティクス機能 とその業務

・卸売業の個々の業務 とはいった いどんなものがあるか、また、業務 の一つひ とつをはっきり把握 して、

どうした らロー コス トの ヒン トが得 られ るか、あるいはシステム化 のチャンスがあるかをつかむ必要が あ

る。そ こで次のよ うに作 業分解 してみた(資 料2・3ペ ー ジ参照)。

・ここでの発注 とは 、メー カー に対す る ものにな る。 ここで各拠点 において一番問題 になっている仕事

は、発注 量の確定作業で ある。 どれ だけ在庫 が減 ったか、メーカー に発注 しな くてはな らない数量の確定

が 、なかなか機械化で きて いない。 自動発 注のための算出方式 も一般的 に研究 されているが、個 々の店舗

か ら出て くる発注量 の予測 と、メー カー と卸の間 の、現状の発注 ロッ トにそれが重な り合わず 、非常に難

しい。だが、名 だた る卸売業 は何 回 もこれ に トライ し、末端 の店舗か ら上が って くる発 注数量 を読 み取 っ

て 、 自動 的にメーカー に対 す る発注情報 に変 え、何 とか結びつ けよ うと して いる。

・受注作業はEOS化 する しかない。EOSで 入 って くれば次のEDPプ ロセス に入 って伝票が作 られるのは

言 うまで もな い。庫 内の ピッキ ング処 理 の指示や、在庫管理な どの仕事 に、1デ ー タ ・1ラ イテ ィ ングの

デー タですべて処理 してい くことにな る。

・当然配送管理 にな ると、1日1拠 点で、たとえば1,000坪 のセ ンターな ら2ト ン車で50台 以上 の出荷 にな
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る。1日2回 転 になるので、実 際は25台 の車が必要になる。 これを半 日使 ってプ ラッ トフォーム(ト ラック

ヤー ド)か ら出す。残 りの半 日は、入荷 を しなけれ ばな らな い。 トラックヤー ドが広 ければ入荷 と出荷 が

同時 にで きるが、現状ではほ とん どの卸業 には余裕 がない。24時 間稼働 に限 りな く近づ いて いるが、その

中で トラックヤー ドを交替で効率 よく使お うとい うシステム開発 をいろいろ試みて いる。そのための配 車

手配 であ り、運行管理で ある。結果的 には積 載効率 とあいまって、個 々の車の運賃 も管理 し、 ここで配 送

コス トの削減 も考 えな くてはな らない。

・在庫管理は 「在庫 を寝かせて はいけな い」 とい う意味で、資金管理 の見方 も出て くる。新 しい商品の

ほうが好 まれ るので、各小売店 も 日付 の新 しいものを求め るようにな った。 これ は 「先入れ ・先出 し」 と

いわれ るが、膨大な在庫管理の 中で 日付管理 もして いかな ければな らな い。 いか にして正確 に出 してい く

か、 システム構築 しなけれ ばな らな い。卸売 業の利益 は商品 出納が崩れ ると、 まった くだめ にな る。最 も

大事 な資産は倉庫内の商品なので、 この数量の正確 性が会社 の経理 の正確 さに直結す る。 ところが、24時

間稼働 、かつEOSで 管理 してい ると、午後2時 半 ごろスーパー の本部 か ら各セ ンターへ とEOSが 入 って く

る。 これは翌 日の売上げとな る。 プラッ トフォー ムや トラ ックに積んだ段階で はまだ卸 の在庫であ り、売

上 げにはなって いない。 しか し棚 にはもうないので、決算 日には在庫 をどこまで勘定すれ ばよ いか。 この

よ うな会計的な問題 も背景にあ る。

・コ ンピュー タが発達 したお かげで、入荷 も出荷 も見込みで立 ち、 コンピュー タの中の在庫は別個で一

人歩 き している。現物在庫は現場で出 し入れ して いる。 これ らの整合 性、信悪性を どうつかまえてい くか、

この技術が非常 に難 しい。そ の他 、マ ネジメ ン ト関連 では証懸一つ ひとつは完全 にペーパー レス にな って

いない。その都度 いろんなチ ェックリス トを作 らな くてはな らない。

・セ ンター 内業務では、実務 として入荷作 業、格納保管 を してお り、ほとん どコン ピュー タで管理 して

いるので日付 による先入れ ・先出 しが出やすいようになっている。ケースで 出る商品とバ ラ出荷 に分 けて、

アイテム別に格納 してい る。そ れ と業態別 ・企業別 に対応 したほ うがローコス トオペ レー シ ョンになるの

で、一つ のセ ンターの屋根の下 で在庫す るものは、チ ェー ンス トア用 、それ以外 の得意先用 とい くつも分

けてあ る。 このような在庫管理 が既 に一般的 に行われてい る。さ らに機 器備 品管理 は、デジタル ・ピッキ

ングがかな り増 えてい るが、この中にEDPで 入 ったデータが活用 され正確 を期 してい る。 リテールサポー

トの一端 として、店舗 における検 品の手間暇 を省 くため 「ノー検 品」 を進め、そのためのチェ ックシステ

ム もある。

●取 引先 コー ドセ ンター

・業 界内のデータベース の一つ の例 と して 、取 引先 コー ドセ ンター を紹介す る。 「酒類 ・食品全 国コー

ドセ ンター」 の利用企業は、業 界での卸売業 、メー カー等 を含 めて 、8年3月 末で2,223社 。登録 している

メー カー ・卸業 の取 引先コー ド数は357,307件 登録 されて いる。 この業界 でコ ンピュータを使い、伝票発

行、企業間のデータのや り取 りをする場合 、100%近 く取引先コー ドセ ンター に登録 され ているコー ドを使

うことになる。有力加 工食 品メーカー はほ とん ど加 入 している。 また、 日食協 に加盟 して いな い場合の卸

問屋 も使って いる。取 引先 コー ドの うち95%が 漢字化 して いる。任意団体 で、全国運 営委員会 にお いて運

営 されて いる。事務局は野村総合研究所 が 中心で、現在は野村 コン ピュータサー ビスに移管 されて いる。

・まず、卸 ・メーカーで新規取 引先 が発 生 しコー ドセ ンターに必要要 件を書 いて届 け出をす ると、コー

ドセンターがコー ド番号 を付香 して くれ る。1件 新 しい店が出る と、そ こと取引がある卸 が申請 してその店

の コー ド番号 が作 られ、それを全加入企 業が共通 して使 う。取引先コー ドは他 の業界の標準の中で全部共

通 で使われている。コー ド番号 は、まず 企業番号 を決 めてい るのではな く、お店があ る地域別に順 番に登

録 してい く。たまた まJICFS(流 通 システム開発セ ンター)で ロテーシ ョンナ ンバ ー という考 え方が出てい

る。われわれのほ うは積み重ね で順番に付養 して いるので、今後整合性 を求めて いかな ければな らない。

・マ スターの整備 につ いては、小売店舗 も廃業 した り、違 う名称 の名前 の店 に変わ る場合が あるので、

そ の整備 も必要である。運用のルール につ いては運営委員会 で議論が 出て いるが 、今 までコー ド番号の付

いて いた店舗が買収されて社名変更 され る場合 がある。そ この番号 をどうす るか 、あるいは債権 を誰が引

き継 ぐのか確か めてか ら変更す るな ど、ルール作 りが必要。

・データ検索サー ビスはオンライ ンで つな ぐため、現在 野村 デー タサー ビスのほ うで システムを変 えて

いる。オ ンライ ンでつないで画面 を開 くと、現在の最新情報 が出る形 になって い る。従 来は月末になると

新規追加情報がプ リン トアウ トされて、ハ ー ドコ ピーが会員 に提供 されていた り、あ るいはフロッピーディ
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スクで渡す形 になっている。

●SDPか らSJKへ

・SDPは 「酒類食品デー タプール」の略。昭和30年 代 に取引先 コー ドセ ンター の次 に作 られた。普通商

品は メーカーか らいったん卸の倉 庫 に入 れて卸が配送す るが、ロッ トが まとまってい るものは メーカー工

場か ら小売店舗へ直送す る。その都度直送案内が出されて いたが、 このデー タを コンピュータ情報 にす る

た めに、最初は磁気 テー プを もらっていた。 この磁気テープをSDPと 称 していた。今度 は卸 の倉庫 に入れ

た商 品を、卸が どの小売 にどれだ け売 ったか を、メーカー に返す ことになった。 これが リテー ラー ・デー

タ ・プール(RDP)と い うシステム にな った。その他の情報も一緒 にで きるので はないか と思 い、デー タ

サ ー ビスを仲介 して い く野村 総研 が いろいろな機能 を付加 して いった。

・SDP 、RDPがVAN機 能 を果 たす ようになったので、機構その ものの名称 をSJKへ と変更 した。 これ は

「酒類 食品企業 間情報 システ ム実践協議会 」の略称 になる。今後新 しいシステム を開発 してサ ー ビス して

い こうと考 えて いる。VAN機 能 なので付加価値をいろいろ付けて いたが 、1デ ータあた りの単価が高 くなっ

て しまう。そ こで必要な情報だけス トレー トにつな いでも らいたい会員 に対 して、1デ ータの単価の安 い新

しいシステム を開発 して いる。 このよ うな業界 あげて のVAN機 能 で も、取 引先 コー ドセ ンター の取 引先

コー ド使われている。そ の他 に、売上情報 や返 品のな ど取引区分 コー ドの取 り決 めな ど、情報 のや りとり

に伴 う細か い約束事 をSJKが 取 りまとめて仕切 っている。なお、 日食協はSJKの 上位機関で、監視的な役割

をもって いる。

●業界統一伝票

・そ の他、業界 としては酒類食品統一伝票 を作成 して いる。 日食協 が伝 票標準 化推進 を強 く主張 し、業

界 内の徹底化 を図って いる。賛助会員だ けでな く、会員以外の メーカーに も統 一伝票使用 を強 く要望 して

いる。納 品伝票 、物品の受領書 、出荷案 内書か らな り、様式を統一 している。 これ を導入 して いる企業 ほ

ど、EOSに も積極 的 に移 行 して いる。

・この統一伝票 の発想か らできた のが 「酒類食品業界 卸店メーカー企業間標準 システム」.である。 これ

はコ ンピュー タのプロ トコル 、フォーマ ッ トに関 してのマニュ アルにな る。受発注 システ ム、 出荷案 内、

販売実績 等をメー カー に出す 、あるいは新 しい商品案内システム、在庫が どれ だけあるかをコン ピュー タ

で企 業間にや り取 りす る場合 は、 このマニュアル に従って もらう。 これは全食 品加工 メー カー 、卸が従 っ

ている。外食産業の卸協会 も同 じこ とをや ろうとして いる。またJICFSの ほうも、 この第1版 が反 映されて

作 られている。現在会計版で第3版 が作 られたが、第4版 の必要 性が出てきた。商売は 日進 月歩 で いろんな

形の商売の付属(オ プシ ョン)が 出ている。それについて どうコンピュー タ情報 としてや りと りす るか等、

次か ら次へ と問題が出て くるので、それ をその都度、ネ ッ トワー ク検討会で実務 的に も見 て、情 報 システ

ム化委員会でオーソライ ズ している。と りあえず第4版 が出るまでは 、第3版 に加 えるオ プションとして決

めてお いて いる。

・標準 コー ドについて 、統一取引先コー ドは酒類食品全国コー ドセ ンター を使 い、桁数は8桁 、レコー ド

は12桁 を使 って左詰めな ど、細か く決め られて いる。業界共通用語 は全部標準 コー ドを決めて これ を使

う。 このマニュアルは1冊1200円 で、 日食協 にある。データのや り取 りをす る卸 ・メーカー には これを買 っ

て もらう。VAN会 社が 中小や零細 のメーカー ・卸売企業 のVAN機 能 を担 うために買っていくことも多い。

・これ はまさにEDIの 一つ の典型例 だが 、残念な ことに これ は卸 とメーカ ー企 業間 のシステム に留 まっ

て いる。本来な ら小売業 との間でシステムができて、業界あげて のEDIの 成功 とな り、ECRに な る と考 え

て いる。 いずれ関係す るチ ェー ンス トア協会等の門 も叩いてみたい と考 えて いる。現段階 では卸 のほ うで

第4版 を作 る ことが急務 とな って いる。そ れをベースに小売業 の賛同 を得 て、今後 どうす るか、JICFS、

JANコ ー ドとの整合性 を求 めて いかなければな らな い。

●EOSの 共同利用

・業界では比較 的早 くか ら、機械化 、情報 システム化 については、 ライバル であって も競合す る ことは

認 めなかった し、呉越同舟 として きた。EOS端 末の共同利用は、 もともとは、東京地 区の酒類卸売業者 を

中心 に、国分 、明治屋 を始 め10社 が集ま って始 めた。全国的にこの しくみ に乗 ろうとす る会社が増 えて い

る。導入 した件 数は17件 になって いる。参加 している卸は110社 、.共同利用端末 は3,835台 。EOSの ルール
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は企業間標準システムに準拠して使っているし、そこで使われているコー ドも同じものになる。ライバル

企業同士が同じものを使うのはそもそも考えられなかったことだが、発注機能と情報システムは横並びに

して、売 り込んだ食材や南流、ロジスティクスを含めた提案で競争しようという発想である。

●業界商品コー ドセ ンター構想

・業界商品コー ドセ ンターは まだ構想 の段階
。現段階では国税庁 と農水省 の協 力で、設立準備委員会 を

発足す るため、委員会綱領案 も出 し、12月 には第1回 の会議を開き、業界のコー ドセ ンターについて検討 し

てい く。これは3年 程前 から、JANコ ー ドがそのまま使 えないので問題 になっていた。現状は、必要 を感 じ

たメーカーだけが限定 された商 品だけにJANコ ー ドを使 って いる。登録 を管理 して いる情報 システムセ ン

ターは強制 力がな いか ら、 どれ を登録 して どれは登録 されて いな いかは全 く問わな い。情報 システムセ ン

ターによれ ば、食品メー カーの2割 か ら3割 は 自分 でJANコ ー ドを管理 して いな いので はないか、とい うこ

とだった。

・さ らに、JANコ ー ドを登録 した企業 にお いて、番号の使い方はまった く自由にな っている。極端 に言

えば、メーカー のほ うでAの 商品 とBの 商品で同 じJANコ ー ドを使 うことも可能になる。 しか し卸、小売か

らみればAとBは 違 う商品にな る。例 として、中味は同 じだけ どラベルが違 う地 域限定缶 ビールや 、お正月

の"賀 正"ラ ベルの ビールがあ る。 この コー ドナ ンバー区分のほ うも卸売が して いる。今 ではメーカーで

もJANコ ー ドを分 けてい るが、 このよ うな付 番のルールをいろいろ考 えていかなければな らない。 ま して

や荷姿 を示すIPFコ ー ドになる と、 ラー メンのよ うな軽 い商 品はメーカー 出 しの段 階でカー トン2、3個 ご

とにまとめて番号わ けして、 これ を1単 位 として いる。 ところが卸 はそ の荷姿 の紐 をハサ ミで切 って1カ ー

トンずつ売る。 この場合IPFコ ー ドは どれに付 くのか、ル ール はな い。 したがってIPFコ ー ドの導入は、加

工食品業界で まだ50数%に 過 ぎない。 ただ し、菓子 業界では85%ま で導入 して いるので 、われわれ もIPF

コー ドの活用方 法を促進 しな けれ ばな らな い。 これが業界商品コー ドセ ンター の仕事 とな る。

● 「情報化」調査

・日食協の活動の一つとして、情報化のために傘下の会員がどのような考え方でどんな整備をしている

か5年 に1度調査をしている。ちょうど今年も実情アンケー トをしている。卸売業も今後一部は淘汰されて

いくだろうが、機械化、情報システム化については熱意をもって取 り組んでいる。また、その中で生き残

りをかけて標準化を協働で行って、データベースを作 り活用する動きが出ている。

●今 後の課題

・今後は、われわれの業界 と して商品 コー ドセ ンター を具現化 して いきた い。それか ら、企業間標準 シ

ステムの第4版 を早い うちに作成す る こと、JICFSを 中心 に して整合性 をと らな けれ ばな らな い。 この3点

が今 後の課題 になる。

[和 田委員 レクチ ャー]

・今 日は日本電子工業会(JEMA)の 高度情報化推進活動について報告する。前半にJEMAの 概要、後半

は高度情報化推進への取り組み、情報化の沿革、活動組織、情報化活動、電力CALSの 推進、今後の展望に

ついお話しさせていただく。

●JEMAの 概要

・JEMAは1940年 に日本電機製造協会 という形で設 立された。1946年 には 日本電機製造会、1948年 に正

式 に 日本電機工業会 とな り、1956年 に社団法 人の認可 をもらっている。従業員 は90名 、支部は大 阪、名古

屋 、九州の3カ 所 がある。事業 内容は電気機械器 具、発電用原動機及び原子 力機器 の製造並びに関連事業の

総合的な進歩 をはかることが 目的 になっている。会員数は平成8年9月 現在 で266社 、その うち正会員は181

社 、賛助 会員 は85社 となって いる。
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・JEMAが カバ ーして いる電気機器の生産額推移 を年度別 に表す と、過 去最 も ピー クだったのは平成3年

にな る。 この時 は合計7兆9,170億 円だ った。平 成8年 度 の見込 みは7兆451億 円で、そ の うち重電が4兆

2,584億 円を占める。 また、 白物家電の総額が2兆7,867億 円 という業績推移 をた どってい る。重電機器の

生産推移 も平成3年 が ピークで 、4兆7,289億 円だった。 このうち、開閉制御 装置が40.8%、 回転電気機械

24.7%、 変圧器 など静止電子機械器具が17.20/。、それか ら発電用原動機(ボ イ ラー 、蒸気 ター ビン、ガス

ター ビン等)が17.3%と な って いる。家電 品の生産額推移 は、平成3年 のピー ク時は3兆1,882億 円にな っ

て いる。平成8年 度 の内訳 をみる と、エアコンが43.5%、 電気冷蔵庫 が17.5%、 電気洗 濯機が6.8%、 あと

は換気扇 、電子 レンジ、電 気掃除機等 になって いる。

・JEMAの 機構図は、会長、専務理事 、常務理事 のほかに、各企業の代表者 の理事が専 任 され ている。ま

た常任評議員会 、評議員会があって、実動部隊は重電、家電 、中堅企業、原子 力等 、9つ の政策委員会があ

る。これがJEMAの 実 際の政策 を決める重要な委員会 となっている。 また重要事項 は理事 会、または常任評

議員会 で決定 され る。各政 策委 員会の もとに各種委員会 、あるいは専 門委員会 、その下 に分科会、 ワーキ

ンググループがある。各種委員会 は約100、 専 門委員会が約120あ る。その他 の会 が約120、 トー タルで約

380の 会議が運営 されている。比較的新 しいのが環境政策委員会で、私 どもの重電部で担 当 して いるのが、

重電政策委員会 にな る。事務局組織 は総務部、企画部、技術部、重電 部、原子 力部、家電部 に分かれてい

る。高度情報化推進は重電部高度情報化推進室 の担 当になる。 また、企 画部には地球環境室が あ り、 この

2つ は比較的新 しいセ クシ ョンになってい る。

●高度 情報化推進 の取 り組 み

・高度情報化推進 は、1)情 報活動組織、2)高 度情報化 の沿革、3)情 報化活動、4)電 力CALSの 推進、

5)今 後 の展望 、 とい う内容 でお話 ししたい。JEMA内 の推進委員会組織 の柱 は、EDI委 員会 とCALS委 員

会の2つ にな る。EDI委 員会 は平成3年9月 に発足 し、8社10名 が参加 して いる。 このEDI委 員会 の下に資材

EDI専 門委員会 が平成5年10月 に発足、現在18社18名 か らなる。その下 に鉄鋼EDI分 科会 が平成7年6月 に

発足 した。鋼 材ECを 鉄鋼 メーカー と取 り組む関係上、分科会で推進することにな った。 もう一つが、電力

EDI専 門委員会で ある。 これ は18社21名 が参加 、平成5年10月 に発足 した。修理 品のEDI分 科会、計器EDI

分科会の2つ を傘下に入 れて進めている。情報技術専門委員会 は18社18名 、平成5年7月 に発足 してい る。

●高度情報化の沿革(EDIの 推進)
・EDIの 推進は平成3年2月 に通産省電子政策課、電気機器課か らの電機4業 界(電 力、電線、電子、電

機)の 連携指針を受けて活動を開始 した。平成3年9月 にEDI推 進委員会、平成4年9月 にEDI推 進検討幹事

会を作った。平成4年3月 に柱上電圧器取引ワーキンググループ、電線取引ワーキンググループを設置して

検討を開始。平成4年4月 に柱上変圧器取引標準メッセージ部会、電線取引標準メッセージ部会を設置。5月

に電力業界との柱上変圧器および電線業界との電線取引検討を開始 し、推進を図ってきた。また、電力10

社からなる電気事業連合会(電 事連)と の推進打ち合わせを開始 した。平成4年8月 に情報 システム部会を

設置、平成4年10月 にEDI推 進協議会(JEDIC)が 発足 し、JEMAも 同時に参加した。平成5年10月 に、東

京電力と配電用機器メーカー間のEDI取 引を開始。平成6年3月 か ら電線業界 とのEDI取 引を開始、および

鉄鋼業界とのEDI検 討を開始 した。平成8年1月 には北海道電力とのEDI取 引検討開始、5月 に九州電力と同

様に検討を開始した。つい最近は中部電力とも取引検討を開始 している。
・配電用機器取引EDIの 概要を説明する。対象品目は電信柱の上にある柱上変圧器 と変成器。実施企業

は、東京電力、メーカーか ら三菱電機、高岳製作所、日立製作所、愛知電気、東芝、松下、ダイヘンが参

加した。対象情報として、所要計画情報は期に1回、電力会社から出ている。納入依頼書情報は月に3回電

力会社から出ている。検収書情報は月に1回電力から出されている。在庫確認情報はメーカー側から月3回

出ている。これはできあが りの最終的な情報の種類だが、この外に検収を受けて検収書が出るとメーカー

側から請求書が出る。月1回検収書に見合 う請求書を、インボイスではなく、一覧表の形で出してお金を支

払っていただくまで、EDIで 取 り組んでいる。平成5年 の5月に導入の具体化を検討し、10月 に運用を開始

している。東京電力と高岳製作所の例を出す と、所要計画が東京電力か ら出されて、高岳製作所の営業で

在庫調整、工場で生産検査が行われ入庫する。そして作ったものの結果として在庫情報を東京電力に出す。

東京電力のほうはその情報 を得て納入依頼書を発行する。高岳製作所の営業はそれを受けて出荷指示を工

場に出し、運輸会社から出荷される。納入 ・検収を東京電力で受けて検収書が東京電力で作成されて、そ
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れが高岳製作所の営業に行き、請求一覧表の形で出すようになっている。
・東京電力は上記7社 の電機メーカーのほかに、東光電気 との間で電力量計について平成7年2月 からEDI

を実施している。 この場合の対象情報は修理依頼、納入依頼書、検収書、在庫確認である。また、平成7年

4月 から北陸電力が北陸電機製造と通常変圧器について注文書、修理情報、検査申請、納入依頼書、入荷、

検収書、支払等についてEDIを 通 じて情報交換を行っている。それから中国電力においては中国電機製造

と柱上変圧器について平成7年3月 から、北海道電力は愛知電気、ダイヘン、高岳、 日立、三菱 と柱上変圧

器と配電用機器について今年12月 からEDIが 完成し実施に入る予定。同様に九州電力、中部電力も来年、

再来年の実施を予定 している。
・JEMAの 会員相互間の取引について、一部のメーカーの間ではEDIを 実施する動きがある。発注側では

ダイヘン、東芝、日立、富士電機、三菱電気がある。例えば、日立が愛知電気に発注する場合、発注元は

日立製作所の冷熱事業部、空調事業部、電気機器事業部等が発注する事業主体で、対象品目はモーターに

なる。平成9年4月 から実施する予定で作業を進めている。われわれの委員会では電力会社との間で技術的

な問題やJEMAの 会員間の問題を持ち帰 り、何かあれば委員会で検討する体制を取っている。

●電 力CALSの 推進

・JEMAのCALSの 取 り組 み につ いて。CALS委 員会 は平成7年2月 に発足 、委員会 のメンバ ーは24名 。

CALS委 員会 の下 にCALS技 術専 門委員会が平成8年9月 に発足 し、9社10名 が参 加 して いる。 もうひ とつ の

柱 がCALSの 普及啓蒙専門委員会 で、平成8年9月 に発足。8社8名 で取 り組んで いる。普及活動 は平成6年9

月にCALS技 術研究組合(NCALS)設 立準備検討委員会がで きたので、JEMAも 参 加 した。平成7年5月 に

はCALS推 進協議会(CIF)及 びNCALSが 設立 され、同時にJEMAも 参加 した。NCALSで 実施 して いるこ

とに、 「実証モデル の開発」が ある。 これ は火 力発電所ポ ンプシステム をモデル にとって、実証 開発 をし

ている。それか ら業種別研究の推進では、鉄鋼、 自動車、電子部品、航空機 、 ソフ トウェア、プラン ト他

がある。 これにはJEMAの メンバ ー会社 が一つ、あ るいは複数 の項 目に参 画 してい る。平成7年8月 には堀

内委員 のほうと一緒 に、鉄鋼設備CALS実 用化 研究推進がス ター トした。また同年11月 には、通産省 か ら

の要請 もあり電 力CALS実 用化研 究推進 がス ター トした。

・平成6年9月 には電事連が通産省 か らの依頼 を受けて、電 力CALSの 事前検 討 を開始 して いる。平成7年

5月 に、電事連 もNCALSとCIFに 参加 した。平成7年6月 には電力CALSの 業種別検討準備会が発足。同年11

月には通産省か ら業種別活動の承認があ り、翌月業種別委員会 を発足 した。 これは平成10年3月 までの期限

で活動 している。

・電 力CALS推 進 のテーマは、火力発電所 の ドキュメン トの共通化である。電事連 とJEMAが 協 力 して進

めて いる。東京電力の例では、1つ の発電 所 のフ ァイル は2000メ ー トル にも上る。 これは、幅6セ ンチ の

ファイルが10数 冊で1メ ー トル と換算 し、それが2000メ ー トル にもな るとい うか ら、膨大 な量で ある。 こ

れが年 々190メ ー トルずつ増 えているのが現 状で、従来 の運用管理ではやっていけな い。そ こで倉庫会社 に

管理 を委託 した。するとこの費用 もばか にな らない。今 までCALSと いって も幹 部はぴ んと来 なか ったが、

数字 をあげて管理委託費用が これ だけかかる と示 した ところ、CALS導 入に本腰 を入れ始めた。電力会社 で

は、過去何回か電子化 へ と努 力 しては失敗 して きた という経緯があった。過 去の失敗 を反省 して 、実際 の

業務 執行者に浸透できる地道 なCALSの 展 開を図 らなければいけない。結局現場 でメンテナ ンスを している

実業務執行者が、面倒 や難 しさを感 じず 、非常 にい いものだ とい う意識をもって使 って もらえるものを作

らな い限 り失敗す る。 これは世界標準書 式で の情報共有化 、情報伝達の有効性確 認を 目的 として、われわ

れの電力業種別検討委員会で検討 して いる。

・具体的には何 をしているか。 これはCALSと いうよ りまだ"CALSlike"と いったほうが いいか もしれ

ない。プラン トの一部 を電子化 して実用化 しよ うと、技術連絡書(ECS:EngeneeringCommunication

Sheet)と 定期検 査報告 書の2種 類 を電 子化 を図 り、実証 す る ことに した。検 討項 目は標 準様 式の策定

(SGML-DTD化)と 、実際の プラン トでの実証 実験 を進 めて いる。STEP1で は、ECSを 今年 中に実施 し

よ うとしている。定期検査報告書は来年度 の実施 を目指 してい る。STEP2と しては、取 り扱 い説明書 の電

子化 ・共通化 を将来 図って いこうと考 えてい る。NCALSの 代表者 は荒木東京電 力社長 だが、1996年 度 の

施行 を新聞発表 してお り、何 とか して実現 しな けれ ばな らな い。実証試験は東電の五井火力発電 所、中部

電 力の知多火力発電所 、四国電 力の阿南火 力発電所 に決定 して いる。参画メーカーが多 くなるよ うに選定

され 、三菱、東芝、 日立 ほか、ボイラー メー カー は三菱重 工、IHI、 日立 の名が あがっている。将来計画 と
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しては、適用サイ トを拡大しようとしてお り、全国96発 電所279ユ ニッ トへ、また全メーカーへ拡大を計

画 している。また、適用システム面での拡大は、例えば大判図面 と大量添付資料の扱いを検討 している。

適用業務面の範囲拡大のため、最終的にはライフサイクルにしようと計画 している。例 として、技術連絡

書管理システムは検討段階だが、サンプルを作っているところだ。技術連絡書入力間、技術連絡書管理表、

技術連絡書データー覧表があり、実際の入力画面では、作成した部署、宛て先の企業とセクション名、あ

るいは個人名を入力していく。入力から技術連絡書としてデータがアウ トプットされる。現在のところ、

技術連絡書の本文はこれに添付する形で考えている。

● 国際活 動

・国 際活 動につ いて過 去 を振 り返 ると、93年5月 にEDICOM`93(ア ジア太 平洋地域EDI会 議)へ 参

加。翌年はEDr94(EDI国 際会議、EDI国 際ユーザ会議)へ 参加 した。94年7月 にアメ リカのUIG(Utility

IndustryGroup)対 応 を 目的 にE3を 結成 した。E3は 電事連、電線工業会 、JEMAの 電力3団 体が メンバー

で、 日本の電 力関係を代表す る団体 になっている。アメ リカのUIGは 電気 、水道 、ガス等 の公益事業か ら

な るEDIの 推進 団体 で 、E3は そ の賛助会 員 として登録 している。 アメ リカ の電 力会社 と何回か情報 交換

し、95年2月 にUIGと の交流を実施。 同年4月 にはUIGの 定期会議(シ ア トル)に 参加 し、E3に よるEDI取

引実態 と推進状況 を報告 した。同年9月 にはAPEC・ テ レコミュニケイシ ョンワーキンググルー プに参加。

10月 にはCALSEUROPE'95とCALSPACIFIC「95に 参加 した。今年4月 にはUIG定 期会議 に参加 し、資

材発注業務 とビジネス プロ トコル標準 を紹介 し、UIGメ ッセー ジ との比較、電力 とのEDI実 施事例紹介 を

行 った。 この場でUIGサ イ ドは 日本 のキャッチア ップの早 さに驚いていた次第だ。 アメ リカ と日本 の大 き

な違 いは、アメ リカで はイ ンボイス を出さな いとお金が払 えない とい うこと。小切手を書 くに して もイ ン

ボイ スにサイ ン しな いとお金が 出せ ない。 これに対 して 日本は ノーイ ンボイス方式で便利 なので、アメ リ

カ も この方式 の採用 を検 討 してい るよ うだ。 また、同年6月 にはCALSEUROPE'96に 参加 した。

●今後の展望

・今後の課題と展望は、今期までの5年間の第一期では、今申し上げたことを確実に実施 していくことが

残された課題となっている。来年4月 からの第二期では、21世 紀に向けた情報化のありかたと具体的取 り組

みを検討するため、特定企業間の取引拡大、不特定企業間の取引推進、業際的、国際的活動強化が目標に

なる。推進中のプロジェク トの完成支援は鉄鋼設備CALSの 実用化研究、電力CALS実 用化研究の2つ を完

成することが大きな使命となっている。それからJEMA会 員企業全体へのEDI、CALS普 及支援による21世

紀へ向けた国際競争力のある電機業界づ くりが大きな命題 となる。それにはホワイ トカラーの業務効率を

上げない限り、国際競争下では生き残れないと考えている。また、標準化、オープン化による国際化 も課

題 としてあげられる。さらに、今までの話には出てこなかったが、中堅企業への電子化 ・高度情報化への

支援 を次のステップとして考えていきたい。

■第4回 委員会 議事録(抄 録)/1996年12月17日

[久保田氏(長 坂委員代理)レ クチャー]

●自動車産業の経営環境
・トヨタ自動車EC推 進室は今年(平 成8年)の1月 にできた組織。今回は手元の資料の中で、特に自動車

CALS、 自動車工業会における標準化活動というテーマでお話 ししたい。

・自動車産業の経営課題 として、企業活動のグローバル化があげられる。1986年 から10年 間の日本国内

自動車メーカーの国内外生産台数は、国内が90年 をピークに落ち、その分海外での生産が伸びてウェー ト
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が高 くなっている。グローバル化が進展 し、 トヨタは海外にいくつか生産拠点 を置いて きた(資 料参照)。

業界全体 の従業員数は現在7万 人弱。労働生産性 については、生産 台数 はほぼ横ばいにもかかわ らず、ホ ワ

イ トカラー の人間が増えている。労働時間推移 は、 トヨタ自動車では現在1940時 間 まで減 っている。

・情報システム化 の歩みについて、1960年 代モータ リゼー ションの始 ま りか ら、90年 代以降、北米、イ

ギ リス、九州 に工場を作 るまでの間、生産 台数 の伸び と合わせて いろい ろな仕組み を作 って きた。

●経営課題と情報化の課題

・まず、収益構造の変化として固定費の上昇がある。自動車の場合販売台数は横ばいで、売上高も伸び

悩んでいる。2番 目に世界的に環境や安全の問題について関心が高まって、規制も厳 しくなっている。3つ

目は国際化の進展で海外生産のウェー トが増え、調達や研究開発もグローバルになってきている。そこで

トヨタの経営課題として 「長期的な経営基盤の確立」 「技術開発力の強化」 「全世界規模での効率的な経

営」があがっている。

・これらを受けて情報システムの高度化が求められている。社内では 「情報システム高度化委員会」を

設け、重要な案件については委員会にかけて審議する。情報システム高度化の目的 ・課題として、まず、

従来の開発 ・生産 ・販売といった 「基幹業務のリエンジニアリング」があがっている。また 「基幹システ

ムの二世代化」では、情報の共有、統合、分散処理を図っていく。もう1つの目的はビジネス ・スピー ドの

向上であり、部門の壁を越えた最適化、グローバル技術への対応といった課題か ら来ている。ホワイ トカ

ラーの労働生産性が低いことも問題。従来は1つ の報告書を作り上げるのに、上司のチェックを受けて通る

ために2、3週 間かかった。これが電子メールを使えば1分で済むという事例が取 り上げられている。特にホ

ワイ トカラーは付加価値が低い業務をしている。コミュニケーションスタイルとして、常に顔を合わせる

会議をしないと済まないという体質がある。また組織横断的なプロジェク トがなかなかうまくいかない。

これ らの問題を助ける道具として個人レベルでの情報化やグループウェアの導入を進め、情報共有を促進

することを模索 している。

・企業活動における最大の課題は、顧客満足度の向上と経営基盤の確立である。ここで大事なポイント

が3つ ある。まず市場 ・顧客と直結 した生産、開発、販売を行っていくこと。次に市場直結型開発、市場直

結型マーケティングとセールス、市場と工場を直に結ぶような受注生産システムを作ること。さらにはコ

ンカ レン ト・エンジニリングや最適調達などが課題である。コンカレント開発(サ イマルティニュアス ・

エンジニアリング)は 設計情報 ・ノウハウの共有化、ないしは共同作業による開発のリー ドタイムの短縮

と我々は考えている。本社の中で企画、デザイン、設計、試作、評価、生産等いろんな機能をできるだけ

同時平行で回す。さらには海外の拠点、国内外の関連企業と情報を共有化 しなが らコンカ レン ト・エンジ

ニア リングで開発していく。このような概念を目指している。コンカレント開発の例として、クルマの部

品でアッパーコントロールアームというサスペンションに使う部品があるが、これを設計する時に三次元

のデータベースモデル、いわゆる製品モデルデータを皆で共有 して、機能、性能、共同スペース等の設計

要件や、原価、歩留まり、成型性など生産技術側の要件 ・データベースを皆でシェアしながら開発 してき

た。開発期間も短くなり、コス ト低下に寄与した事例である。

●CALSと そ の意味

・CALSは まず社内情報システ ムの高度化 を実現するのが第一。次に企業グループの情報 の共有やネ ッ ト

ワー ク を強化 す る。CAD/CAMや 運用 の仕 組み、購買 の情報、販売店 のネ ッ トワー クの構築で ある。 次

に、 自動車業界全体 と しての取 り組みが必要。 これは 自動車工業会で いろいろ取 り組 んで いる。業界では

通産省 か ら補正予算を得て 自動車CALSに 取 り組 んで いる。

・CALSの 基本理念は、 コン ピュー タと通信ネ ッ トワークを利用 して情報 を共有化す ることにある。従来

の紙 による情報管理か らデジタル情報伝達 の文化へ変 えて いく。そのためのルール作 りであ り、CALSと は

これ らのルールの制定や共通認識の形成 を、産業界や 関係機関で進 めて いく運動だ と捉 えている。CALS発

展 のステ ップは、従来 の発注者 、受注者 が紙 でや り取 りして いる方式か ら、EDI、STEP、SGML等 のIT

(情報技術)を 使 って電子的なデー タを使 い、 しかも標準形式 でや る ことが 当面 の目標 になる。最終的な

長期的 目標 は、共有データベース を使って関連企業が一つ のデータをシェア しなが ら集 まる こと。バーチャ

ル ・エ ンター プライズのよ うな概念 にな る。
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●通産省 の情報産業政策

・通産省が平成7年 度 に第 一次補 正予 算、第二 次補正予算 をあわせて約800億 円の予算 を投入 し、特 に

平成7年 度 の第二次補正予算で企 業間高度電子取 引推進事業(企 業間EC)を 推進 して いる。各業種別CALS

というプ ロジェク トは約220億 円の予算 を投入 して動か している。 これは98年3月 まで のプロジ ェク トに

なって いる。

・各業種別CALSは 、宇宙、鉄鋼 、ソフ トウェア、電子機器 ・部品、建設、航空、 プラン ト、造船、 自動

車等 の各団体 が、CALS技 術研 究組合 の もとで活動 して いる。CALS研 究 技術組 合は昨年5月 に設 立され 、

通 称NCALSと 呼 んでい る。技術 調整委員 会 という全体 をコン トロー ルす る委員会 の も とに各業 種別 、

CALSの プロジェク トが構成 される。STEP、SGML、EDIは それぞれ担 当機 関が技術 を研究 している。

● 自動車CALS

・ 「自動車版CALSの 試験研究事業」は、 自動車業界 の中で単独の企 業や事業 グループではできないこと

を実験す るのが狙い。大 きな 目的は3つ 。まず 自動車工業会の標準化活動 に基 づいたパイ ロッ トシステムの

構築 と実証 ・実験があ る。そ の中で も4つ の実験 があ り、STEPの 実装 ・実験EDIツ ール の試作 ・実験、

クルマ の整備マニ ュアル の電子化 の実験 、クルマ を規 制す る各種法律 のデー タベース を構築す る法規デー

タベースの実験があ る。2番 目に、デ ジタル開発 プロセスの実証実験が ある。設計か ら生産準備 工程 まで、

徹底的 にデジタル情報を使 って、今何が 問題になっているかを抽 出す る。3つ 目に、次世代製品データ管理

システム(プ ロダク ト ・デー タ ・マ ネジメン ト ・システム)の 、今後あ るべ き姿の研究が ある。

・自動車V-CALSの ワー キ ンググループはサ ブグループ合わせて全部で6つ のテーマを担 当 している。

サ ブグループ1は デ ジタル プロセ スの実証実験、サブグルー プ12は 次世代PDMの 研究 、ワー キンググルー

プ2はSTEPの 研 究、ワーキ ンググルー プ3はEDIの 研究 、ワーキ ンググルー プ4の サブグルー プ41は 整備 マ

ニュアルの電子化 の実証実験 、サ ブグルー プ42は 法規の レギュ レー シ ョン ・データベース実働研究 に取 り

組 んで いる。それぞれ の概略 だが、STEP(StandardfortheExchangeProductmodeldata)は 製 品

モデル デー タを交換す るための標 準で、全世界 レベルで作成 中である。標準が策定 され るのは1999年 と言

われて いる。(OHP図)左 側 はデー タ交 換の方 法を示 してお り、CADの システムA、B、C、Dと あ り、

デー タ交換する時 にそれぞれ仕組みが異な っている場合、その掛け算の数だ けデータの変換ソ フ トが必 要

な ことを示 している。右側 の絵は真ん中にSTEPフ ォーマ ッ トと称す る標準的なデー タ形式を置 き、各 シス

テム は一つだけ トランス レー ター を持 って 、いろいろな相手 と会話で きることを示 してい る。 このよ うな

開発 を目指 して いる。STEPは 主 に3つ の ことを考 えてお り、V-CALSで はSTEPの 標準 の開発そ のもの を

支援 して いくことと、2つ 目に実 際の実証実験 を通 してSTEPに 必要な標準は どうあるべ きか、ハー ドウェ

アや環境を研究 して いる。最後に実際の製品モデルデータに適用する場合 の運用ルール作 りを考えている。

自動車STEPの 規格 はAP214と 呼 ばれてい るが、規格の開発に非常 に時 間がか か り、1999年 、 あるいはそ

れ よ り延 びる可能性 もある。 しか し規格 の開発 を待 って られな いので 、 ドラフ トの規格 の段階か らどん ど

ん使 って実験 してい くことを考 えて いる。

・EDIに ついては 自動車 工業会(JAMA)EDI標 準 を96年3月 に制定 している。 日本の 自動車業界は、業

界を越えたEDIは 世界的 に遅 れていて、や っと標準が決 ま り、 これか ら トランスレー ター を介 して交換 実

験 をす る段階であ る。なぜか とい うと、 自動車業界 は個 別 の系列別 にEDIの 仕組み ができていたか ら。特

に企業を越えたニーズが これ まであま りなかった。 「それではいけない」 という意見 によ り、現在JAMAで

EDI標 準 を作 って実験 をす る段階にな った。電子部品業界 に比べ る と10年 位遅れて いるのではな いだろ う

か。

・サー ビスマニ ュアル の電子化 の実験概要 について説 明す る。サー ビスマニ ュアル とは クルマ の整備 を

す る時の修理書 の こと。例えばカロー ラの修理書は5～6000ペ ージはある。従来は分厚い本 を各ディー ラー

のサー ビス シ ョップや、 クルマ修理 の専 業者 、パーキ ング業者等 に配 っていた。 しか し必ず しも末端 まで

配 られているわ けではない。それ をSGMLと い う、ISOの 標準になって いる言語 を使 って電子化 してい く。

そ してSGMLの サ ー ビスマニ ュアル のデー タベースに入れて、一般の修理業者等 もイ ンター ネ ッ トを通 じ

てマ ニュアル を簡 単に検 索で きる実験 を しようと して いる。

・法規情報 のデータベース は、運輸省が らみの保安基準 、アメ リカのMVSS、 ヨー ロッパ統一法規、オー

ス トラリアのADR、 あるいはアジア各国でもいろいろな法律ができてい る。環境 を守 るため の基準な ど、

従来 は各 自動車 メーカー がペーパーで集 めて、それぞれデータベース を持 って いたが、共通 にでき るとこ
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ろは共通 のレギュ レーシ ョンデー タベー・一ース で持 った らどうか と検 討 した。 これ もSGMLを 使 って各社で利

用す るという実証実験である。かな り実用化 に近 い レベル の実験 がで きるので はな いか。

・次 に、デジタルプロセス につ いて。徹底 的にデ ジタル情報 を使 って どこまで開発 ができるかを洗 い出

してみ る実験で ある。例えばクルマ という製品 を徹底的にデジタル情報で表現 した らど うな るか。CADに

よるデ ジタル化 や、進捗管理や設計変更 の管理 など開発 のプロセス管理 をデジタル化す るな ど。同時開発

(コ ンカ レン ト・ディベロップ メン ト)で は 日本、海外 の離れた拠点で同時に開発 している時に、徹底的

にデ ジタルネ ッ トワー クを使って どこまでで きるか。現在 の技術の問題点を洗 い出 して必 要条件 を出 して

いく。なお、 自動車5社 が集 まってバー チャルカ ンパニーが試作車 を作 るという報道 があったが、そ ういう

段階の話ではなく、 どこまでデジタル情報化で きるか、できな いとすれ ばなぜか問題 を洗 い出すのが 目的。

・PDM(ProductDataManagement)に つ いて。従来設計者は、CADの 情報や部 品情報、技術情報、

品質情報な ど、別 々のシステムにアクセス して利用 して いた。実際は一人の設 計者 が同時にそれ らの情報

を使 いなが らクルマの設計 をして いくわ けだ が、 これ らの情報を一つの仕組 みに管理 した状態 で使 えな い

か、 システム の実験を してい る。PDMを 使用 した製 品は既 に米国で出ているが 、自動車業界で使 える製品

はなかなかない。 自動車 開発では大 量のデー タを使 う。 クルマの開発 に携わる関係者 は数千人に上 り、 グ

ローバルな環境の 中で行われ ている。そ こで使 えるPDMシ ステムは どうあるべ きか、その必要条件 を出す

ため の実験がな されている。

●標準イヒ活動

・自動車工業会ではSTEPとEDIに ついて取 り組んでいる。SGMLに は まだ本格的 に取 り組んでいる段階

ではな く、V-CALSの 中で整備マニ ュアルの電子化 とい う形で着手 している程度である。工業会 のEDI活

動 は94年7月 か ら始 ま り、95年4月 に量産 部品 についてのEDI標 準 を決めて いる。シ ンタ ックスルール は

CII、 標準メッセージはJAMAのEDI標 準、通信手順 は全銀手順だが、将来はTCP/IPを 視野に入れて実験 し

て いる。シンタックスルールは、現在 国内はCII手 順 となって いるが、世界的にはUN/EDIFACTに 向かっ

て どう進 めて いくかが課題 になってい る。

・最後 にSGMLに ついて述べ る。要 は文書 の 中味、全体 の章だて構成 、体裁 の3つ に分解 して、情報 を

コー ド化 して持つ方法である。 ワー プロの場 合見 出 しを大 きな文字で書 いて、小見出 し、その下 に文章 を

書 く。それがSGMLに なる と、文書 を分解 し、中味 、文章、体裁 を構造化 して情報 を持つ。 こうい う形 式

化 によって特 に使 えるのがマニュアル類で ある。

[馬場 委員 レクチ ャー]

・ライオ ンが構築 ・運用 して いる社内情報イ ンフラと、 日用雑貨業界のVAN「 プラネ ッ ト」につ いて説

明 して いきたい。 さらに、ECの 実証実験 のテ ーマであ る画像デー タベー スの取 り組み について も紹介 す

る。

・ライオ ンは8本 支店、8工 場 を持ち、従業員 は8300名 。歯磨 き、歯 ブラシ、洗剤 、石鹸の ほかに、頭痛

薬や香 辛料な ども販売、約3150億 円の売 上げがある。 中心は歯磨 き、洗剤 な どの トイ レタリーで売 上げの

80-85%を 占めている。得意先 となる卸店 は食品、薬品を含 めて約2000店 。販売店は、 コンビニエ ンスを

含 めて約27万 軒。 日用雑貨業界は、ペ ッ トフー ドや薬品、食品な ど業 際化 して いる。 トイ レタリー市 場は

習慣 が大き く変わ っていかないので、そ の 中で商品 のライ フサイ クル を伸ば して いかなければな らない。

もう一つは、輸入品が少ないのが大 きな特徴。外か ら物 を仕入れて国内で売るに して も、商 品単価 は350円

か ら400円 が平均 と低 いので、なかなか外 部か ら商 品が入って こない環境。商品が安 くて量がかさむ ので物

流費がかかる。成熟市場なので なかなか販売数量が延 びて いな い。新製 品が 当た らな い こともあるが、人

も減 ってお り価 格破壊が大 きく影響 して いる。
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・日用雑貨業界をめぐる経営環境の特徴は、成熟市場なので大きな伸びがないことと、高齢化 と少子化

が進んでいることから、商慣習の流れを読むことが難 しくなっていることである。売上げが伸び悩んでい

るのでコス トをどう抑えるかが最大のテーマになっている。その中で、1つ は情報の見直 しのため情報シス

テム、省力化 を目指して業務革新が各社で進められている。競争力強化のため、卸流通を使うメーカーと

花王のような販社流通という2つの流通チャネルがある。ライオンは卸流通の中ではあくまで も1メーカー

でしかないので、その中で どうシェアを拡大 していくかが課題になる。併せて、得意先との情報共有の中

で情報のシステム化と同時に差別化を進めている。卸の情報の仕入れ、あるいは管理を高度化 していくと

同時に、メーカーとしてどういうセールスポイン トを打ち出していくか、高度な情報活用が重要視されて

いる。

・日用品の場合代理店と特約店(卸)を 経由して小売店に物を流している。代理店は160社 近 くあり、実

質売上は約80%。 それより小さい卸の特約店は1140社 ほど。大手量販店はほとんど代理店経由の商取引

で、特約店はエ リアが小さく一般店を対象としている。高度情報処理をしている代理店クラスだけにレベ

ルをあわせてシステム化 しても、特約店クラスのサポー トもしなくてはならない。そのため、絞 り込んだ

施策が しず らいのが課題である。

・ライオン社内のシステム部の課題は4つ ほどある。価格や数量の伸び悩みなど、環境変化へ対応できる

仕組みをつくること。2番 目に企画開発力の向上。さらに、現在の3800名 体制から絞 り込んで、省力化 に

見合ったシステム開発をすること。4番 目に、各セクション内で完結していた仕事を、横断的にタイムリー

に情報を取って仕事をしていくこと。また社内だけでなくて社外の情報にも同じタイミング、スピー ドを

求めていくことも課題である。

・そ のために、情報イ ンフラ整備 としてLIONETと いう社内ネ ッ トワー クを設け、8本 支店 に情報を共有

で きるよ うに流 した り、あ るいはデータ を加工 して処理 してい る。 この仕組 みはできるだけダウ ンサイ ジ

ングでや ろうとしている。2つ 目は情報教育の推進。今まではコンピュー タを使 える社員 と、その他の社員

というくくりで仕事 を進 めがちだったが 、今 は1人1人 が情報を入手 して、情報 を加工 して次 に伝えてい く

のに、教育は不可欠。得意先 、販売店、卸店 に対 する競合 メーカー との差別化、提案力のア ップへな ど営

業 力の支援、 あるいは業務 プ ロセスの見直 しとそれに合 ったワークフロー を推進 している。

・ネ ッ トワー クコンピュー ティングを進 めてい くのキー ワー ドは、共有化 と共 同化であ る。 これは社内

もそ うだが、それ よ り卸 、量 販店 という社外 に対 しての共有化 、共同化 につ いて、 コンピュー タでネ ッ ト

ワーク化 され る ことによって進 めてい くことが最大の課題 。それ によってペーパー レス化、 トー タル シス

テム としてのシステム連携 を進めてい く。システム連携は、当社 の商 品を卸 、販売店 を通 して消費者へ流

すほかに、購 買先 との関係 も含 む トー タル システム を意味する。

・社内の生産 性 を向上 させ るため、オフィス環境でのネ ッ トワー クを組み換 えよ うとしている。本支店

の中で生産性 を上げるための取 り組みのほか、各研究所での活 動や工 場、販 売部門の壁 を取 り払 って標準

化 して いく。まだ ワーク フロー まではい っていないが、それを導入す るまでの準備段 階に取 り掛 かって い

る。 さらに電子 メールを活用 したペーパー レス化 を推進 してい る。全 員がコ ンピュータを使えるよ うにす

るキーマン教育 に取 り組んで いる。最終的 にはユーザーが1人 ですべて処理 をしてい く内容 にな る。96年 の

段階では、 ライオ ン社 内でまだ1台 あた りのユーザー数 は1.6人 で、97年 中には1人1台 体制 に した い。

・メーカーか ら卸店 、販売店 、消費者へ と降 りてい く物流の 中で、 当社がデー タベース として管理 して

いるのは、卸店へ商品が届 くまで の間で ある。販売管理 と して 品名別、数量、金額 につ いて、注文 を受 け

たデータを プール して、そ れか ら売掛金 として支払い に結び付 けるよ うに している。それ か ら15年 前 に

LCMS(ラ イオ ン ・サー クル ・マネ ジメン ト・システム)と い うシステムを作 った。卸店か ら販売店へ何

が出ていったか、 どの店 に どの商 品が い くら行 ったか、その翌 日にオ ンライ ンで流れて くる。 この仕組み

は市 場の約85%を カバー している。従来 は、卸に物 を入れて しまえば数字ができあがるので、営業マ ンが

それ を管理 して 、卸 に無理や り押 し込 んで しまうことがあった。す ると在庫 が勝手 にどんどん膨 らんで し

ま うので、問題 になって いた。それ をな くすためにLCMSの 仕組みがで きた 。実際 には販 売店 に出ていっ

て販売数字 になる、 とい う仕組み に変わ って いる。LCMSは 販売店 ごとにどの商品が 出荷 されたかを把握

する。販売店 と消 費者 はPOSで 結ばれて いるが、 ライオ ンが特定 の販売店のデータ を確保 して定期的に分
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析す るまでにはなっていな い。テス ト的に取 り組んでいるところあるが、一番ネ ックになって いるのはデー

タの信懲性。 お客様が買 って始 めて売上データが上が るが、そ このメンテナ ンスの状態や、品切れが起 こ

るとレジを通 らな いのでデータ として上が って こない。一覧性 に問題 があ り、完壁な活用 には至 っていな

い。

・このよ うなデー タベースの 中味 を、マーケテ ィング情報 と販売管理情報 と して使 ってい る。LCMSは

販売管理のデー タであ り、マーケテ ィング活動支援(MK)の データは、販売 したどの店 に、 どの商品を、

どの数量、いつ入れた、という情報 を積み 上げて、生産計画や新商品の立ち上が りや ライフサイクルな ど、

マーケティング情報 として多 部門で使 って い く。あるいは経営計画 を作 る時 の基礎数字 にす るな ど、一連

の情報共有によって動か してい く仕組みである。 さらにSCIと は、社会調査研究所な どが公開 している外部

デー タを統合 して、社 内ユーザー にはLIONETを 通 じて約400画 面のデー タサー ビスを してい る。販売管理

はホス ト系の処理 で、LCMSの デー タだけを中心 とした販売向 けの管 理情報 として提 供 としている。得意

先か らの高度なニーズに対応 しよ うとす ると、ホス トでデー タを処理 して持つよ り、分散環境の 中で処理

してい くのが時代 の流れになっている。そ のため、各本支店単位でデー タを持つ方法 に切 り替えた らど う

か とい うことが、課題 として持 ちあがって いる。データ管理 の信頼性 の問題や、あ るいは個々にメ ンテ ナ

ンスデータが発生す るので、ダウンロー ドの仕組 みを検 討 しなけれ ばな らな い。いずれ にして も、分散環

境が これ か らのキー ワー ドであ ろう。

・今 までの流れ を図にする と(資 料3「 基 幹系システム の木」参照) 、受注 出荷、物流 とい う基礎の情報

か ら右 上のマー ケテ ィング情報 の枝 葉にぶ ら下 がるシステムや 、あるいは購買、研 究開発、人事 管理な ど

いろいろなシステム を共有 のネ ッ トワー クで処理 しよ うと している。人事、経営計画策定以外は、社員 な

ら誰 で も見 られ るようにな って いる。

・これ までCALSは プラネ ッ トや業界VANに 焦点をあてて開発 を進 めて きた。15年 前 にLCMSを 作 った

当初 は、 ライ オンだけの仕組 みだった。 しか し卸 に してみれ ばライ オンとオ ンライ ンでつな いで いても、

卸は他のメー カー の商品 も扱 っているので 、そ こと違 う仕組 みでネッ トワー クを組 まれ ると困 る、あるい

は業界 としてはむだ になるとい う判 断か ら、 ライオ ンは10年 前に加盟 メーカー を募 ってLCMSを 共有で使

う形 に切 り替えた。そ こで生 まれたのがプ ラネ ッ トで、 これ が業界統－VANの 仕組 みになった。 メーカー

各社は卸店 か ら注文があ った ら配送 して い くが、ば らば らでは荷受 けが不効率で、倉庫 の在庫管理が しづ

らか った。

・この ことか ら、4つ の地区で プ ラネ ッ ト物流 を開始 した。1つ の小売店 が複数 の メーカー に注文 した

ら、複数のメ…カー の商品 をま とめて届 けて いる。荷受けや在庫計 上、'ピッキ ングな ど物 流処理 をしや す

くす るため、メーカー共 同配送 の仕組み を作 ってい る。今後は購 買の部分 で資 材EDIを 進めて いこうとし

ている。CALSの 概念は 「取 引 ・決済 にお けるス ピー ド化 と効率化」であ り、 これ を資材の調達 に取 り入れ

よ うと社 内で徹底 して進めている。96年9月 か ら開始 し、当社 として ある程度 目処がた った時点で、業界共

有のため に公開 しよ うとして いる。 これ もプ ラネ ッ トにのる仕組みで進めて いきた い。

・ライオ ンでは最初 に リアル タイムのオ ンライ ンシステ ムを手掛けた。注文 いただいた商品を生産管理

まで結び付けてつなげて いく社 内ネ ッ トワー クに重 きを置 いた。その次に、卸店 とライオ ン間がデー タ交

換 をし、それ をプラネ ッ トに広 げて、 日用 品業界 の統－VANへ と拡大 した。そ の次はオール ライオ ンの情

報基盤 とな るライオン物流や、卸店 との新た なネッ トワー クの仕組みを作 り上 げてきた。それに合わせ て

社内のコミュニケー ションシステム という、データだけではな く言葉が加わったコミュニケー ション ・ツー

ル を展開 した。 同時期に、デザイ ン部P『、材料部門、印刷部門間で、製品パ ッケージのCADの 交換などが

2年 ほどの間で行われて、95年 にな って資材EDIの 概念が加 わって きた。

・プラネ ッ トの運用はVAN会 社 のイ ンテ ックが行 って いて、メーカー と卸の間のデータ交換 を受け持 っ

ている。 メーカー側か らす ると卸店か らバ ラバ ラに入 る電 話注文がな くな り、一括で プ ラネ ッ トで変換 さ

れた オ ンライ ンデータによって受注がで きる。卸店 か らみ るとそれ まで は各 メ… カー に注文 を出 していた

が、プ ラネ ッ トではPOSか ら直接データを送 る。 また、特約店ク ラスの卸はポケ ッ ト端末が提供 されて、

それ で商 品をスキ ャンす ることによって発注で きる。あるいはFAXシ ー トに数量 を記入 してプ ラネ ッ トに
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送 ると、プラネ ッ トで自動変換 して メーカーヘオ ンライ ンで届 く。単なる販売データの収集 だけではな く、

最終 的に13種 のデー タ交換が できるよ うにな る。

・また加 盟企 業 にはデータ通 信サー ビス も行っている。小売店 に情報 を提 供す るの と併 せて、卸 にその

内容 をまとめてデータ として提 供す るもの。 どこのお店は何がい くら売れたかがバ ラバ ラではな くて一度

で受 ける、あ るいは送金 され る口座サー ビス も受け られ る。 メーカー支援 として プラネ ッ トを実施 して い

る所は、 メーカーが"メ カ端"と いう端末機 を入れて、卸が発注 した商品伝票 を端末機か ら発行す ること

によ って売上受注管理がで きる仕組み にな って いる。メー カー支援で卸 の業務 フロー をコンサルテ ィング

して見直 してか らメカ端 を入れ るなどのサー ビスが行われ ている。特約店 クラスの卸店が システム化 しよ

うと して も、自己 開発す るにはまだシス テムカがな いし、あるいはパ ッケー ジを買いた くて も、な かなか

業務 にあったパ ッケージがない場合がある。そ こで独 自の卸パ ッケージ をプラネ ッ トで作 って、卸 をサポー

トしている。物 流や営業 の システム化 のコ ンサル ティング をした り、端 末機 を貸 し出 してオンライ ンで受

注 を省 力化 ・効 率化す るた めの仕組み を提供 している。

・プラネ ッ トでは約100社 のメーカー と、約300社 の卸をつないでや りと りをしている。データ接 続卸店

の中で、メーカー に発注す るの にプラネッ トを使 っているのは153社 。一番多 いのは販売データの利用で 、

どの店 に何が いくら入 った という数量につ いて、データをメーカー に送 るために使 っているのは241社 にな

る。卸店 では、 メーカー に発注 した ものが いつ届 くか をみる仕入れ データ も利用す る。 これ は258社 が使 っ

て いる。それ以外 に品切れ連絡 な どいろいろなデータサポー トは して いるが、 まだ全部 を使 い切 って いる

状態で はない。

・小 売店が注文 したデー タについては、卸か ら小売店に物を届 けた翌 日に、プラネ ッ ト経 由で メー カー

へと直接 デー タが入 って くる。そのデー タを どん どん積み上げて、 どの小売店 で どれ だけ商 品が売 れた、

という実績管理 をする ことによ り、販売店 に満足 いただけるような販促企画 の情報提供ができる。 プラネ ッ

トの仕 入れデータ について、従来は ライオ ンか ら卸に商品 と一緒 に伝 票を郵 送 していた。あるいは ライオ

ンか らオ ンライ ンで帳票 を印刷 して向 こうで発行 して もらっていた。 しか し卸側で再入力を しな くてはな

らず 、入力 ミスな どの タイ ミング の問題が あ り、在庫 整理が うまく合わない ところがあった。そ こで プラ

ネ ッ トデータ を使 って再入 力のハ ン ド処理 をな くす ことによって、欠品防止、適正在 庫の確保 に役立 って

いる。

・さらに業界では、商品画像に取 り組もうとしている。これは通産省か ら補助金を得て動いているプロ

ジェク トの一つで、実証実験に向けて準備をしている。一つはNECが 中心で進めている 「EC商品画像情報

システム推進協議会」で、ECの インフラを構築し、画像データを使って物のや りとりをしようとしてお

り、日用雑貨業界も加わっている。もう一つはプラネッ トで 「業界商品DB専 門部会」がある。現行商品マ

スター、いわゆる商品情報サービスは既に行なっているが、そこに画像 と漢字のテキス ト情報を提供しよ

うとしている。3つ 目は全卸連に 「商品画像DB作 業部会」があり、97年2月 に実証実験が始まる。

・画像システムのニーズは、商品を店頭に並べること、つまり 「棚割 り」と密接な関係がある。商品を

棚にどう並べるのが適切なのか、量販店ごとにパターンが違い考え方がいろいろあり、店側とメーカー ・

卸側とができるだけ相談 し合いなが ら商品の適正な位置を管理 し、棚割 りを作っていく。今までは人の手

で現物の商品を並べなが ら作業 していたが、一種類の商品を移動するにも全部の商品を棚から出して並べ

換えなければならなかった。それが画像情報だと、PCを 使った画像データで画面上でシミュレーションし

て、現物を動かさず棚割 りの定番を作っていくことができる。そうなると商品情報に画像は不可欠になる。

・全卸連 と当社が共 同で進 めてい る内容 は、イ ンターネ ッ トを通 じて画像 データを提供 して い くこと。

メーカーが新製品 を出す時 に、イ ンターネ ッ トのページ上に画像 デー タを登録 してい く。全卸連 は画像デー

タを通 じて、その メーカー にアクセス し、 さらに画像情報 をダ ウンロー ドして、棚割 りシステム にデー タ

を使 う。歯磨 きな ど商品 ごとに知 りた い場合、あるいはあるメーカー の商品全部 を知 りたい時 にも検索で

き、商品一覧、発売 開始 日、JANコ ー ドの分類、使用方 法 ・キ ャンペー ン期間の告知な ど商品のテ キス ト

情報 も見 られ る仕組み を考 えている。プラネ ッ ト、ECい ずれも画像情報 の研究 を検 討 して いるが 、考 え方

は同 じである。ただ棚割 りに使 うだけでな く、商品のCM映 像を取 り込んだ り、CMの 商品画像 を使 って チ

ラシや売 り場で のPOP情 報 に流用するな どの試みがある。 しか しこれには著作権 の問題が ある。 商品画 像
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がこれだけ鮮明に出ると、第三者がそれを二次加工 して画像データを使ってそれを商品化することも考え

られる。著作権法CMに 出ている人の肖像権の管理が最大の課題となる。いずれにしてもメーカーだけで

画像を使うのでなく、卸あるいは小売店 と共有できる。消費者がホームページか ら新製品情報を入手して

通販等で買う場合、商品画像を媒介とした新たな商取引が生まれるという可能性もあるのではないか。と

もあれ、画像データベース化は日用雑貨業界でもっとも注 目されているわけである。

・ECで は同 じよ うにセ ンターで画像 データベース を持 ち
、登 録社 はそ このパ ッケー ジへ 自分 で画像 を

デー タベース に登録 して い く。卸、小売な どの利用者 はパ ッケー ジか らアクセス してイ ンターネ ッ ト経 由

で出力サー ビスや検索サー ビスを受 けなが ら画像を使 ってい く。併せてJICFSと い う共通のコー ドセ ンター

がデー タの共有性 を管理 してい く。登録 され ないような小 さな メーカーな どは代行業者 がデー タを登録 し

て商品 を供給 してい く。当社 として も、 この新たな動 きに積極的 に取 り組 んで いきた い と考 えている。

■第5回 委員会 議事録(抄 録)/1996年1月24日

[圓川委員 レクチ ャー]

・これまでの話題と、運輸省関係の仕事にかかわってきた経験を踏まえながら、4つ の切 り口で話 したい。

私 自身は生産管理や品質管理などの管理技術 を専門にしているので、情報技術を利用する立場か らどうす

るか考えたい。次に、仕事をしていくための効率化や品質向上化に情報技術はどういう役目を果たすのか、

標準化がなかなか進まないのはなぜかを考える。生産の歴史か らみると標準化と競争力におけるCALS、

ECな どは必然的な流れだろう。 日本企業の強い部分を維持していく上で今は重要な時期といえる。

・ロジスティクス、製品開発を含めて私な りに情報技術の分類してみる(資 料参照)。1つ は、今は変化の

時代であり、情報を共有化 してビジネスをするにはネッ トワークを利用する手段がある。2番 目には画面情

報や売れ筋や新製品など、企業の変化の情報を自動的に入出するための技術に、バーコー ド、ICカ ー ド等

がある。それに加えて、意思決定をを支援する技術がある。

・ネ ッ トワーク関連技術 については2つ に分 けて考 える必要が ある。1つ は特定企業 間でコン ピュー タ上で

情報 をや りと りし、仕事 の仕方の標準化 を通 して合意 されたデータ交換 、つ ま りEDI・CALSと 、 もう1つ

はイ ンターネ ッ トを使 った技術 との切 り分 けが必要 だろう。特定企業間 のネ ッ トワーク、企業の 中のERP

(エンター プライズ ・リソース ・プランニ ング)、 企業 と消費者 の関係 、これ らを分 けておかな い と混乱

して しま う。ネ ッ トワー クにつ いて もイ ンターネ ッ ト、イ ン トラネ ッ ト、最近 の言葉で アメ リカで言われ

るエ クス トラネ ッ トが ある。 これ はセキ ュ リティの問題で 、特定企 業間でも信用 のお けるセキ ュリティの

優れ たVANを 使 う ことである。EDIは 再入 力 をな く し、 ビジネスのス ピー ドを上 げてい くもの といえよ

う。画面情報、バー コー ド、POSの 情報 を卸 と小売、 メーカーが共有化 していかに効率化 を図るか 。ある

いはEDIで 出荷案内を送 り、物にはバー コー ドを付 けて検 品を簡略化 してい く。 もう一つECの 流れ として

は、乗車券 のICカ ー ド化 とい う話題があ る。 さらに生活者サイ ドか らは電子 マネーで の決済や 、高速道路

料金 の収集 システムとど う結び付 くかが検討 されて いる。 ネ ッ トワーク と情物一体化 をうま く組み合わせ

ない と、情報技術の本 当の潜在能力が発揮 できない。加 えて 、CAE、PDAな ど人間の意 思決定支援 をす る

技術 という切 り分けが必要 だろ う。

・情報技術に潜在能力があっても、なかなか真の効果が得 られないことが企業では問題になっている。IT
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で真 の効果 を得 るときに問題な のは、技術的な要素 は20%で あ り、残 り80%は 組織の仕事の仕方で ある。

しか し仕事 のあ り方 を変え ることが、なかなか うまくいっていな い。残 り80%の 「仕事 の困難度 」は次の

よ うな式で表 せ られ る。

仕事の困難度=不 確実性×意思決定の段階数×ボ トルネックリー ドタイム

・この式は在庫理論によって求められる。大きな意味での仕事、つまりサプライチェーンや全体最適化と

いう意味で、困難度は不確実性によって決まる。 この場合の;は 比例する、という意味を持つ。ロジスティ

クスでは実需が不確実性であり、これが大きくなればなるほど仕事が難しくなり、在庫がたくさん必要に

なってくる。 これは意思決定の段階であり、組織の過程である。つまりメーカーサイ ドの リスクがダイ レ

ク トに聞こえてくればいいが、間に卸や販社が入って、それがどんどん増えてくると不確実性が増 してく

る。もう一つ掛けるのは仕事を遂行する力。ここではボ トルネックリー ドタイムと表 しているが、全体の

スピー ドを決めるような仕事にボ トルネックがあると、スピー ドは遅 くなる。情報の共有化は不確実性 と

意思決定の段階数の掛け算で決まってくる。これを情報技術による情報共有化で対応すればいいことは理

論的に明 らかなこと。ロジスティクスや製品開発の面では現実にどういう取 り組みがあるかというと、ロ

ジスティクスの部分ではCIMの 時代からうまく情報の共有化、すなわちJIS情報?を 川上で共有化 してい

る。ところがいろんな壁があり、まず最初のね らいとして、CIMの 時代の製販の統合化、すなわちメーカー

サイ ドが系列化 して川下の情報を得てやろうとしている。製販同盟はメーカーと販売店がギブアンドテイ

クで情報のや りとりをするが、メーカーにしろ大手小売店にしろ、1対多の関係ですき間が出てくる。そこ

で求められるのが全体をカバーするような情報の共有化である。そのための手段 としてEDIが 必要になっ

て くる。この例が以前この委員会でも取 り上げられたプラネッ トであり、QRで ある。

・ただ し、 ここについて も標準化 という問題が出て くる。一つは物流EDIに お いて。CIIで も業種 ごとに標

準 ベースで進 んでいる ところ もある。それ では異業種間で会話がで きな いことが起きて しまう。 しか し最

近 、物流ではJTRN(ト ラック運送業際メ ッセー ジ)が で きて解決 しつつある。私 は5年 間国際海上輸送に

おいてUN/EDIFACTを 使 うための連携指針 を作 る仕事 と、実 際にネ ッ トワークがつ ながるよ うに業務 フ

ロー の開設 を手掛 けていた。 しか し遅々 として進 まなか った。海貨 業者 と検数 ・検量、船社 、荷 主 を結ぶ

ネ ッ トワー クがあるのに、 いまだに約30種 の伝 票がや りとりされている。1999年 にUN/EDIFACTに 対応

す ることにな っているが、今や っと荷主 のSI情 報か らEDIFACTを 使 って結び、今年か ら実証試験 に入 ると

ころ。や っと港 湾ネ ッ トワー クを手掛けよ うとい う話 になっている。 ここ2-33年 が これか らの勝負ではな

いか 。いずれ に して もロジステ ィクスの場面ではEDIの 標準化 が大事 である。

・一方、製品開発について、1990年 頃 の トヨタでの開発 の例をあげ る。 自動車 の開発 には 、各部 門が 同時

進行 的に開発 ステ ップを踏 んで開発期 間を短縮す るコンカ レン ト・エ ンジニア リングがよ くある。もちろ

ん製 品によるが、開発仕様の基本構想が決まる前 と後では、かな り情報技術 の使 い方が違 って くる。CALS

で い うと、いわゆるSTEPな どのデータ交換が有効 なのは基本構想 の後 になる。 ここか ら前 の段階は、従来

通 りの人対人のコ ンテ ィンジ ェンシーな要素や戦略が入 って くる。ボーイ ング777は コンカ レン ト開発の事

例 によ くあげ られ るが、 これは トヨタのや り方 を徹底的 にベンチマーキ ング して、基本構想 の段 階 におい

ては人対人で情報 を共有化 して いた。共有化 の後はCATIAい うCADの プ ラッ トフォーム を使 ってデータ交

換 しなが ら取 り組 んだ。情報技術 といって も、人対 人でや るべき ことと、そ うでな い ところを うまく切 り

分 けな けれ ばな らない。

・日本企業 の弱い部分 であ るコンフ ィギ ュ レー シ ョン ・マネジ メン トのデー タベー ス の作 り方 な どは 、

CALSやIDEFIXな どを勉強 しないと、 うま くいかないのではないか。我 々のよ うに管 理技術 をや っている

と、 日本のTQC、TPM、FMEA、DRな どの手法は、CALSの 前身 の取 り組みか らうま く持 って来ているの

がわか る。アメリカのケース を見 ると、軍がサプ ライヤーの設計 を指示 して、次 にメー ンのコ ン トラクター

が ホス トコ ン トラクターの設計 を指 示 している。それ らを日本 に持 って来て開発 の前段階 で生産 技術、製

造 、販売等 、部門横断的な設計審査 を して いる。STEPやEDI、SGMLよ りもむ しろIDEFの 方 が仕事 の流

れ を透明化 し整理す る ことがで きる方 法論 と思 う。
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・次 に標準化 とその阻害要 因について。標準化 とい うことを考 えるといろい ろな問題 がある と思 う。EDI

の標準化 は規模の効果 を図る目的が ある。それ に対 してISO9000は 国 の戦略 という側面があ る。EDIの 場

合 は特 に規模の効果である。資料 図の左側 は港 湾情報ネ ッ トワー・一・クの例 で、EDIを 実現す るとこれだ け効

果 が出るということを図示 している。EDIの 場合 はある程度カバー率がな いと効果が上が らな い。標準化

が進 まない原 因 に、部 門組織間の壁や、全体最適化 ・サプ ライチェー ンと言 いなが ら実 際の仕事 をしてい

る人 の評価 システムが ローカルである、さ らに規制や慣習の問題 がある。 また 、UN/EDIFACTは 特 殊な

業務ではな く、一般の業務 に対 して合 わせ ている。 しか しUN/EDIFACTは 使えない と言 われ る。なぜか

とい うと、いわゆ る標準屋が標準 を作 って いるか ら。標準は国の戦 略 とい う面 もある し 「標準 のため の標

準」 という面 もある。そ の一方で仕事の仕方 を変 えるための標準 もあ る。標準 を作 るた めには もっと注意

が必要 ではないか。理論 と標準 、実 質の業務 と標準 の間 にギ ャップが ある。

・最後 に標準化 と競争 につ いて。 ものづ く り、そ の効率化、マネジメ ン ト、 これ らの歴史 を振 り返 ってみ

ると案外新 しく、100年 ほどしかな い。経営工学ができたのはテー ラーの作業標準 の概念か らで、仕事 をす

る前に仕事の手順を標準化 し、そのための標準 時間を算 出 した。テー ラー以前 と以後で は生産性は50倍 違

うとい う。また、そ こか らフォー ディズムが生 まれた。 ものづ くりの基本 となる3つ のS、 すなわち部 品の

標 準化 、専 門化 、単純化で分 業 しよ うとい うことだ。

・仕事をする場合に、演繹的に一番よい手順を定めて、それにしたがって仕事をするのが標準化である。

オペレーターは決められた標準に従って仕事をし 「余計な ことはするな」という世界。それに対 して変化

の時代になって製品が多品種化されると、作業者はただ単に標準に従って作るのではなく、多能工となっ

ていろいろな仕事ができなくてはな らない。あるいは品質の維持 ・向上や設備の保全が自分でできて、変

化を観察して、そこから自分な りの学習をして改善できる。 これは トヨタイズムに代表されるように、日

本の自動車会社を中心に仕組みができてきた。これは人の帰納的な仕事のベースの上に、仕事の仕方が発

展した。さらにリーン生産方式は、MITの グループが日本の自動車産業をベンチマーキングすることによっ

て体系化したもの。コンカレン トという言葉はそれ以前にもあったが、日本の自動車会社は人の帰納的仕

事だけでなく、それに加えて組織間でも帰納的な仕事をしてきた。生産 と開発、そこにかかわってくる部

品メーカーと自動車メーカーが連携 して仕事をする。あるいは販売情報をフィー ドバックする。これが組

織の帰納的な仕事を表 している。別の言い方をすれば、リーン生産方式は系列といえる。

・あらゆるビジネスはデータ交換からなるわけだから、今求められているのは情報技術が進む中で、特に

人対人で情報を共有化するデータ交換や、属人的な知識を暗黙の内にするのではなく、目に見えるように

すること。データ交換についてはEDIFACT、CALS、ECの 枠組みで求められている。帰納的な仕事に変化

は絶対に必要である。しか しそれは、時代に合った演繹的なベースがあって、その上に帰納的な仕事をす

ることで生きてくる。今までの日本の強さは作業標準や3S等 、欧米的な標準の仕事の上に、TQM、TPM、

JITと いった全員参加、改善という仕事のツールを用いたこと。今はそれにもっと広い枠組みの演繹的な仕

事が求められている。あるいは、データ交換やコンフィギュレーション ・マネジメン トといった新しい演

繹的な枠組みを持ってくる必要がある。標準はプラットフォームであり、価値創造の仕事ができるような

人や組織を作 り上げていくことで競争の仕組みができてくる。これからの標準化はISO9000や14000等 、

第三者が認証することが求められている。透明化や連携 という基本的な仕事のプラッ トフォームの上で、

帰納的な仕事をうまく整備すること。現在はこのプラットフォームの部分が変革期にあると考えている。

[中西委員 レクチ ャー]

・産業情報化について私が感 じたこと、そして委員会で話題になったEDIに ついて、全体像をお話 しした
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い。産 業界は どの方向へ向か ってい るかを一言 で答 えると、 「ユー ザー ドリブンの情報化」 とな る。確か

に今 まで もユーザーが情報 システムを買 うという意味ではユーザ ー ドリブンだったが、実態 はプ ロバイ ダー

が作った範囲に限定 された もの を使 っていた。 しか し、ハー ド、ソ フ トも情報 のサ プライヤーサイ ドの も

のが非常 によ くな って、ユーザーが望む もの をユーザー 自身の意思決定で導入で きるよ うにな った。その

一つの典型 と して現れた のがSISで はないか。

・SISは1企 業で最適な ことがで きるシステムで、高度成長期であればSISで よか ったが 、経済 のパイ が決

まってい るので あればそのス トラテ ジーは使えない。ユーザー 自身が 自己最適で なくユーザー を含 んだ グ

ループの 中で最適化 して いく。それ をユーザー主導 でや って いく時代 にな って いる。情報技術 が使 いやす

くな って いけば い くほどもっと進んでい く。それに対 して供給側 も、 いろんな製 品をば らばらに売 るのは

た いへんだ。ユーザー に焦点 を当てて製品 を絞 り込 んで、変化への弾力性 を保つ ことが求め られて いる。

ユーザー 自身はユーザー、 グルー プにとって最適なシステム を導入 し、 システム を効率化 し、低 コス トで

次 の形態へ渡 して行 くようにな って いる。供給側 とユーザー側の コンセ ンサスが できて初めて情報化 の協

調 と共有 の世界 があるのではないだ ろうか。

・日本 の情報化 にかかわ る大 きな法律 として 「情報処理振興事業協 会等 に関する法律」が1970年 に制 定 さ

れ、5年 ごとに計画 を作ってきた。その段階ではハー ドウェア とソフ トウェアとい う2つ の柱 を掲 げた、サ

プライ ヤーサイ ドの計画だ った。 しか し86年 に法律 を 「情報処 理の普 及に関す る法 律」 と変 えて 、ハー

ド・ソフ トだ けで なくユーザーサイ ドとして どうすればいいのか、連携指針 と して政策 に反映 させ るよう

にな った。

・連携指針は、情報処理システムやデータベースの共同利用、あるいはビジネスプロ トコルを始めとする

インターオペラビリティの確保等、一定の事業分野で複数企業が連携 して効率的な情報化を進めるための

ガイ ドラインの内容である。連携指針はすでに3回出されている(資 料参照)。

・最初 は、どんな利用の態様 を考 えるかが考 えられた。 まず、(1)イ ンターオペラ ビリティの確保 された

企業間情報 システムの構築 ・運営、(2)業 界共同情報 システムの構築 ・運営、(3)共 同ソフ トウェアを

用 いた情報 システムの構築 ・運用、 とい うことが利用の態様 にな った。そ の5年 後の第2段 階連携指針 には

(1)の 事項がEDIと いう言葉で具体的にイ メージされた。1990年 代に入 ってか ら日本の政策の体 系で は初

めてEDIと い う言葉 が出て きた。最初の(2)は 、第2回 連携指針 の(2)共 同デー タベース ・システム 、

(3)ホ ス トコン ピュー タの共 同利用 システム、 に分かれ、始め の(3)と 第2回 の(4)は 同 じ意 味で あ

る。最初 の連携指針 は業界VANを 作 り出そ うというイメージである。

・実施方法 は(1)ビ ジネス プロ トコル の標準化、(2)端 末機器 の標準化 、(3)業 界共同情報システ ム、

等であ り、配慮事項 として(1)セ キュ リテ ィの確保、(2)中 小企業への配 慮(3)競 争阻害要因へ の排

除、があげ られた。確 かに この時はクローズ ドな業界VANが 考え られていたが、第2段 の連携指針でEDIが

出てきて、やや オー プンな方 向に向か う兆 しが見えてきた。 ここでの特徴 は実施方法 の(2)OSIの 導入 、

で ある。 これは具体的 にオー プ ンにつな いでいく場合のや り方 、国 際標準 を作 る こと。ユーザー にとって

最適な構造 にす るため には、1ユ ーザーが 自己最適化 して も全体 は最適化 しない。そ のために組織態勢 を作

る必要が ある。 ここでユーザーが グルー ピングされ るとい う概 念が出て きた。

・96年 か らの第3段 目ではイ メー ジが まった く変わ って、利用の態様はEDI、CALS、Open-ediと いう電

子商取引へと移 った。単なる企業 間の受発注 の努 力だけではな く、CALSと い う技術的な分 野で、特定企業

間だけで はな くて不特定な企業 間 も対象 にす るOpen-ediを 基準 にした。全体 として消費者 か ら最終企 業

まで全体が オー プ ンな形でつ なが ってい くような姿 を描 いてい る。

・実施方法 は、まず(1)ビ ジネスプロ トコルの標準化 、で ある。従来 の標準化 と違 うのは、データベース

等 に商 品属性項 目の標準化 を入れた こと。オープンな形になって くる と、商品属性は誰 で も認 識できる項

目が必要 になって くる。 あるいは(2)オ ープ ンなイ ンターフェイス に準拠 した情報システム は、前 回の
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OSIで はなく、ここではTCP/IP(イ ンターネット)を 指 し、5年でガラリと変わってしまった。まさしく

標準屋が標準を作 るのがいかに空 しいかの典型的な例になって しまった。どうしたら使ってもらえるかと

いうユーザーの視点が入っていなかった。(3)推 進体制の整備は、前は 「組織体制の整備」だった。今度

は何が違 うかというと、組織 ・事務局を作るだけでは機能 しないので、その業界全体が機能するような組

織を作るため、推進体制には トップレベルの合意形成が必要だということを第一にあげている。この項目

は重要である。 トップマネジャーが意識 してユーザー主導 といいながら進めなければならない。もう1点

は、標準化はその業界の中核的な組織が参加 しなければいけない。自分達が最適化 しても他の企業と違っ

ていてはまずい。なるべく標準化に参加 して率先することである。現在これを進めている体制は、EDIに

はJEDICと いう組織が、CALSに はCIFと いう組織がある。企業消費者間の商取引という意味ではECOM

(電子商取引推進協議会)と いう組織がある。通信体制の整備では トップのループを通るということを意

識的にした組織が新たにできている。いろいろ懸案事項があるが、連携指針ではこのような方向で解決 し

ようとし、具体化しているところである。

・EDIに ついて具体的な姿 を説 明 したい。資料2枚 目に連携指針の策定状況がある。当初 はVANの ようなも

のを考 えて いた が、だ んだ んEDIシ ステ ム の概念 が 発展 してき た。 国際海 上貨 物輸送 分 野 ではUN/

EDIFACTを 使 うという連携指針 になっている。EDIの 定義は国際的にもはっきりしていて、 「コンピュー

タ間で交換すること」(applicationtoaplication)が 本 質である。なぜ ここを強調す るか というと、アメ

リカの標準 「X12」 を使 って いる企業は約5万 社ある という。 しか しすべてがcomputertocomputerに

なっているか とい うと、 このうちの2、3割 という極めて悲観的な意見が出ている。 もっとて いねい に調べ

て いる人 によれば1%だ とい う。結局、 コンピュータでデータ を送るが、企業内ではプ リン トアウ トしてい

るのが大 半のようだ。 「ひょっとした ら 日本 の方が進 んでい るか もしれな い」 とい う意見 もあ った。

・日本 のEDIで 可変長のシンタックス ・ルール を導入 して いるのはCIIだ け。1990年 か ら動いて96年 か ら主

要 の業界がCII標 準を採用す ることにな ってい る。一番大 きなジャンル の流通では、1度 トライ アルがある。

「流通 開発セ ンター」が トライ アルでEDIFACTが 使 えるか どうか調べて いる。CII標 準 を使 って いる企 業

は うなぎ登 りに増えてお り、2月 には2,750社 くらいになる。 また、繊維業界2000社 ほ ど数 カ月以 内に加

わる予 定。

・建設 業界では図面のデータ交換 が必要 にな るので、通常 の形ではな くバイ ナ リーデー タで送 る必要があ

る。 シンタ ックスルール上で もバイナ リー デー タは送 れる。 これはX12で も送れ る。EDIFACTを 送れ る仕

組み は今作 ったところで、まだ審議 中。EDIFACTは 非常 に遅れていて、CALSグ ルー プの中ではあま り使

えない とい う状況 だ。

・物流業界 におけるEDIで 、CII標 準の場合 は使 うべきグループが自 ら標準 を組み立てている。 「(社)日

本 ロジスティクスシステム研究会」(通 産省 系)と 「(財)物 流技術情 報セ ンター 物流EDI推 進機構」

(運輸省系)とEIAJと いうグルー プが物流メ ッセー ジを作ろ うとしている。 これを1本 化す るためにわれわ

れ が事 務局になって物流 メッセージを完成 させた。 日本 標準 としての物 流EDIと いう特徴が ある。南流 の

ところは比較的産業別になって いるが 、物 流 のところは 日本 としてま とまった ものが 唯一 できあが ってい

る。

最後 に決済だが、従来は銀行 のデー タシステム には産業界 のデータを入 れていなかったが、産業界 のデー

タ として 「振 り込みID」 を設定 し、全銀 システムの中に流す ことにな った。従来の全銀 システムには相手

先 、振 り込 み先 と金額 しかな く、何 のお金 か とい う情報は流せなかった。 この情報を流そ うとしている。

われ われの委員会で は20ケ タまで は可能 だ とわか り、96年12月16日 か ら、約3000カ 所 の全銀 システムす

べ てで扱 える ことになっている。 これ は画 期的な ことで、 いか に使って いくか、すでに銀行 と企業 のメッ

セー ジ交換 を実 際のデー タで実証 して いる。

・世 界標準へ の一本化 は、アメ リカ側 はCALSと して はX12か らEDIFACTへ 移行 して使 いたか ったが、

EDIFACTの 技術 レベルが低 くて結局移行 できなか った という。アメリカでは、要 はデータエ レメン トさえ

きちん と意 味をもってお互 い認識されて いれば、あ とは トランス レータでX12で もEDIFACTでCIIで も送
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れ ると判 断 した。シンタ ックスルールの違 いよ りデータエ レメン トが重要。 これをマ ッピング したのが(資

料)下 の図である。X12とEDIFACTの パーチ ェス ・オーダーでい ったのだが、やは り欧米 の概念 と違 うよ

うでな かなか合 わない。

・そ こで上がったのがrBSRプ ロジェク ト」(BasicSemanticRepositry)で 、一番元 とな るア トミ ック

レベル でデー タエ レメン トを作 り、そ こに意 味を付加 し、媒介 と して変換すれ ばいいので はな いか と提 唱

している。

・また、連携指針の中に組織体制 の整備 とあったが、EDI推 進協議会(JEDIC)が 新体制 で進みつつある。

107





平成8年 度 ユーザー専門委員会 ・中間報告書

財団法人 データベー ス振興セ ンター

〒105

東京都港 区浜松 町2丁 目4番1号

世界貿易セ ンター ビル7階

Phone.03-3459-8581







,

●

1

■


